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周防大島町告示第３号 

 平成30年第１回周防大島町議会定例会を次のとおり招集する 

    平成30年２月28日 

                              周防大島町長 椎木  巧 

１ 期 日  平成30年３月７日 

２ 場 所  大島庁舎議場 

────────────────────────────── 

○開会日に応招した議員 

藤本 淨孝君          新田 健介君 

吉村  忍君          砂田 雅一君 

田中 豊文君          吉田 芳春君 

平野 和生君          松井 岑雄君 

尾元  武君          新山 玄雄君 

中本 博明君          久保 雅己君 

小田 貞利君          荒川 政義君 

───────────────────────────── 

○３月８日に応招した議員 

 

───────────────────────────── 

○３月23日に応招した議員 

 

────────────────────────────── 

○３月26日に応招した議員 

 

────────────────────────────── 

○応招しなかった議員 

 

────────────────────────────── 
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─────────────────────────────────────────── 

平成30年 第１回（定例）周 防 大 島 町 議 会 会 議 録（第１日） 

                             平成30年３月７日（水曜日） 

─────────────────────────────────────────── 

議事日程（第１号） 

                         平成30年３月７日 午前９時30分開会 

 日程第１ 会議録署名議員の指名 

 日程第２ 会期の決定 

 日程第３ 諸般の報告 

 日程第４ 施政方針並びに議案の説明・行政報告 

 日程第５ 報告第１号 専決処分の報告について（変更契約、法第１８０条関係） 

 日程第６ 諮問第１号 人権擁護委員の候補者の推薦につき意見を求めることについて 

 日程第７ 議案第12号 平成２９年度周防大島町一般会計補正予算（第５号） 

 日程第８ 議案第13号 平成２９年度周防大島町国民健康保険事業特別会計補正予算（第３号） 

 日程第９ 議案第14号 平成２９年度周防大島町後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第

３号） 

 日程第10 議案第15号 平成２９年度周防大島町介護保険事業特別会計補正予算（第３号） 

 日程第11 議案第16号 平成２９年度周防大島町簡易水道事業特別会計補正予算（第３号） 

 日程第12 議案第17号 平成２９年度周防大島町下水道事業特別会計補正予算（第３号） 

 日程第13 議案第18号 平成２９年度周防大島町農業集落排水事業特別会計補正予算（第３号） 

 日程第14 議案第19号 平成２９年度周防大島町漁業集落排水事業特別会計補正予算（第１号） 

 日程第15 議案第20号 平成２９年度周防大島町水道事業企業会計補正予算（第２号） 

 日程第16 議案第21号 平成２９年度周防大島町病院事業局企業会計補正予算（第２号） 

 日程第17 議案第22号 周防大島町若者定住促進住宅用地の貸付及び譲渡に関する条例の制定

について 

 日程第18 議案第23号 周防大島町合併地域振興基金条例の制定について 

 日程第19 議案第24号 周防大島町指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等

を定める条例の制定について 

 日程第20 議案第25号 周防大島町役場の位置を定める条例等の一部改正について 

 日程第21 議案第26号 周防大島町行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用

等に関する法律に基づく個人番号の利用に関する条例の一部改正につ

いて 
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 日程第22 議案第27号 周防大島町報酬及び費用弁償条例の一部改正について 

 日程第23 議案第28号 周防大島町一般職の職員の給与に関する条例の一部改正について 

 日程第24 議案第29号 周防大島町国民健康保険税条例の一部改正について 

 日程第25 議案第30号 周防大島町大島文化センターの設置及び管理に関する条例の一部改正

について 

 日程第26 議案第31号 周防大島町Ｂ＆Ｇ海洋センターの設置及び管理運営に関する条例の一

部改正について 

 日程第27 議案第32号 周防大島町後期高齢者医療に関する条例の一部改正について 

 日程第28 議案第33号 周防大島町介護保険条例の一部改正について 

 日程第29 議案第34号 周防大島町指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護

予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準

を定める条例の一部改正について 

 日程第30 議案第35号 周防大島町指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関

する基準等を定める条例の一部改正について 

 日程第31 議案第36号 周防大島町指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び

運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための

効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例の一部改正について 

 日程第32 議案第37号 周防大島町公共下水道設置及び管理条例等の一部改正について 

 日程第33 議案第38号 周防大島町営住宅及び一般住宅条例の一部改正について 

 日程第34 議案第39号 周防大島町過疎地域自立促進計画の変更について 

 日程第35 議案第40号 油宇集会施設の指定管理者の指定について 

 日程第36 議案第41号 小泊集会施設の指定管理者の指定について 

 日程第37 議案第42号 むつみ荘の指定管理者の指定について 

 日程第38 議案第43号 デイサービスセンター福寿苑の指定管理者の指定について 

 日程第39 議案第44号 デイサービスセンター文珠苑の指定管理者の指定について 

 日程第40 議案第45号 デイサービスセンター高塔苑の指定管理者の指定について 

 日程第41 議案第46号 東和在宅老人デイサービスセンターの指定管理者の指定について 

 日程第42 議案第47号 デイサービスセンター油田苑の指定管理者の指定について 

 日程第43 議案第48号 デイサービスセンター和田苑の指定管理者の指定について 

 日程第44 議案第49号 デイサービスセンターしらとり苑の指定管理者の指定について 

 日程第45 議案第50号 周防大島町高齢者生活福祉センター「和田苑」の指定管理者の指定に

ついて 
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 日程第46 議案第51号 周防大島町高齢者生活福祉センター「しらとり苑」の指定管理者の指

定について 

 日程第47 議案第52号 平成２９年度久賀・大島処理区（三蒲）管路施設整備工事第１工区の

請負変更契約の締結について（質疑・討論・採決） 

────────────────────────────── 

本日の会議に付した事件 

 日程第１ 会議録署名議員の指名 

 日程第２ 会期の決定 

 日程第３ 諸般の報告 

 日程第４ 施政方針並びに議案の説明・行政報告 

 日程第５ 報告第１号 専決処分の報告について（変更契約、法第１８０条関係） 

 日程第６ 諮問第１号 人権擁護委員の候補者の推薦につき意見を求めることについて 

 日程第７ 議案第12号 平成２９年度周防大島町一般会計補正予算（第５号） 

 日程第８ 議案第13号 平成２９年度周防大島町国民健康保険事業特別会計補正予算（第３号） 

 日程第９ 議案第14号 平成２９年度周防大島町後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第

３号） 

 日程第10 議案第15号 平成２９年度周防大島町介護保険事業特別会計補正予算（第３号） 

 日程第11 議案第16号 平成２９年度周防大島町簡易水道事業特別会計補正予算（第３号） 

 日程第12 議案第17号 平成２９年度周防大島町下水道事業特別会計補正予算（第３号） 

 日程第13 議案第18号 平成２９年度周防大島町農業集落排水事業特別会計補正予算（第３号） 

 日程第14 議案第19号 平成２９年度周防大島町漁業集落排水事業特別会計補正予算（第１号） 

 日程第15 議案第20号 平成２９年度周防大島町水道事業企業会計補正予算（第２号） 

 日程第16 議案第21号 平成２９年度周防大島町病院事業局企業会計補正予算（第２号） 

 日程第17 議案第22号 周防大島町若者定住促進住宅用地の貸付及び譲渡に関する条例の制定

について 

 日程第18 議案第23号 周防大島町合併地域振興基金条例の制定について 

 日程第19 議案第24号 周防大島町指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等

を定める条例の制定について 

 日程第20 議案第25号 周防大島町役場の位置を定める条例等の一部改正について 

 日程第21 議案第26号 周防大島町行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用

等に関する法律に基づく個人番号の利用に関する条例の一部改正につ

いて 
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 日程第22 議案第27号 周防大島町報酬及び費用弁償条例の一部改正について 

 日程第23 議案第28号 周防大島町一般職の職員の給与に関する条例の一部改正について 

 日程第24 議案第29号 周防大島町国民健康保険税条例の一部改正について 

 日程第25 議案第30号 周防大島町大島文化センターの設置及び管理に関する条例の一部改正

について 

 日程第26 議案第31号 周防大島町Ｂ＆Ｇ海洋センターの設置及び管理運営に関する条例の一

部改正について 

 日程第27 議案第32号 周防大島町後期高齢者医療に関する条例の一部改正について 

 日程第28 議案第33号 周防大島町介護保険条例の一部改正について 

 日程第29 議案第34号 周防大島町指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護

予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準

を定める条例の一部改正について 

 日程第30 議案第35号 周防大島町指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関

する基準等を定める条例の一部改正について 

 日程第31 議案第36号 周防大島町指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び

運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための

効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例の一部改正について 

 日程第32 議案第37号 周防大島町公共下水道設置及び管理条例等の一部改正について 

 日程第33 議案第38号 周防大島町営住宅及び一般住宅条例の一部改正について 

 日程第34 議案第39号 周防大島町過疎地域自立促進計画の変更について 

 日程第35 議案第40号 油宇集会施設の指定管理者の指定について 

 日程第36 議案第41号 小泊集会施設の指定管理者の指定について 

 日程第37 議案第42号 むつみ荘の指定管理者の指定について 

 日程第38 議案第43号 デイサービスセンター福寿苑の指定管理者の指定について 

 日程第39 議案第44号 デイサービスセンター文珠苑の指定管理者の指定について 

 日程第40 議案第45号 デイサービスセンター高塔苑の指定管理者の指定について 

 日程第41 議案第46号 東和在宅老人デイサービスセンターの指定管理者の指定について 

 日程第42 議案第47号 デイサービスセンター油田苑の指定管理者の指定について 

 日程第43 議案第48号 デイサービスセンター和田苑の指定管理者の指定について 

 日程第44 議案第49号 デイサービスセンターしらとり苑の指定管理者の指定について 

 日程第45 議案第50号 周防大島町高齢者生活福祉センター「和田苑」の指定管理者の指定に

ついて 
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 日程第46 議案第51号 周防大島町高齢者生活福祉センター「しらとり苑」の指定管理者の指

定について 

 日程第47 議案第52号 平成２９年度久賀・大島処理区（三蒲）管路施設整備工事第１工区の

請負変更契約の締結について（質疑・討論・採決） 

────────────────────────────── 

出席議員（13名） 

１番 藤本 淨孝君       ２番 新田 健介君 

３番 吉村  忍君       ５番 田中 豊文君 

６番 吉田 芳春君       ７番 平野 和生君 

８番 松井 岑雄君       ９番 尾元  武君 

10番 新山 玄雄君       11番 中本 博明君 

12番 久保 雅己君       13番 小田 貞利君 

14番 荒川 政義君                 

────────────────────────────── 

欠席議員（１名） 

４番 砂田 雅一君                 

────────────────────────────── 

欠  員（なし） 

────────────────────────────── 

事務局出席職員職氏名 

事務局長 舛本 公治君     議事課長 大川  博君 

書  記 池永祐美子君                 

────────────────────────────── 

説明のため出席した者の職氏名 

町長 …………………… 椎木  巧君   代表監査委員 ………… 西本 克也君 

副町長 ………………… 岡村 春雄君   教育長 ………………… 西川 敏之君 

病院事業管理者 ……… 石原 得博君   総務部長 ……………… 中村 満男君 

産業建設部長 ………… 池元 恭司君   健康福祉部長 ………… 平田 勝宏君 

環境生活部長 ………… 佐々木義光君   久賀総合支所長 ……… 藤井 正治君 

大島総合支所長 ……… 古崎 敏雄君   東和総合支所長 ……… 山﨑  実君 

橘総合支所長 ………… 林  輝昭君                      

会計管理者兼会計課長 ……………………………………………………… 木村 秀俊君 
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教育次長 ……………… 永田 広幸君   病院事業局総務部長 … 村岡 宏章君 

総務課長 ……………… 岡本 義雄君   財政課長 ……………… 重冨 孝雄君 

政策企画課長 ………… 山本  勲君   介護保険課長 ………… 近藤  晃君 

水産課長 ……………… 瀬川 洋介君   水道課長 ……………… 豊永  充君 

教育委員会総務課長 ………………………………………………………… 山中 和美君 

社会教育課長 ………… 藤井 郁男君   病院事業局財政課長 … 木村 稔典君 

────────────────────────────── 

午前９時30分開会 

○議長（荒川 政義君）  改めまして、おはようございます。 

 ただいまから、平成３０年第１回周防大島町議会定例会を開会をいたします。 

 砂田議員から本日の会議に欠席の通告を受けております。 

 直ちに本日の会議を開きます。 

 本日の議事日程は、お手元に配布してあるとおりです。 

────────────・────・──────────── 

日程第１．会議録署名議員の指名 

○議長（荒川 政義君）  日程第１、会議録署名議員の指名を行います。 

 今期定例会の署名議員は、会議規則第１２７条の規定により、２番、新田健介議員、３番、吉

村忍議員を指名いたします。 

────────────・────・──────────── 

日程第２．会期の決定 

○議長（荒川 政義君）  日程第２、会期の決定についてを議題とします。 

 お諮りします。今期定例会の会期は、去る２月２８日開催の議会運営委員会において協議の結

果、お手元に配布してある会期日程のとおり、本日から３月２６日までの２０日間としたいと思

います。御異議ございませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  異議なしと認めます。よって、今期定例会の会期は、お手元に配布して

ある会期日程のとおり、本日から３月２６日までの２０日間とすることに決しました。 

────────────・────・──────────── 

日程第３．諸般の報告 

○議長（荒川 政義君）  日程第３、諸般の報告を行います。 

 昨年１２月定例会以降の諸般について御報告をいたします。 

 まず、本議会に提出されました文書等について、地方自治法の規定に基づき、監査委員から例
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月現金出納検査（１２月・１月・２月実施分）及び定期監査（１２月・１月・２月実施分）の結

果の報告について提出されましたので、お手元にその写しを配付いたしております。 

 次に、陳情・要望関係については、１件受理いたしました。 

 陳情・要望第７号障害者の暮らしの場の充実を求める意見書採択についてです。 

 これについては、重度障害者の入所施設やグループホーム等の社会基盤整備の促進について、

国に対し、要望書を上げていただきたいとの内容でありました。 

 この要望については、議会運営委員会で取り扱いについてお諮りし、議員配付として既にお手

元にお届けいたしております。 

 次に、系統議長会関係では、３月５日、山口市において山口県町議会議長会定例会が開催され、

平成２９年度歳入歳出補正予算と平成３０年度歳入歳出予算について協議がなされました。 

 あわせて、山口県離島振興市町議会議長会の定例会も同日開催され、離島における高齢化等の

厳しい環境のもと、離島であるがゆえの地域間格差が存在していることを踏まえ、離島振興のた

めの諸施策を推進するよう、国並びに県等の関係機関・団体に対する要望活動を積極的に行うこ

とを取り決め、承認されたところであります。 

 その他各種研修会や事業につきましては、開催案内等を受けた段階で、議員各位に御案内を差

し上げたいと存じます。 

 続いて、本町議会の活動に関しましては、２月１５日に地域活性化特別委員会が福岡県粕屋郡

新宮町で行政視察を行い、民間のバス事業者が撤退した後、町によるコミュニティバス運行を行

っている実態と、議会活動の理解と愛町教育の一環として、１２月定例議会でも質問のあった子

ども議会の開催について研修を行いました。 

 翌１６日にはＪＡ糸島が運営し、全国一の売り上げを誇る産直市場である伊都菜彩を視察いた

しました。 

 ここでは、農業や水産業等の第１次産業生産物の生産者による直接販売や６次産業化による加

工製品の販売について、全国第１位のゆえんをつぶさに感じ、交流人口の拡大を目指す本町にと

って大いに参考となったところでございます。 

 次に、１２月２６日と２月２２日に柳井地区広域消防組合議会が、また、１２月２６日と２月

２６日には柳井地域広域水道企業団議会が開かれ、関係議員が出席されております。特に、２月

２６日の広域水道議会においては、去る１月１１日に発生した大島大橋での送水管破断事故によ

る全町断水にかかる応急対応、原因の究明、今後の対策について審議がなされました。 

 また、山口県後期高齢者医療広域連合議会の平成３０年度の予算関係資料も届き次第、あわせ

て議員控室書棚に整理しておきますので、御高覧いただきたいと思います。 

 続いて、町人会関係では、１月２１日の東京久賀倶楽部へ吉田議員が、３月３日の東京たちば
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な会へ砂田議員が、翌４日の関西橘町人会へは田中議員が出席をいたしました。 

 それぞれの会におきましては、会員との情報交換と親睦の輪を広め、深め合う語らいの中から、

ふるさとに対する熱い思いと寄せる期待の大きさを改めて肝に銘じたことと存じます。関係議員

の皆様、大変お疲れさまでした。 

 また、今後、東京大島ふるさと会が予定されております。この件につきましては議員派遣とし

て御議決をいただく予定としておりますので、よろしくお願いを申し上げます。 

 以上で諸般の報告を終わります。 

────────────・────・──────────── 

日程第４．施政方針並びに議案の説明・行政報告 

○議長（荒川 政義君）  日程第４、施政方針並びに議案の説明・行政報告に入ります。 

 町長から施政方針並びに議案の説明・行政報告を求めます。椎木町長。 

○町長（椎木  巧君）  おはようございます。 

 本日は、平成３０年第１回周防大島町議会定例会を招集いたしましたところ、議員各位におか

れましては、大変御多忙の折にもかかわりませず、御参集を賜り厚く御礼を申し上げます。 

 平成３０年度一般会計予算をはじめ、各特別会計予算並びに重要諸案件つきまして御審議をい

ただくにあたり、これからの町政運営に臨む私の基本的な考えを申し述べさせていただき、議員

各位をはじめ、町民の皆様の御理解と御協力をお願い申し上げる次第でございます。 

 我が国の経済は、景気は緩やかに回復をしており、その先行きにつきましては、雇用・所得環

境の改善が続く中で、各種政策の効果もあって、緩やかな回復が続くことが期待されるとされて

おります。しかしながら、海外経済の不確実性や金融資本市場の変動の影響に留意する必要があ

るとの指摘もあります。 

 政府としては、東日本大震災や熊本地震からの復旧・復興、創生に向けて取り組むとともに、

デフレからの脱却を確実なものとし、経済再生と財政健全化の双方を同時に実現するため、ま

ち・ひと・しごと創生基本方針２０１７やニッポン一億総活躍プランなどを着実に実行し、さら

に、人づくり革命と生産性革命を車の両輪として、少子高齢化という最大の壁に立ち向かうため、

新しい経済政策パッケージも着実に実行するといたしておるところであります。 

 安倍内閣には、こうした取り組みのもとに、安定的な経済成長や真の景気回復を実感でき、誰

もが安心して暮らせ、活躍のできる活力のある日本を創生すべく、早期に具体的な成果を上げら

れることを期待するところであります。 

 さて、私は、平成２０年１１月に周防大島町の２代目の町長に就任し、町政を担わせていただ

くこととなり、これまで皆様方からの御支援を賜り、１０年が経過しようとしております。この

間には、地方自治運営の前提条件となる財政の健全化を合併当初からの最重要課題として取り組
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み、そのための行財政改革を推進し、これにより生み出された財源をもとに、生活関連施設の整

備や防災対策、子育て支援の充実等を図ってまいりました。 

 また、農業や漁業など、町の固有の財産であります豊かな自然、そして先人の築いた偉大な歴

史を背景に、観光交流人口１００万人を目標とする交流人口の拡大にも努めてまいりました。さ

らには、地方創生を追い風に、人や仕事の流れを交流から定住へつなぎ、誰もが主役になれる町、

そして、幸せに暮らせる町づくりの実現に向けて、議会の御理解と御協力をいただきながら、職

員と一丸となって取り組んでまいりました。 

 昨年には、念願の観光交流人口１００万人を達成いたしましたが、直面する一番の課題である

人口の減少対策は待ったなしの状況であり、子育て支援、教育環境や居住環境の充実を図るなど、

定住対策への更なる取り組みが重要であると考えております。 

 山口県におきましては、行財政改革統合本部会議のもとに、歳入水準に見合った歳出構造への

転換を目指し、総人件費の縮減や全事業を対象に、ニーズや施策効果等を検証し、廃止や縮小等

を抜本的に見直し、１,２６０事業のうち約１４％に当たる１７７事業について休廃止し、

７１１事業を縮小・効率化することとしております。 

 本町の財政状況につきましては、平成２９年９月議会においても御報告をいたしましたとおり、

地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づく健全化判断比率等は早期健全化基準を下回り、

水準としてはまだまだ高いものの、毎年度改善が図られているところであります。しかし、主に

地方交付税の影響から、財政構造の弾力化の指標となる経常収支比率においては悪化の状況も見

られ、今後を見通すにあたっては、人件費や公債費の減少要素も特別会計への繰り出し等へスラ

イドしてしまうことなど、今後の財政運営には厳しい覚悟が必要であります。 

 また、主要な財源であります普通交付税については、合併特例法による特例措置が平成３１年

度で終了することから、既に平成２７年度から段階的に減少しております。さらに、普通交付税

の算定基礎となる国勢調査人口の減少による影響等による今後の厳しい財政環境を考慮すれば、

いま一度、歳入に見合う歳出、基金繰入金に頼らない予算編成という財政運営の基本に立ち返る

とともに、財源投入の大小緩急を誤らぬよう心がける必要があります。そのため、昨年中には第

２次の行政改革元年の取り組みといたしまして、臨時の行政改革推進本部会議を開催し、新年度

以降の予算編成に向けた事業の見直し、検討を行ったところであります。 

 それでは、平成３０年度における重点政策について申し上げます。 

 重要政策の第一は、定住対策であります。 

 急激に進む過疎・少子高齢化などの社会構造変化やこれがもたらす地域経済の縮小は、政府に

おいても最大の壁と称するほどの、我が国全体において深刻な問題であります。とりわけ、周防

大島町は、早くからこの深刻な課題に立ち向かうことを余儀なくされてまいりました。 
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 どのようにしたら人口定住につなげられるかということには明解な答えはなく、誠に困難な課

題であります。これまで、教育環境の充実といたしまして、子供たちが学びの場である学校生活

を快適な環境で送ることができるように、小中学校への空調設置事業を進め、平成３１年度には

全ての小中学校において空調設備の整備が完了する予定であります。 

 また、居住環境の充実においては、移住者を含め若者が定住するための生活基盤の一つである

住宅確保を支援する若者定住促進住宅用地整備事業や子育て定住促進住宅建設事業に取り組んで

まいります。住というものは、定住の重要な条件でありながら、定住しようとする方々のニーズ

は多様であることから、遊休町有地等を活用し、選択肢のある、また若者が定住したくなる住宅

団地の整備をモデル的に進めているところであります。 

 私といたしましては、安定した雇用の創出、新しい人の流れをつくる、若い世代の結婚・出

産・子育ての希望をかなえる、安心な暮らしを守り連携した地域を創造するというこれまでの基

本目標の達成に向け、やれることはすべてやるという意識で邁進してまいります。 

 第２は、防災安全対策であります。 

 近年、台風や集中豪雨などの自然災害は規模や頻度も拡大してきており、自治体への課題は、

地域防災力の強化とともに、幅広い対応も求められております。安全・安心を確保するための防

災対策は喫緊の課題であり、スピード感を持ってこれに臨む必要があります。これまで、実効性

のある自主防災組織の充実や自助・共助・公助の役割分担の意識の向上を図ってまいりました。

これからも個人、地域コミュニティ、自治体が連携し、避難行動など、本町ならではの防災機能

を確立し、地域防災力の強化を図っていく必要があります。 

 また、防災対策は自然災害だけではなく、火災や交通安全、高齢者に対する詐欺行為などの防

犯対策も増加傾向にあることから、これらも含めた対策が必要であります。 

 私は、常々申し上げておりますが、町民の生命や財産を守り、安全・安心な生活を確保するこ

とが、町づくりを進める上で何よりも大切と考えております。防災安全対策に完全はありません

が、より万全を求めて、周防大島町でどのような災害が起きようとも、一人の犠牲者も出さない

ことを第一に、防災・減災に関する施策を積極的に推進してまいります。 

 次に第３として、健康づくりであります。 

 生涯にわたり、社会に参画し、いきいきと人生を送るためには、年齢にかかわらず健康で自立

した暮らしができることが重要であります。それぞれに合った、効率性のある取り組みを推進し

ていくことが健康づくりの施策であります。 

 国においては、妊娠時から子育て時にわたる切れ目のない支援を図るとしておりますが、地方

行政においては、さらに地域の実情に応じた、地域ならではの取り組みも重ねる必要があります。 

 医療や介護事業への充実した施策の展開も当然重要でありますが、これらの健全な運営に資す
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るのは、やはり住む人皆が健康であり続けることであります。自発的な健康づくりへの取り組み、

生活習慣の見直しによる疾病予防、また疾病においては早期発見・早期治療のため、引き続き減

塩環境の取り組みの拡充や健診の受診率向上等に努めてまいります。 

 健康づくりの目指すところは健康寿命を延伸させることにあり、そのことが幸せに暮らせるこ

とをより強く実感していただけることだと思っております。 

 これら３つの重要課題への取り組みと、私が従来から推進してまいりました地域に密着した事

業を中心に、至誠と調和を意識しながら、決して臆することなく、果敢に課題解決に向けて取り

組んでまいる覚悟でありますので、町議会をはじめ、関係各位のなお一層の御支援と御協力をお

願いするものであります。 

 さて、平成３０年度の当初予算編成について御説明を申し上げます。 

 国は、平成３０年度予算において、経済・財政再生計画における集中改革期間の最終年度であ

り、計画に掲げる歳出改革等を着実に実行するとし、予算編成にあたっては、我が国財政の厳し

い状況を踏まえ、引き続き、歳出全般にわたり、聖域なき徹底した見直しを推進するとともに、

さらに地方においても、国の取り組みと基調を合わせ、徹底した見直しを進めるとしております。 

 総務省概算要求では、地方の安定的な財政運営に必要となる地方の一般財源総額について、前

年度地方財政計画の水準を下回らないよう実質的に同水準を確保するとされていますが、地方交

付税の交付ベースでの概算要求は１５.９兆円で、前年度比２.５％減となっており、さらに、経

済財政諮問会議では、地方における基金積立残高の増加状況から、国・地方を通じた財政資金の

効率的配分に向けて地方財政計画の反映等の改善方策を検討すべきとの提言がなされ、今後の方

向性によっては地方財政への影響が懸念されているところであります。 

 こうした状況のもと、平成３０年度当初予算の編成にあたっては、果敢な行政改革への取り組

みとともに、人口の減少、少子高齢化という厳しい現実の中においても、調和のとれた発展を目

指すこととし、予算編成に臨んだところであります。 

 施政方針においても申し上げましたが、財政の健全化は、今後の行政運営においても避けるこ

とのできない最重要課題であります。いかなるすぐれた行政施策であろうとも、健全な財政基盤

のもとに成り立つものでありまして、健全性を失えば、地方自治は立ち行かなくなります。 

 そこで、将来の財政基盤の拡充を目的に、新年度予算の新たな取り組みといたしまして、合併

特例事業債を活用した地域振興事業基金を設置することといたしました。 

 合併特例事業債は、合併に対する支援策の一つであり、本町では合併以降１５年間の期間に最

大約１２０億円の起債限度額が認められ、これまで約半分程度、約６０億円ですが、半分程度の

活用を行っているところであります。本町においては、約２２億円が限度とされる合併特例事業

債による基金造成については、あくまでも借入金であるという観点から、これまでその活用は控
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えてまいりました。しかしながら、こうした支援策も現行制度では平成３１年度をもって終了す

る予定であり、その後の合併支援策も特に見込めないということから、地方交付税等の今後の見

通し、さらには現在の本町の財政状況を考えあわせ、将来においての地域振興策に充てるための

財源の確保は重要なことと考え、平成３０年度に５億円、平成３１年度に５億円で、総額１０億

円の地域振興を目的とした基金を造成・確保したいと考えておりますが、合併特例事業債を活用

するにあたっては、その償還額の７割は地方交付税に算入されるものの、３割については一般財

源が必要となります。これにつきましても、今後の繰越金等を減債基金に積み立てることとし、

その財源を確保したいと考えているところであります。次世代に素敵な未来を約束する町の取り

組みとして御理解をいただきたいと存じます。 

 それでは、お手元にお配りをいたしました当初予算案の概要により御説明を申し上げます。 

 まず、２ページをお願いいたします。 

 本町の平成３０年度当初予算は、一般会計で１３７億２,０００万円、国民健康保険事業特別

会計から渡船事業特別会計までの特別会計を合わせますと、総額で２２９億９２４万３,０００円、

水道事業企業会計では、収益的支出で８億４,２６０万２,０００円、資本的支出で２億５７３万

８,０００円、病院事業局企業会計では収益的支出で５９億７１５万７,０００円、資本的支出で

９億９,７３０万４,０００円の予算となったところでございます。 

 一般会計では、対前年度比０.９％減、１億２,０００万円の減額予算となっておりますが、将

来の町づくりのための合併特例事業債を財源とした合併地域振興基金積立金５億円を差し引きま

すと、対前年度比４.５％減、６億２,０００万円の減額となっております。 

 ３ページをお願いいたします。 

 一般会計の歳入の状況についてでございますが、町税は前年度の課税状況や景気の影響等も考

慮し、１３億８９６万４,０００円、対前年度比０.７％の減額計上といたしております。 

 地方譲与税や地方消費税交付金につきましても、前年度の実績見込み、または地方財政計画等

により試算計上しており、地方消費税交付金につきましては、対前年度比３.８％増の２億

７,０００万円となっております。 

 地方交付税でありますが、２.６％減の７３億６,０００万円を計上いたしましたが、これに、

臨時財政対策債３億５,０００万円を加えた広義の、広い意味での地方交付税は７７億１,０００万

円と見込んでおり、対前年度比３.１％の減額となっております。これは主に、合併による特例

措置が段階的に削減されることが大きく影響しております。 

 国庫支出金につきましては、１億３,０３１万７,０００円、前年度比１０.４％減の１１億

２,２９９万４,０００円となっておりますが、主に海岸保全事業の事業費の大幅な減額が要因で

ございます。 
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 繰入金は、各基金の取り崩しでの繰り入れでございますが、財源不足を補うため財政調整基金

から約９,４００万円、減債基金は公債費の利子への充当として約１億１,６００万円、再編交付

金を財源に積み立てた、ちびっ子医療費助成事業基金から約２,２００万円、観光振興事業助成

基金から約１,１５０万円、福祉医療費一部負担金助成事業基金から約１,２４０万円、外国語活

動推進事業基金から約８００万円、ふるさと寄附金を積み立てましたふるさと応援基金から

６８０万円、ＣＡＴＶ加入促進のための基金から２００万円を取り崩すことといたしております。 

 また、まち・ひと・しごと創生基金から約６,８９０万円を繰り入れることといたしておりま

す。さらに、周防大島高等学校通学支援費給付基金から６５０万円を繰り入れることといたして

おります。 

 町債についてでありますが、３億５,８９０万円、２６.７％増の１７億３９０万円の計上とな

っておりますが、過疎対策事業債７億１５０万円のほか、合併特例債６億３００万円、臨時財政

対策債３億５,０００万円が、その主なものでございます。 

 以上が歳入の状況でありますが、４ページにお示しをしておりますとおり、町税等の自主財源

比率は１６.６％であり、依然として地方交付税や国・県支出金、町債といった依存財源に

８３.４％を頼らざるを得ない財政環境であります。 

 さて、５ページは目的別の歳出でありますが、歳出につきましては、６ページの性質別歳出で

御説明を申し上げます。 

 人件費は、１７億６,１８６万９,０００円で、対前年度比１億７,９７２万７,０００円、

９.３％の減となっておりますが、退職手当組合への負担金の減額が主な要因でございます。 

 公債費につきましては、１８億８,６９６万４,０００円で、対前年度比５.３％、１億

５９６万１,０００円の減額となっておりますが、地方債残高の減少によるものであります。 

 扶助費は、１８億３,５８８万９,０００円の計上で、対前年度より３.９％の減となっており

ますが、世帯数及び受給者数の減による生活保護扶助費の減額の影響でございます。 

 普通建設事業費は、１３億９６万４,０００円で、対前年度比２４.２％、約４億１,５００万

円の減額となっておりますが、東和総合支所・教育庁舎整備事業や橘総合センター空調等改修事

業の完了が主な要因でございます。 

 補助費等は、病院事業局への医療確保対策に係る繰出金を支出することによる増額が主な要因

となっております。 

 積立金は、今後の町づくりのための合併特例事業債を活用した合併地域振興基金や再編交付金

を活用した医療確保対策事業基金への積立金の影響から約６億円の大幅な増額となっております。 

 次に、７ページの地方債の状況でございますが、一般会計におきましては、起債残高は

２,２００万円の減、約１６７億５,９００万円になると見込んでおります。一般会計の起債残高
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は、合併時の２６２億５,９００万円から約８５億円、３２.４％の減少をするということとなり

ます。 

 ８ページは、各基金の状況をお示しをいたしております。 

 財政調整基金は、本年度末では約５５億８,３００万円となり、合併時の６億４,７００万円か

ら大幅に増加をいたしておりますが、新年度予算では９,４００万円の取り崩しを予定しており

ます。 

 続いて、主要事業の概要について御説明を申し上げます。 

 幸せに暮らせる町づくりのための５本の柱に沿って、主要事業を取りまとめたものを１０ペー

ジから掲載をいたしております。 

 この中で、主に新規事業について、その概要を説明させていただきます。 

 第１に、安心して子供を生み育てられる町、子育て支援等についてであります。 

 まず、子育て世代包括支援センター事業は、妊娠期から子育て期のニーズに切れ目のない相談

支援を行うとともに、ネットワークづくり推進のためのワンストップ拠点として実施したいと考

えております。 

 学校施設長寿命化計画策定事業は、今後の各小中学校の老朽化に対応するための長寿命化計画

の策定を行うものでございます。 

 次に、中学校校舎新増築事業は、仮称でございますが、統合後に周防大島中学校となる現在の

久賀中学校を新増築するための基本設計を行うものでございます。 

 地域連携アシスタント事業は、地域連携担当教職員の業務を補助するアシスタントを配置する

ことにより、働き方改革や、やまぐち型地域連携教育の充実を図るものとなっております。 

 部活動指導員配置事業は、技術指導が困難となっております運動部の部活動に対して、専門的

な指導や大会への引率などを行っていただく指導員を配置することにより、教職員の負担軽減を

図るものでございます。 

 次に、１２ページをお願いいたします。 

 ２本目の柱、働く意欲の湧き出る町についてでございます。 

 農業振興地域整備計画策定事業は、法律に基づいて農業振興地域整備計画の５年ごとの見直し

を行い、よりよい農業環境の整備を行うものでございます。 

 拡充事業といたしまして、子育て定住促進住宅建設事業は、旧大島地区に子育て世代を対象と

した住宅の建設を行い、また、旧東和地区においては子育て世帯に若者定住促進住宅用地の貸し

付けを行い、定住人口の増加による地域の活性化を図ります。 

 定住の重要な条件である住について、子育て世代が居住適地と思える住宅用地または定住促進

住宅を安価に提供することも、ニーズの１つにあるのではないかと考えております。 
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 次に、１３ページ、３本目の柱、自然と環境にやさしい町、生活環境の整備についてでござい

ます。 

 家房公衆トイレ新築事業は、住環境の整備を目的として家房地区に公衆トイレの新設を行うも

のでございます。 

 漁業集落排水施設長寿命化計画策定事業は、漁業集落排水施設の延命化を図るため、長寿命化

計画の策定を行うものでございます。 

 また、継続事業といたしまして、東和片添地区公共下水道事業は、三ケ浦地区の快適な生活環

境の保全や定住促進を図るため、公共下水道整備に係る管渠の実施設計を行うものでございます。 

 次に、晩年を豊かで安心して過ごせる町についてでございます。 

 全国瞬時警戒システム更新事業は、いわゆるＪ─ＡＬＥＲＴを消防庁からの指示により、全市

町村にて更新事業を実施するものでございます。 

 給水自動車整備事業につきましては、先日の町内の断水においても各市町から給水自動車の出

動を受け、町民の方々への給水業務を実施していただきましたが、本町においても水道管の漏水

や災害時における断水の際に応急給水を行う給水車を導入したいと考えております。 

 服部屋敷整備事業は、老朽化しております服部屋敷の土蔵や母屋の修理、また屋敷前の駐車ス

ペースの舗装等を行うものでございます。 

 また、陸上競技場外壁塗装改修事業は、前年度に寄附を受けました、まち・ひと・しごと創生

基金を活用し、陸上競技場の外壁をリニューアルするものとなっております。 

 拡充事業といたしまして、耐震性防火水槽整備事業は、初期消火により被害を最小限に抑える

ため、三蒲地区及び沖家室地区に防火水槽を新設するものでございます。 

 次に１６ページをお願いいたします。 

 ５本目の柱、次世代に素敵な未来を約束する町についてでございます。 

 まず、合併地域振興基金積立事業は、将来の町づくりのために、平成３１年度までとなってお

ります合併特例事業債を活用して、２ヶ年で１０億円の積み立てを行うというものでございます。 

 広島広域都市圏航空写真撮影事務負担金は、固定資産税を適正に評価するために必要となる航

空写真の撮影を、広島広域都市圏で共同実施するものでございます。 

 戸籍の電算化につきましては、平成改製原附票を電算化することにより住民サービスの向上を

図るものとなっております。 

 道の駅サザンセトとうわ改修事業は、利用者の方々が快適に過ごせるように売店部分の増改築

を行うものでございます。 

 次に、観光ＰＲビデオ製作事業では、ドローンカメラを活用し、上空から島の自然や文化を撮

影し、町民の方々が共有できる映像を作成し、インターネット等を通じて全国へ配信したいと考
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えております。 

 東和総合センター空調設備等改修事業は、現在ふぐあいの発生しております東和総合センター

の空調設備を改修するものでございます。 

 以上が、主要事業の概要でございますが、１９ページ以降に事業の概要についてまとめており

ますので、後ほどご覧をいただければと思います。 

 また、３５ページには合併関連事業、３６ページには再編交付金関連事業、３７ページには地

方創生関連事業となります、まち・ひと・しごと創生基金事業を掲載しております。 

 ３８ページ以降には、合併後の本町の財政状況を参考資料として添付しておりますので、あわ

せてご覧をいただきたいと思います。 

 以上が、周防大島町の平成３０年度当初予算案の概要でございます。 

 続きまして、議案の説明を申し上げます。 

 今期定例会に提案いたしております案件は、平成３０年度各会計当初予算、平成２９年度補正

予算、条例の制定、改正など、合わせて５４件であります。 

 報告第１号は、変更契約の締結につきまして、専決処分により処理をいたしましたので、これ

を報告するものであります。 

 諮問第１号は、任期満了に伴う人権擁護委員の候補者の推薦について議会の意見を求めるもの

であります。 

 議案第１号は、平成３０年度一般会計予算についてであります。 

 予算総額は１３７億２,０００万円となっております。前年度当初予算比１億２,０００万円の

減額、率にして０.９％の減となっております。 

 議案第２号から議案第１１号までは、平成３０年度各特別会計予算及び企業会計予算にかかわ

るものでございますが、まず、議案第２号は、平成３０年度国民健康保険事業特別会計予算であ

ります。 

 一般会計から３億３８８万３,０００円を繰り入れ、予算の総額は３０億１,７５６万

３,０００円となっており、前年度当初予算比６億１,２５０万６,０００円の減額であります。 

 国保の県単位化により、県が国民健康保険の財政運営の責任主体となることから、国保財政の

仕組みが変わったことによる減額が主なものでございます。 

 議案第３号は、平成３０年度後期高齢者医療事業特別会計予算であります。 

 一般会計から１億７,８８９万５,０００円を繰り入れ、予算の総額は４億７,３１１万

９,０００円となっておりまして、前年度当初予算比７４１万３,０００円の増額であります。 

 議案第４号は、平成３０年度介護保険事業特別会計予算についてであります。 

 一般会計から５億３,９２８万６,０００円を繰り入れ、予算の総額は３４億２,２６０万
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６,０００円となっており、前年度当初予算比５,１１７万５,０００円の減額であります。 

 第７期の介護保険事業計画が始まるところでございます。 

 議案第５号は、平成３０年度簡易水道事業特別会計予算であります。 

 一般会計から２,９６７万３,０００円を繰り入れ、予算の総額は３億５,６１８万５,０００円

となっており、前年度当初予算比２億１,１８１万円、１４６.７％の大幅増となっております。

これは、浮島の海底送水管の布設事業が本格的になってきたということによるものであります。 

 議案第６号は、平成３０年度下水道事業特別会計予算であります。 

 一般会計から２億６,００３万５,０００円を繰り入れ、予算の総額は１４億６,６８９万

２,０００円となっており、前年度当初予算比３,００３万１,０００円の増額となっております。 

 議案第７号は、平成３０年度農業集落排水事業特別会計予算であります。 

 一般会計から２億１,４５８万７,０００円を繰り入れ、予算の総額は３億７７２万９,０００円

となっております。前年度当初予算比２,８８９万２,０００円の減額となっております。 

 議案第８号は、平成３０年度漁業集落排水事業特別会計予算であります。 

 一般会計から３,４０２万１,０００円を繰り入れ、予算の総額は５,３１９万５,０００円とな

っており、前年度当初予算比１,３２０万３,０００円の増額であります。 

 議案第９号は、平成３０年度渡船事業特別会計予算であります。 

 一般会計から１,７９５万２,０００円を繰り入れ、予算の総額は９,１９５万４,０００円とな

っており、前年度当初予算比５０６万円の増額となっております。 

 議案第１０号は、平成３０年度水道事業企業会計予算であります。 

 企業会計予算での計上でありますが、収益的予算については、収入合計を８億５,５６４万

４,０００円、支出合計を８億４,２６０万２,０００円とし、資本的予算については、収入合計

を２,５３１万円、支出合計を２億５７３万８,０００円とするものであります。 

 議案第１１号は、平成３０年度病院事業局企業会計予算であります。 

 収益的予算については、収入合計を５９億７１９万円、支出合計を５９億７１５万７,０００円

とし、資本的予算については、収入合計を６億６１０万円、支出合計を９億９,７３０万

４,０００円とするものであります。 

 議案第１２号から議案第２１号までは、平成２９年度各会計に係る補正予算に関するものであ

ります。決算見込みによる減額補正が主なものでございます。 

 議案第１２号は、平成２９年度一般会計補正予算（第５号）であります。 

 既定の予算から５億４,３９１万５,０００円を減額し、補正後の予算を１４２億７,９７０万

４,０００円とするものであります。 

 議案第１３号は、平成２９年度国民健康保険事業特別会計補正予算（第３号）についてであり
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ます。既定の予算に、１億４,２４４万９,０００円を追加し、補正後の予算を３８億７,３７１万

３,０００円とするものであります。 

 議案第１４号は、平成２９年度後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第３号）についてであ

ります。 

 既定の予算から、２,７７０万２,０００円を減額し、補正後の予算を４億３,８４６万

５,０００円とするものであります。 

 議案第１５号は、平成２９年度介護保険事業特別会計補正予算（第３号）についてであります。

保険事業勘定の既定の予算から、１億２,１９１万２,０００円を減額し、補正後の予算を３４億

４,９２７万４,０００円とし、介護サービス事業勘定から１２６万８,０００円を減額し、補正

後の予算を１,０６４万円とするものであります。 

 議案第１６号は、平成２９年度簡易水道事業特別会計補正予算（第３号）についてであります。

既定の予算から、２７１万６,０００円を減額し、補正後の予算を１億４,８４２万４,０００円

とするものであります。 

 議案第１７号は、平成２９年度下水道事業特別会計補正予算（第３号）についてであります。

既定の予算から、３億９,５０９万７,０００円を減額し、補正後の予算を１０億５,１４５万

３,０００円とするものであります。 

 議案第１８号は、平成２９年度農業集落排水事業特別会計補正予算（第３号）についてであり

ます。 

 既定の予算に、５０４万１,０００円を追加し、補正後の予算を３億５,２７６万５,０００円

とするものであります。 

 議案第１９号は、平成２９年度漁業集落排水事業特別会計補正予算（第１号）についてであり

ます。既定の予算から、２０万円を減額し、補正後の予算を３,９７９万２,０００円とするもの

であります。 

 議案第２０号は、平成２９年度水道事業企業会計補正予算（第２号）についてであります。収

益的収入及び支出予算並びに資本的収入及び支出予算において所要の補正を行うものであります。 

 議案第２１号は、平成２９年度病院事業局企業会計補正予算（第２号）についてであります。

収益的収入及び支出予算並びに資本的収入及び支出予算において、所要の補正を行うものであり

ます。 

 議案第２２号から議案第３８号までは、条例の制定、改廃に関するものであります。 

 議案第２２号は、本町の過疎化や少子化対策として、若者定住住宅を整備するにあたり、貸付

や譲渡に関する条例を制定するものであります。 

 議案第２３号は、合併特例事業債を財源とする基金を設置し、合併に伴う町民の連携強化及び
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地域振興事業を実施するため、基金条例を制定するものであります。 

 議案第２４号は、本町の指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める条

例を制定するものであります。 

 議案第２５号は、東和庁舎の移設に伴い、周防大島町役場の位置を定める条例のほか、関係す

る条例を改正するものであります。 

 議案第２６号は、自立支援医療の精神通院医療における所得区分算定が県から町に権限委譲さ

れることに伴い、条例を改正するものであります。 

 議案第２７号は、農地利用の適正化の推進に関する事務が農業委員会の必須事務と位置づけら

れたことにより、農業委員会委員の報酬を見直す必要があるため、条例の改正を行うものであり

ます。 

 議案第２８号は、山口県が県人事委員会の勧告を受け諸手当の見直しを行うことにあわせ、本

町においても同様の見直しをするため、条例を改正するものであります。 

 議案第２９号は、法律の改正により国民健康保険税の財政責任主体が都道府県に移行すること

に伴い、国民健康保険税の改正部分が平成３０年４月１日に施行されることから、国民健康保険

税条例の改正を行うものであります。 

 議案第３０号は、社会教育課再編に伴い、これまで事務室として使用しておりました大島文化

センター２階会議室を一般開放するため、条例の改正を行うものであります。 

 議案第３１号は、Ｂ＆Ｇ海洋センター体育館の空調設備の整備事業が完了したことから、冷暖

房設備の使用料を定めるため、条例を改正するものであります。 

 議案第３２号は、法律の改正に伴い、国民健康保険法による住所地特例の適用者が後期高齢者

医療制度に加入した場合に住所地特例の適用を引き継ぐこととなることから、所要の条例改正を

行うものであります。 

 議案第３３号は、平成３０年度から平成３２年度までの第１号被保険者の介護保険料率の改定

に伴い、条例を改正するものであります。 

 議案第３４号から議案第３６号は、法令等の改正により指定介護予防支援等の事業、指定地域

密着型サービスの事業、指定地域密着型介護予防サービスの事業に関する基準が改正されたため、

いずれもこれに伴う条例の所要の改正を行うものであります。 

 議案第３４号は、本町の指定介護予防支援等の事業及び運営並びに指定介護予防支援等に係る

介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例を、次に、議案第３５号は、本

町の指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例を、議案

第３６号は、本町の指定地域密着型介護予防サービスの人員、設備及び運営並びに指定地域密着

型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例を、
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それぞれ一部改正するものであります。 

 議案第３７号は、排水設備指定工事店の指定制度について、広島広域都市圏連携協約参加市町

の広域運用にあたり条例の改正を行うものであります。 

 議案第３８号は、政策空き家となっている町営住宅について用途廃止するため、条例を改正し

ようとするものであります。 

 議案第３９号は、本町の過疎地域自立促進計画の変更について議会の議決を求めるもので、教

育の振興の区分に学校施設長寿命化計画策定業務を新たに追加しようとするものであります。 

 議案第４０号から議案第５１号までは、指定管理者の指定についてであります。 

 議案第４０号は油宇集会施設、議案第４１号は小泊集会施設、議案第４２号はむつみ荘、議案

第４３号はデイサービスセンター福寿苑、議案第４４号はデイサービスセンター文珠苑、議案第

４５号はデイサービスセンター高塔苑、議案第４６号は東和在宅老人デイサービスセンター、議

案第４７号はデイサービスセンター油田苑、議案第４８号はデイサービスセンター和田苑、議案

第４９号はデイサービスセンターしらとり苑、議案第５０号は高齢者生活福祉センター「和田

苑」、議案第５１号は高齢者生活福祉センター「しらとり苑」、それぞれの施設に係る指定管理

者の指定についてお諮りするものであります。 

 議案第５２号は、平成２９年度久賀・大島処理区（三蒲）でありますが、管路布設整備工事第

１工区の請負代金を増額する請負変更契約の締結について、議会の議決をお願いするものであり

ます。 

 以上、各案件につきまして、提出議案の御説明を申し上げましたが、詳しくは提案の都度、私

なり関係参与が御説明いたしますので、何とぞ慎重なる御審議の上御議決を賜りますよう、よろ

しくお願いをいたします。 

 この際、４点について行政報告をさせていただきます。 

 岩国基地への空母艦載機移駐についてであります。今日までのその経過について御報告をさせ

ていただきます。 

 空母艦載機部隊の岩国基地への移駐について、昨年８月９日に第一陣の早期警戒機Ｅ─２Ｄの

５機が岩国基地に移駐し、１１月１５日にＦ─３５Ｂ、６機の機種更新が完了したこと。１２月

１日にＦＡ─１８戦闘攻撃機スーパーホーネットの２部隊が２４機程度、ＥＡ─１８Ｇグラウ

ラー電子戦機の部隊は６機程度の移駐が完了したこと。１２月５日にＣ─２輸送機、１機の移駐

が完了したことについて、１２月定例会において御報告したとおりでございます。 

 その後において、新たな機種の移駐は確認されておりませんが、計画機数の６１機のうち、現

在までに３６機の移駐が完了したことになります。 

 これから５月までにおいて、段階的に厚木飛行場から岩国飛行場へ移る予定であるため、引き
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続きその動向を注視していきたいと思っております。 

 なお、本町が中国四国防衛局に要望した屋代・小松地区の騒音測定器の設置につきましては、

大島中学校の校舎屋上に設置が完了し、測定結果は、平成２９年１２月１日分より中国四国防衛

局のホームページにおいて公表されているところでございます。 

 また、先般、山口県の平成３０年度当初予算案におきまして、在日米軍再編に伴う県への再編

関連特別地域整備事業の交付金が拡充されたことに伴う平成３０年度の基地交付金事業ついて、

約５７億円の予算計上がなされたとの発表がありました。 

 本町の関係するところでは、地域振興策のためのハード事業として大島環状線及び橘東和線の

工区に加え、新規に町内の１３工区の道路改良事業等、総額約１０億円を超える予算措置がなさ

れたところであり、これまで整備の遅れておりました県道改良事業や港湾整備事業等の県事業に

つきまして、今後は加速化されるものと大変期待をしているところであります。さらに、安心・

安全対策のためのソフト事業につきましても、住環境改善支援事業等の事業概要が定まり次第、

適宜対応してまいりたいと考えております。 

 以上のとおり、米軍岩国基地への空母艦載機移駐について、これまでの経過を申し上げました

が、今後も、継続して本議会へ報告するとともに、県及び関係市町と協議を重ねながら適切に対

処してまいりたいと考えております。 

 次に、第７期介護保険事業計画におけます、看護小規模多機能型居宅介護の取り組みについて

御報告を申し上げたいと思います。 

 平成２９年度におきまして、第７期介護保険事業計画を策定し、本定例会に５つの条例の制定

または改正の議案を上程いたしておりますので、その概要につきまして、行政報告をさせていた

だきます。 

 第７期介護保険事業計画の主なポイントは、平成２６年の医療介護総合確保推進法及び平成

２９年の地域包括ケアシステム強化のための介護保険法の改正に基づき、地域包括ケアシステム

の深化・推進のための介護の重度化防止、長期療養が必要な要介護者に対して、医療介護を一体

的に提供する介護医療院の創設、地域共生社会の推進、介護離職者ゼロへ向けた介護人材の育成

を骨子とするものであり、このたびの条例の制定や改正もその内容に沿ったものとなっておりま

す。 

 また、平成３０年度は、第７期介護保険事業計画と第７次医療計画が同時にスタートする年で

あり、まさに医療・介護の総合確保が求められる年であります。 

 このため、第７期介護保険事業計画において、新たな医療・介護連携事業として、町内の小規

模多機能型居宅介護事業所１カ所を看護小規模多機能型居宅介護事業所への転用を行い、平成

３０年４月１日付けで指定する予定としておりますので、その概要について御説明を申し上げま
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す。 

 小規模多機能型居宅介護とは、ヘルパー、デイサービス、ショートステイを一体的に提供する

ものであり、看護小規模多機能型居宅介護とは、この在宅３本柱に、医師による訪問診療と看護

師等による訪問看護を一元的に提供し、介護の重度化の防止、看取りや退院直後の在宅療養のス

ムーズな移行による２４時間３６５日の新たな在宅を創造するというものであります。 

 また、この看護小規模多機能型居宅介護の指定にあわせ、本年７月を目途に、大島病院の療養

病床のうち、約２０床を地域包括ケア病床に転用し病診連携を確立するとともに、この看護小規

模多機能を地域包括ケア病床の課題である在宅復帰率７０％を満たす新たな在宅の受け皿として、

入院から在宅への道筋を確立し、医療・介護の好循環により社会的入院を回避し、病床機能の分

化・連携に資する町立病院改革もあわせて実施することといたしておるところであります。 

 なお、この小規模多機能の看護小規模多機能への転用は山口県初となり、さらに、第７期介護

保険事業計画はＣＣＲＣ構想との調和が求められていることから、周防大島版ＣＣＲＣのモデル

事業として実施することといたしております。 

 ３点目は、上下水道事業の窓口業務委託についてであります。 

 日本の水道は、平成２７年度末で普及率が９７.９％、本町では８９.６％と大部分の町民が水

道による水の供給を受けており、水質面でも世界に誇る供給を達成いたしておりますが、一方で、

全国的に人口減少による料金収入の減といった課題に直面をいたしておりまして、生活に密着し

た重要なインフラである水道の持続性を高める取り組みが喫緊の課題となっているところであり

ます。 

 総務省からは、広域連携は水道事業の基盤強化のための有力な方策であり、地域の実情に応じ、

経営基盤の強化、経営効率化の推進等を図るための一方策として、早期に検討体制を構築し、検

討を進めるよう通知がなされておるところであります。また、上下水道の公営企業は、料金収入

による独立採算制を基本として、サービスを提供しておりますが、本町においては地理的制約に

よる施設の点在や受水費の高止まりなど、厳しい経営環境に置かれているのが現状でございます。 

 このような、県内一高い料金水準を引き上げることなく経営改善を図るには、費用の抑制が不

可欠であり、中でも業務の一部を外部委託することで職員人件費を抑制するといった対応の検討

が必要と考えておりまして、既に、近隣市町では、田布施・平生水道企業団が平成１６年度から

施設管理を、平成１８年度からは窓口業務などを外部委託、柳井市では平成２９年度から水道窓

口業務の外部委託を始めております。 

 また、水道事業の広域化推進のため、平成２９年６月３０日には、柳井広域水道企業団を中心

に、岩国市を除く広域水道構成市町で柳井地域水道事業広域化検討委員会を立ち上げております。 

 広域化の手法としては、施設の共同化、管理の一体化、経営の一体化及び事業統合の順にハー
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ドルが高くなりますが、各々の事業体の置かれている環境が異なるため、課題解決や調整を行い

ながら段階的に取り組んでいくことといたしており、本町においても、窓口業務の一体化として、

隣接する柳井市の業務受託者へ共同委託することで、両市町の委託料に対するスケール・メリッ

トが見込まれることから、導入を検討することといたしました。 

 今後、柳井市は下水道事業の料金システムを水道事業と統合し、窓口業務も外部委託を導入す

ることから、本町の窓口業務も下水道事業を含めたものとする予定であり、さらには、業務内容

や料金システムも柳井市にあわせ、事務所を柳井市に集約することで受託者の負担が軽減され委

託料の抑制につながると考えております。 

 なお、住民サービスの低下につながらないよう、これまでどおり各総合支所または各出張所で

受付や電話による開閉栓手続の受付も行う予定ですが、詳細につきましては、引き続き柳井市と

協議を行いながら進めてまいりたいと考えております。 

 ４点目は、柳井地域広域水道企業団大島ルート送水管事故についてであります。 

平成３０年１月１１日に柳井地域広域水道企業団からの送水管の事故に伴い、１月１２日から発

生した断水につきましては、町民の皆様に多大な御迷惑をおかけしましたことを、まずはおわび

申し上げます。また、関係各位におかれましては、送水管や断水の復旧に御協力、御尽力いただ

きましたことに対しましても厚くお礼申し上げる次第であります。 

 それでは、断水から復旧までの経緯について申し上げたいと思います。 

 １１日の１８時過ぎに、柳井地域広域水道企業団が管内各地への流量を監視するシステムによ

り、本町の配水池に送水されていないと判断し、調査の結果、２２時過ぎに、大島大橋の橋桁の

下に添架している直径４５０ミリのポリエチレン管が破断し漏水していることが判明いたしまし

たので、２３時前に本町への送水を停止をいたしたところであります。このことにより、企業団

では、２３時５分に災害対策本部を設置し、本町におきましても２３時３０分に水道事故対策本

部を設置いたしました。翌日、１２日の１０時ごろに柳井地域広域水道企業団から、柳井市側か

ら約８０メートルの地点で送水管が破断しているという正式な報告を受けましたが、現場が橋桁

の下という特殊な条件や部材の発注など、復旧作業にかなりの時間を要し、なおかつ、町内全域

が長期間にわたり断水となる恐れがあると判断いたしましたので、日本水道協会山口県支部の事

務局である下関市に応急給水をするための応援を依頼をいたしました。 

 応急給水につきましては、応援依頼により、１２日金曜日から１６日火曜日まで、県内延べ

１４の事業所から駆けつけていただいた応援車輌及び応援者とともに、町職員が町内の１７カ所

で行い、医療機関及び社会福祉施設などへの給水は、主に健康福祉部が対応し、高齢者などの要

配慮者には、民生委員さんを通じて個別給水を行いましたが、地元の消防団や自治会などからも、

自発的に応援をいただいたと伺っております。 
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 送水管の復旧作業につきましては、１２日金曜日の１４時から作業のための足場設営を開始い

たしまして、１８時にはこの足場が設営を完了しましたが、当日は強風注意報が発表されていた

ため、翌日、１３日土曜日の早朝から送水管の復旧作業を開始し、同日、１３日の１８時３５分

に復旧工事が完了の後、２０時２０分から本町への送水が再開されたところであります。 

 柳井市の応援職員と本町の職員が夜を徹して配水池の点検や確認を実施し、当初は１４日中に

断水を復旧する予定でしたが、送水量なども影響し、１５日にほぼ全域で、また、一部の地域で

は１７日まで、標高の高い御家庭では結果的に２１日に復旧となり、大変な御迷惑をおかけいた

しました。 

 なお、本町の災害対策本部につきましては、１２日金曜日の１４時４５分に設置し、町内のほ

ぼ全域の断水が復旧した１６日１７時に、また、水道事故対策本部につきましては、２１日

１７時に廃止をいたしております。 

 以上が断水から復旧までの簡単な経緯でございますが、後ほど全員協議会を開催させていただ

き、詳細について御説明をさせていただきたいと考えております。 

 また、資料をお手元に配布いたしておりますので、御高覧いただきますようお願いいたします。 

 以上、４点の行政報告をさせていただきまして、施政方針、議案概要の説明を終わらせていた

だきます。 

○議長（荒川 政義君）  以上で、施政方針並びに議案の説明、行政報告を終わります。暫時休憩

をします。 

午前10時41分休憩 

……………………………………………………………………………… 

午前10時59分再開 

○議長（荒川 政義君）  休憩前に引き続き会議を開きます。 

────────────・────・──────────── 

日程第５．報告第１号 

○議長（荒川 政義君）  日程第５、報告第１号専決処分の報告について（変更契約、法第

１８０条関係）、執行部の報告を求めます。中村総務部長。 

○総務部長（中村 満男君）  報告第１号は、専決処分の報告であります。 

 平成２９年度東和総合支所・教育庁舎建築工事につきましては、白木産業株式会社と請負契約

を締結し、今月中旬には引き取りの予定であります。 

 このたび、屋外階段の軒樋並びに竪樋設置工事、建物内の造作棚作成、駐車場アスファルト舗

装面積の増加、既存花壇の解体撤去工事等により、請負代金を増額することが必要となりました。 

 このため、原契約１億１,８２６万円に４８４万９,２００円を増額した１億２,３１０万
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９,２００円とする請負変更契約について、地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、指定

された専決処分事項により専決処分を行いましたので、これを報告するものであります。 

○議長（荒川 政義君）  以上で、執行部の報告を終了します。 

────────────・────・──────────── 

日程第６．諮問第１号 

○議長（荒川 政義君）  日程第６、諮問第１号人権擁護委員の候補者の推薦につき意見を求める

ことについてを議題とします。 

 補足説明を求めます。椎木町長。 

○町長（椎木  巧君）  諮問第１号人権擁護委員の候補者の推薦につき意見を求めることについ

て補足説明を行います。 

 現人権擁護委員であります田村敏範氏の任期が平成３０年６月３０日をもって任期満了となる

ことに伴いまして、後任候補の推薦につきまして、人権擁護委員法第６条第３項の規定によりま

して議会の意見を求めるものであります。 

 候補者といたしましては、福祉をはじめ地域の実情にも精通され、人権擁護に関しましても深

い造詣をお持ちで、現在、久賀福祉センター館長の任にあたっていただいている山本隆昭氏を推

薦したいと存じます。 

 詳細な経歴につきましては、お手元の説明資料に示してあるとおりでございます。 

 私といたしましては、人権擁護委員法第６条第３項の規定に基づき、同氏を人権擁護委員に推

薦いたしたいと存じますので、よろしく御審議をいただきますようお願いをいたします。 

○議長（荒川 政義君）  説明が終わりました。 

 お諮りいたします。諮問第１号人権擁護委員の候補者の推薦につき意見を求めることについて

は、山本隆昭氏を適任とすることに御異議ございませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  異議なしと認めます。 

 よって、諮問第１号人権擁護委員の推薦は、山本隆昭氏を適任とすることに決定しました。 

────────────・────・──────────── 

日程第７．議案第１２号 

○議長（荒川 政義君）  日程第７、議案第１２号平成２９年度周防大島町一般会計補正予算（第

５号）を議題とします。 

 補足説明を求めます。中村総務部長。 

○総務部長（中村 満男君）  議案第１２号平成２９年度周防大島町一般会計補正予算（第５号）

について、補足説明をいたします。 
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 別冊の一般会計補正予算つづりの１ページをお願いいたします。 

 今回の補正は、第１条に定めますとおり、既定の歳入歳出予算の総額から５億４,３９１万

５,０００円を減額し、予算の総額を１４２億７,９７０万４,０００円とするとともに、第２条

により地方債の補正を行うものでございます。 

 歳入歳出補正予算につきましては、人件費の調整及び各事業の精算見込みによる補正並びに財

源調整が主なものでございます。 

 それでは、補正予算の概要につきまして、事項別明細書により御説明をいたします。１１ペー

ジをお願いいたします。 

 歳入につきまして、１款町税１項町民税１目個人は、給与特別徴収の推進による増額補正でご

ざいます。 

 また、２目法人は、業績増加による増額補正でございます。 

 ２項固定資産税は、太陽光発電装置の建設増加による増額補正でございます。 

 ４項たばこ税は、本数の減少による減額補正でございます。 

 １２ページ、１２款使用料及び手数料１項使用料につきましては、施設の使用料の精算見込み

による調整で、総額４万１,０００円の減額計上でございます。 

 ２項手数料につきましては、不燃ごみ処理手数料の実績見込みによる１６万円の増額計上でご

ざいます。 

 １３款国庫支出金１項国庫負担金１目民生費国庫負担金につきましては、それぞれ事業の確定、

もしくは精算見込みにより総額２,０３５万３,０００円の減額計上となっております。 

 １３ページ、２項国庫補助金１目総務費国庫補助金２目民生費国庫補助金及び３目衛生費国庫

補助金につきましては、それぞれ事業の確定、もしくは精算見込みにより調整を行っております。 

 ４目農林水産業費国庫補助金５目土木費国庫補助金及び６目消防費国庫補助金は、事業の確定

による減額及び入札結果により減額補正を行っております。 

 １４ページ、３項国庫委託金２目民生費国庫委託金につきましては、国民年金の基礎年金等事

務委託金の確定による７７万８,０００円の減額計上でございます。 

 １４款県支出金１項県負担金１目民生費県負担金は、それぞれ事業の確定、もしくは精算見込

みによる調整を行っております。 

 ２項県補助金につきましては、それぞれ事業の確定、もしくは精算見込みによる調整となって

おりますが、２目民生費県補助金は、重度訪問介護等の利用促進に係る支援事業として、重度訪

問介護等市町村支援事業補助金１０９万７,０００円を新規に計上しております。 

 また、１５ページ、４目農林水産業費県補助金につきましては、集落における鳥獣被害対策事

業として、鳥獣害に強い集落づくり事業補助金３５万６,０００円を新規に計上しております。 
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 ３項県委託金６目土木費県委託金は、都市計画基礎調査委託金の確定による２９８万３,０００円

の減額計上でございます。 

 １６ページ、１５款財産収入１項財産運用収入は、それぞれ基金の利子の調整に伴う３５万

３,０００円の増額計上でございます。 

 １７款繰入金１項基金繰入金は、財政調整基金の取り崩しを１億８,７４４万３,０００円減額

し、財源調整を行うとともに、ちびっ子医療費助成事業基金及び福祉医療費一部負担金助成事業

基金、並びに１７ページ、まち・ひと・しごと創生基金につきましても、それぞれ事業の精算見

込みにより繰入金の調整を行っております。 

 １９款諸収入３項貸付金元利収入につきましては、中小企業勤労者小口資金貸付金の実績がな

かったことによる減額補正となっております。 

 また、４項雑入につきましては、空き缶売却代金や１８ページの金属類の売却代金２９５万円

の追加計上及び学校給食収入の精算見込みによる減額及び福祉医療費高額払戻金、Ｂ＆Ｇ財団修

繕助成金の実績または実績見込みによる調整が主なものでございます。 

 ２０款町債につきましても、各事業の確定または精算見込みによる調整を行い、２億６００万

円の減額計上をしております。 

 続きまして、２０ページからの歳出につきまして、主なものを御説明いたします。 

 まず、１款議会費につきましては、議会運営経費の委員会視察などの実績見込みによる減額補

正でございます。 

 ２款総務費１項総務管理費１目一般管理費は職員人件費の調整、行政一般経費は、主に世帯数

の減による行政連絡員報酬の減額及び空家対策ローン利子補給金の精算見込みによる減額補正で

ございます。 

 ２１ページ、５目財産管理費は、それぞれ基金の利子の積み立ての調整などによる増額補正で

ございます。 

 ２２ページ、６目企画費の企画一般経費は、移住者向け空き家バンク登録推進事業補助金、周

防大島高校を支援する会補助金の精算見込みによる減額、若者定住住宅用地整備事業は、用地測

量設計業務及び分筆登記業務の精算による減額及び、上水道、下水道の本管引き込み工事に伴う

５００万円の追加計上でございます。 

 ８目電子計算事業につきましては、マイナンバー制度に係る電算システム改修の実績見込みに

よる減額及び事務機器購入費の入札結果による減額補正でございます。 

 ９目地域振興費につきましては、観光に係る地域おこし協力隊員２名のうち１名について、応

募者がいなかったことなどによる報償費の減額及び不用額の調整による４２１万８,０００円の

減額計上でございます。 
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 ２３ページ、２項徴税費は職員人件費の調整でございます。 

 次に２４ページ、３款民生費１項社会福祉費１目社会福祉総務費は、職員人件費の調整でござ

います。また、ちびっ子医療費助成事業及び中学生医療費助成事業の実績見込みによる減額補正

をしております。たちばなケアプラザ管理経費につきましては、来客用トイレ及び水道蛇口の修

繕費１１万３,０００円を追加計上しております。 

 ２５ページ、２目障害福祉費につきましては、障害者自立支援給付費事業をはじめとする各障

害福祉サービス等の実績、もしくは実績見込みによる調整を行っております。 

 ２６ページ、３目老人福祉費につきましては、主に２７ページの敬老会事業や食の自立支援事

業の実績見込みによる減額補正でございます。 

 ４目国民年金費につきましては、システム改修の未実施による７７万８,０００円の減額計上

でございます。 

 ５目介護保険対策費は、財源の調整を行っております。 

 ２８ページ、２項児童福祉費１目児童福祉総務費は人件費の調整、児童公園等管理経費は、児

童公園の遊具の修繕工事４６万円の追加計上をしております。 

 ２目児童措置費につきましては、児童手当の実績見込みにより１,１３６万５,０００円の減額、

３目母子福祉費につきましては、主に児童扶養手当の実績見込みにより１,１４７万２,０００円

の減額計上でございます。 

 ２９ページ、３項生活保護費１目生活保護総務費につきましては、職員人件費の調整でござい

ます。 

 ４款衛生費１項保健衛生費１目保健衛生総務費の保健総務一般経費は、臨時職員賃金の実績見

込みによる減額、また、過年度分の国・県負担金、補助金の償還金５９万８,０００円を新規に

計上しております。母子保健事業は、妊婦健診、乳児健診の実績見込みによる追加計上でござい

ます。 

 ３０ページ、しまとぴあスカイセンター及び日良居庁舎管理経費は、実績見込みによる８９万

２,０００円の減額計上でございます。 

 ２目予防費は、主にがん検診、予防接種事業の実績見込みによる４９７万円の減額計上でござ

います。 

 ３目環境衛生総務費につきましては職員人件費の調整、３１ページ、合併浄化槽設置事業は、

実績見込みにより１,８４５万９,０００円の減額計上でございます。 

 ２項清掃費１目清掃総務費は、職員人件費の調整、久賀東庁舎維持管理事業は、電気料、電話

料の実績見込みによる２０万円の追加計上でございます。 

 ２目じん芥処理費では、ごみ袋購入やごみ分別の手引き印刷の入札結果により４５３万
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５,０００円の減額計上、３２ページ、不燃物処理施設管理経費は、電気料を実績見込みにより

減額補正しております。 

 ３目し尿処理費につきましては、し尿収集運搬車購入費の入札結果により減額補正し、し尿処

理施設管理経費は、入札結果や実績見込みにより電気料、委託料及び工事請負費の減額補正をし

ております。 

 ５款農林水産業費１項農業費１目農業委員会費につきましては、先進地視察の中止による費用

弁償及び車輛船舶借上料の減額補正でございます。 

 ３３ページ、３目農業振興費につきましては、担い手総合支援事業において、実績見込みによ

る新規就農者確保事業補助金の減額補正でございます。また、特産対策事業、農地中間管理機構

事業においては、それぞれ事業内容の精査及び実績見込みにより５,６６３万７,０００円の減額

計上となっております。さらに、橘地区農産物加工センター及び産地形成促進施設管理運営経費

については、調理器具の修繕費２０万７,０００円を新規に計上いたしております。 

 ３４ページ、５目農地費につきましては、農地一般管理経費、県営農業基盤整備事業の事業費

確定により４,４５５万４,０００円の減額計上でございます。 

 ７目農村環境改善センター費は、蒲野農村環境改善センター廊下の壁の修繕費２０万６,０００円

の追加計上でございます。 

 ２項林業費の林業総務一般経費、有害鳥獣捕獲事業は、事業費の実績見込みによる減額補正で

ございます。 

 ３５ページ、３項水産業費２目水産業振興費は、負担金及び補助金の実績見込みによる減額補

正、３目漁港管理費は、漁港漁場機能高度化保全計画策定業務の精算見込みによる減額補正、機

能保全事業の精算額確定による測量設計費の減額補正及び精算見込みによる工事請負費４１２万

９,０００円の追加計上でございます。 

 ４目海岸保全事業費は、国への予算要求に対する交付決定が減額されたことから、事業費の精

算を行い１億２４７万８,０００円の減額計上、また、海岸保全施設長寿命化計画策定業務の精

算及び精算見込みによる７５４万６,０００円の減額計上でございます。 

 ３６ページ、６款商工費１項商工費１目商工総務費は、事業費の実績見込みによる減額補正で

ございます。 

 ２目商工業振興費につきましては、商工振興事業の中小企業勤労者小口資金貸付金の実績のな

かったことによる減額補正、交通対策事業については生活交通路線維持負担金の実績報告による

４０万８,０００円の追加計上、また、それぞれ施設の管理運営経費の実績見込みよる減額補正

を行っております。 

 ３７ページ、３目観光費の観光一般経費は、観光キャンペーンへの不参加及び広告料の実績見
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込みによる減額補正でございます。また、やしろ郷ふれあいの里事業及び星野哲郎記念館管理運

営経費は、不用額をそれぞれ減額補正しております。 

 ３８ページ、７款土木費２項道路橋りょう費１目道路橋りょう維持費の道路橋りょう維持管理

事業は、測量・設計及び登記業務、土地購入費及び物件補償費の実績見込みによる減額、街灯管

理事業は電気代の実績見込みによる追加計上でございます。 

 ２目道路新設改良費につきましては、国の交付金の減額に伴う各路線の事業費の精査による減

額、また、３９ページ、県事業負担金の精算見込みによる減額により、総額１,５５０万円の減

額計上を行っております。 

 ３項河川費２目河川建設費は、県事業負担金の精算見込みによる減額補正でございます。 

 ４０ページ、４項港湾費２目港湾建設費は、県事業の精査による負担金の減額補正でございま

す。 

 ５項都市計画費の都市計画一般経費は、都市計画基礎調査業務の実績見込みによる減額、県事

業負担金は県事業の精査による減額補正でございます。 

 ４１ページ、６項住宅費は、公営住宅長寿命化計画作成業務の入札結果による減額補正でござ

います。 

 ８款消防費１項消防費４目災害対策費につきましては、木造住宅耐震改修、土砂災害ハザード

マップ作成業務の事業費確定による減額補正及び自主防災組織防災資機材整備の実績見込みによ

る減額補正でございます。 

 ４２ページ、９款教育費１項教育総務費１目教育委員会費につきましては、議事録作成業務の

実績見込みによる減額補正でございます。 

 ２目事務局費につきましては職員人件費の調整、教育総務経費につきまして、語学留学の参加

者数の実績により減額補正をしております。 

 また、学校教育経費につきましては、特別支援教育支援員の活動実績見込みによる賃金の減額

補正、４３ページ、東和総合支所・教育庁舎整備事業は、入札結果及び実績見込みによる

５,０６９万３,０００円の減額計上でございます。 

 ２項小学校費１目学校管理費につきましては、小学校管理事務局経費は、各小学校修繕費

３１０万５,０００円の追加、特別支援学級数の増による備品購入費８３万２,０００円の追加計

上でございます。工事請負費は、油田小学校空調設置工事の入札結果による減額補正をしており

ます。 

 ４４ページ、小学校事務局経費は、検診委託料の実績見込みによる減額補正でございます。ス

クールバス管理運営経費は、スクールバス日良居久賀線の修繕費１０８万９,０００円を計上し

ております。また、久賀小学校、明新小学校、沖浦小学校、城山小学校、安下庄小学校の各小学
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校経費は、机と椅子購入費の追加補正でございます。油田小学校経費については、校務員の勤務

実績による賃金の減額計上でございます。 

 ４５ページ、２目教育振興費につきましては、就学援助費の実績見込みにより１５４万円の減

額計上でございます。 

 ３項中学校費１目学校管理費の中学校管理事務局経費は、各中学校修繕費９５万７,０００円

の追加計上及び大島中学校空調設置工事実施設計の入札結果による減額補正でございます。 

 中学校事務局経費は、検診委託料などの実績見込みによる減額補正でございます。また、大島

中学校、安下庄中学校は、机、椅子購入などの追加補正をしております。 

 ４６ページ、２目教育振興費は、就学援助費などの実績見込みにより３２５万７,０００円の

減額計上でございます。 

 ４項社会教育費２目公民館費につきましては職員人件費の調整、久賀公民館運営経費は、非常

用発電機の修繕費９５万７,０００円の追加計上でございます。 

 ５目社会教育施設費につきましては、橘総合センター空調設備改修工事の入札結果による減額

補正及び音響設備修繕費等７２万６,０００円の追加計上でございます。 

 ４７ページ、５項保健体育費１目保健体育総務費は、臨時職員賃金の実績見込みによる減額補

正でございます。 

 ２目体育施設管理費につきましては、健康管理センターのトイレ修繕費１４万３,０００円及

び総合体育館消防設備の修繕費１３万１,０００円の追加計上並びにＢ＆Ｇ体育館空調設置工事

の精算による減額補正でございます。 

 ３目学校給食費につきましては、給食数の減に伴う賄材料費などの減額補正でございます。 

 １１款公債費１項公債費１目元金につきましては、実績見込みによる長期借入金元金５万

８,０００円の追加計上でございます。 

 ２目利子は、実績見込みによる長期借入金利子１,４５４万３,０００円の減額計上でございま

す。 

 １２款諸支出金は、各特別会計の補正予算に伴う繰出金の調整で、総額９５８万７,０００円

の減額計上でございます。 

 以上が、歳入歳出予算補正の概要でございます。 

 続きまして、７ページにお帰りいただきたいと思います。 

 ７ページは、地方債の補正についてでございます。水産業債、河川債、港湾債、保健体育債、

過疎対策事業債及び合併特例事業債の補正に伴う限度額の変更を行うものでございます。 

 以上が、平成２９年度周防大島町一般会計補正予算（第５号）についての概要でございます。 

 何とぞ慎重なる御審議の上、御議決賜りますようお願いいたしまして、補足説明を終わります。 
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○議長（荒川 政義君）  説明が終わりましたので、これから質疑に入ります。質疑はございませ

んか。田中議員。 

○議員（５番 田中 豊文君）  ５点ほどお尋ねをいたします。 

 ２２ページの企画費の定住住宅用地整備事業、これが当初２,５００万円から５００万円ほど

増額されて３,０００万円になるということだと思いますが、当初、見積もれなかった理由とい

うか、変更理由ですかね。それと工種別の見積額、５００万円のですね、それを補足説明をお願

いします。 

 それから３５ページの水産業費の漁港管理費委託料、これ１２月補正で減額されておりますけ

ど、さらにまた今回減額補正されている。その経緯といいますか、理由を御説明ください。 

 それと、工事請負費は１２月補正で３９３万３,０００円減額されておりますが、今回は

４１２万９,０００円増額されていると。ほぼ元に戻っているんじゃないかなと思いますが、こ

れ、どういう経緯で補正に上がってきたのか説明を求めます。 

 それから４３ページの教育総務費、東和庁舎の工事費、当初予算で２億３,９４０万９,０００円、

今回４,６７０万３,０００円減額して１億９,２７０万６,０００円になるということなんですが、

工事費は契約のほうで１億２,３２０万９,０００円になっていたんで、まだ残額があるのかどう

か、その辺を御説明ください。 

 それから、４７ページの保健体育費の総合体育館陸上競技場、これ修繕費が１３万１,０００円

増額、１２月にも３７万３,０００円増額補正されていますが、これは同じ工種の増額なのか、

また別件なのか、その辺を御説明ください。 

 それともう１点は、指定管理で、今年度で管理者が交代する、撤退する施設があると思います

が、その指定管理料についての精査に伴う戻入はないようなんですが、一応確認のため、あるの

かないのか、御答弁をお願いいたします。（「済みません。もう一回、水産業費の、ちょっとも

う一回質問を」と呼ぶ者あり）（発言する者あり）（「水産業費の質問」「質問の再確認」と呼

ぶ者あり） 

 漁港管理費で、委託料が１２月補正で減額されたのをまた今回減額になっていると。そこの経

緯、何で補正が２回も上がってきて減額になるのかというところと、工事請負費は１２月補正で

３９３万３,０００円減額されているんですが、今回また４１２万９,０００円、今度は増額され

て元に戻っていると。補正しなきゃよかったんじゃないかという意味で、その辺の経緯が何かあ

るんでしょうから、その辺を御説明くださいということです。 

○議長（荒川 政義君）  池元産業建設部長。 

○産業建設部長（池元 恭司君）  企画費の若者定住住宅用地の整備事業についての御質問に、ま

ずお答えいたします。 
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 今回、５００万円の工事請負費を追加で計上しております。当初、この用地造成工事──これ

は旧東和町役場、森地区でございますが、用地造成工事を発注しております。 

 当初、下水道、水道等の工事は別途、建設課の考えでは水道とか下水道課のほうにお願いしよ

うかというふうな考えも持っておりましたが、いろいろ各課関係課で協議したときに、今回の造

成工事で一緒に水道と下水道管を布設工事をしようと。一帯同時施工するということで、このた

び、その費用を工事請負のほうで追加計上させたといういきさつでございます。これが、今回の

補正の理由でございます。 

 あと、水産については水産課長のほうから説明をお願いしたいと思いますので。 

○議長（荒川 政義君）  瀬川水産課長。 

○水産課長（瀬川 洋介君）  ただいまの田中議員さんの御質問でございますが、１２月補正と

３月補正の、減額の上また減額ということについてでございますけども、まず、漁港施設管理経

費の委託料につきまして、追加交付がありました、実際ですね。国に対して交付申請という手続

を行ったわけですが、その分が結局認められなかったということで、さらに減額ということにな

っております。 

 それから、工事請負費につきましては、この漁港漁場機能高度化保全事業、水産振興機能強化

事業という１つの枠の中で、委託料と工事費の調整を行っております。委託料の中で不用額、不

用額といいますか、精算により減額が出た場合には、工事費のほうに持っていって事業を進捗さ

せたいという動きから、こういう増額になっております。 

 以上です。 

○議長（荒川 政義君）  池元産業建設部長。 

○産業建設部長（池元 恭司君）  今回、指定の管理者が交代するに伴う剰余金ということでござ

いますが、まだ３月３１日までの期間がありますので、まだはっきりした数字もつかめませんし、

その報告もございません。もしあれば、基本協定書に準じる、または各ＮＰＯ法人の規約約款に

よって処理するというふうに考えております。 

 以上です。 

○議長（荒川 政義君）  永田教育次長。 

○教育次長（永田 広幸君）  最初に、東和総合支所・教育庁舎の関係でございますけども、工事

請負費の関係の補正後の残額については、約６５７万円を予定しております。 

 次に、総合体育館陸上競技場の修繕費の関係でございますが、こちらにつきましては、今回は

１２月補正とは別件のものでございまして、総合体育館の消防設備点検、こちらが３０年の１月

１８日に実施しておりますけども、このとき指摘された事項によりまして、誘導灯及びバッテ

リー、消火器等の不良箇所について修繕を行うための計上でございます。 



- 35 - 

 続きまして、指定管理者の撤退に伴う精算の状況でございますが、こちらにつきましては、ち

ょっと状況を確認をさせていただきまして、お答えをさせていただこうと思います。どうぞよろ

しくお願いします。 

○議長（荒川 政義君）  田中議員。 

○議員（５番 田中 豊文君）  水産業費、漁港管理費のとこなんですが、私が教えていただきた

いのは、交付決定の関係もあるんでしょうけど、１２月補正で減額したものを今回増額して元に

戻っておるから、それは１２月補正せんでもよかったんじゃないんかということ。そこを、どう

いう経緯で、１２月で減額して今回増額になったんかというのを、ちょっと教えてほしいと。そ

の経緯をですね、教えてほしいということだったんですが。 

 それと、工事請負費が減額になったのは、その交付決定の減額と言われたんですかね。そうい

う説明があったと思うんですが、交付申請したものが、なぜ交付決定されなかったのか、その辺

の理由を説明してください。 

 それと、東和庁舎のほうは、残額が６５７万円と今御答弁があったんですが、ちょっと数字を

読み上げるだけなんで申しわけないんですが、当初予算で２億３,９４０万９,０００円だったの

が、今回４,６７０万３,０００円減額されているものです。それで、これを差し引きすると、

１億９,２７０万６,０００円になるはずですよね。だけど、工事費は１億２,３２０万

９,０００円という契約金額になっているから、この差額というのは７,０００万円ぐらいあるん

じゃないんかなと思うんですけど、どっか別の工事費の要素があるんですかね。その辺を説明し

ていただきたいと。わかりやすくですね。 

 それと、指定管理の件は、もしあればという、現時点ではわからないということなんですけど、

基本的に、例えば協定で明示されているというか、決められている指定管理料以外の経費に、決

算でですね。もちろん現時点では決算がされていないからわからないかもしれませんけど、基本

的な考え方として、指定管理の協定以外の経費があった場合は、当然、その指定管理料で支弁す

べきではないと思いますので、その辺があれば、もう返還ということになるということで、よろ

しいのかどうか。お願いします。 

○議長（荒川 政義君）  永田教育次長。 

○教育次長（永田 広幸君）  最初に、１点、東和総合支所と教育庁舎の関係でございますが、こ

ちらにつきましては残額があると、差額があるというところにつきましては、来年度に繰り越し

の関係、地震計のほうの設置の関係が今年度に整わないということで、その関係の繰り越しの部

分が含まれておるということで御理解いただければと思います。 

○議長（荒川 政義君）  池元産業建設部長。 

○産業建設部長（池元 恭司君）  指定管理料の件でございます。 
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 まだ確定もしていませんし、３月３１日までの精算をもって、この議論は始まるかとは思いま

すが、基本的には指定管理料は全て使う。それ以外のものについては、各団体、ＮＰＯ法人の中

の定款規約等々の処理に従うものと思っておりますので、それはどうなるかというのは、ちょっ

と私たちでは御答弁できないと思います。（「ＮＰＯの話じゃない」と呼ぶ者あり）はい。だか

ら、指定管理料について……（「指定管理料についての」と呼ぶ者あり）はい。──については、

全て使うものと思いますが、仮に、もし、それが残余というか余るのであれば、基本……（「協

定に外れたものについては、どうなるんかちゅう。協定以外のことについて、協定で定められた

もの以外について、どういう扱いになるんか。もし、あったら。」と呼ぶ者あり）今のところ、

そういうことはないというふうに想定、考えております。 

○議長（荒川 政義君）  ほかに質疑はございませんか。（「漁港管理費」と呼ぶ者あり）ああ、

漁港管理がある。はい、ごめんなさい。 

 瀬川水産課長。 

○水産課長（瀬川 洋介君）  ただいまの田中議員さんの御質問ですが、１２月で増額をして、

３月で減額をしているという、（「１２月で減額。１２月で減額して３月で増額」と呼ぶ者あ

り）ああ、済いません。１２月減額をして、３月で増額をしているという内訳といいますか、内

容についてですが、先ほどもちょっと触れましたが、１２月補正の時点で、機能保全計画の策定

について──機能保全計画というのは、平成２４年度から始まっているわけですが、そのときの

事業計画として、漁港施設の、当然、長寿命化をするための調査をするわけですが、その時点で、

古い船だまりとか、そういったものが当初は認められないということで事業を進捗してきたわけ

ですけども、２９年、今年度になりまして、それが認められる可能性があると。古い船だまりで

あっても、漁港施設として機能保全計画の適用範囲になるという県の指導のもとに、補正予算を

計上した上で、交付申請を国に対して行いました。 

 しかしながら、国に行った時点で、その中でも認められないものと認められるものというのが

出てきまして、認められないものが多かったものですから、３月の補正、この時点で減額をした

ということになります。 

 それと、もう１つが……、（発言する者あり）ああ、今の話と同じことになるんですけども、

いわゆる古い船だまりとかいうものが、県との協議の中では認められるだろうということで国に

交付申請したんですが、その時点で、認められるものと認められないものが出てきた。その差額

によるものであります。 

 以上です。 

○議長（荒川 政義君）  済みません、ちょっと暫時休憩します。 

午前11時39分休憩 
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……………………………………………………………………………… 

午前11時43分再開 

○議長（荒川 政義君）  休憩前に引き続き会議を開きます。 

 山中教育委員会総務課長。 

○教育委員会総務課長（山中 和美君）  済みません、失礼します。田中議員さんの、東和総合支

所・教育庁舎整備事業の工事請負費の減額補正について御質問いただいた件でございます。先ほ

ど永田次長のほうから説明したんですが、少し補足をさせていただきます。 

 当初予算では、建物の建築工事並びに電気設備工事、これが３,０００万円以上ございました。

電気設備工事が３,０００万円以上。それと、機械設備工事が約２,７００万円の当初予算がござ

いました。それと、そのほかにも、この中には、当初予算では、先ほど永田次長が御説明しまし

た地震計の移設工事、あと、ネットワークの構築工事費も入っております。あと、イントラ伝送

工事など含めまして、当初予算が約２億４,０００万円近い予算でございました。 

 今回、補正で減額をいたします。その結果、建築工事のほうが、先ほど当初予算に比べまして

４,４００万円程度の減額、それと、電気設備のほうが６６０万円程度の減額、機械設備のほう

は４００万円程度の増額となっております。差し引き、今回の補正額４,６７０万３,６８０円と

なっておりますが、なお、先ほど永田次長が申し上げましたように、地震計移設工事については、

工事のほう、今年度ちょっとできませんでしたので、全額６５０万５,６００円を来年度に繰り

越して実施する予定にしております。よろしくお願いいたします。 

○議長（荒川 政義君）  田中議員。 

○議員（５番 田中 豊文君）  いや、中身を言っているんじゃなくてですね……、もう一回言い

ますね。 

 当初２億３,９４０万９,０００円だった予算が、今回４,６７０万３,０００円減額されて、単

純計算したら１億９,２７０万６,０００円になりますよね。 

 それで、契約を見ると、工事費が１億２,３２０万９,０００円になっているから、この差額、

１億９,２７０万６,０００円と１億２,３２０万９,０００円の差額の、まあ７,０００万円ぐら

いになるんですけど、これが、今、地震計の移設とか出て６５０万７,０００円あるということ

ですけど、あと６,３００万円ぐらいが、あるのかないのか。（「電気と設備」と呼ぶ者あり）

いやいや、電気と設備入れて、工事費も含めて、そういう金額ですから。その辺を説明してくだ

さいという、（発言する者あり）あの、議長さん。（発言する者あり） 

○議長（荒川 政義君）  山中教育委員会総務課長。 

○教育委員会総務課長（山中 和美君）  当初予算は、今、田中議員さんがおっしゃいましたよう

に２億３,９４０万９,０００円ございます。それで、今回の減額補正が４,６７０万３,０００円
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でございます。残りですが、田中議員さん今おっしゃいましたように、（発言する者あり）はい。

建築工事の契約額は、先ほど議員さんがおっしゃったとおりで、残りは何かという御質問じゃな

いかと思います。 

 電気設備工事が２,６００万円──ちょっと済みません、正確な数字が今ございませんので、

申しわけない。（発言する者あり）はい、済みません。電気設備工事が約２,６００万円、機械

設備が３,０５０万円、それとネットワーク構築工事が３４５万円程度、それとイントラの伝送

というのがございます、これが１５３万円ぐらいございます。それと、先ほどから御説明いたし

ました地震計の移設工事が、これが６５５万５,０００円、これは翌年度繰り越しを予定をして

おりますけど、それを合わせますと、先ほど議員さんがおっしゃった工事費になるんではないか

と思います。 

 済いません、ちょっと今正確な数字を持ち合わせていなくて、申しわけありません。よろしく

お願いします。 

○議長（荒川 政義君）  ほかに質疑はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、質疑を終結します。 

 討論、採決は、次の本会議といたします。 

 暫時休憩をします。 

午前11時48分休憩 

……………………………………………………………………………… 

午後１時00分再開 

○議長（荒川 政義君）  休憩前に引き続き会議を開きます。 

 先ほどの質疑の答弁を永田教育次長に求めます。はい。 

○教育次長（永田 広幸君）  先ほどの田中議員さんからの御質問にあります指定管理料の精算に

ついてでございますけれども、今回、補正のほうには上げておりませんが、教育委員会関係では、

現状においての精算は考えておりません。３月末時点での決算を見まして、指定管理料に過不足

があれば精算の判断をしたいと考えております。どうぞよろしくお願いいたします。 

────────────・────・──────────── 

日程第８．議案第１３号 

日程第９．議案第１４号 

日程第１０．議案第１５号 

日程第１１．議案第１６号 

日程第１２．議案第１７号 
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日程第１３．議案第１８号 

日程第１４．議案第１９号 

○議長（荒川 政義君）  日程第８、議案第１３号平成２９年度周防大島町国民健康保険事業特別

会計補正予算（第３号）から、日程第１４、議案第１９号平成２９年度周防大島町漁業集落排水

事業特別会計補正予算（第１号）までの７議案を一括上程し、これを議題とします。 

 補足説明を求めます。平田健康福祉部長。 

○健康福祉部長（平田 勝宏君）  それでは、議案第１３号から議案第１５号の補足説明をいたし

ます。 

 議案第１３号平成２９年度周防大島町国民健康保険事業特別会計補正予算（第３号）について、

補足説明を行います。 

 今回の補正は、歳入においては、保険税、療養給付費負担金、財政調整交付金、退職分の療養

給付費等交付金の増額、高額療養費共同事業負担金及び交付金が減額となっております。 

 歳出におきましては、療養給付費一般分、国民健康保険基金、病院事業局企業会計繰出金の増

額、共同事業拠出金における高額医療費拠出金、保険財政共同安定化事業拠出金、特定健康診査

等事業の減額が主なものでございます。 

 それでは、補正予算つづりの５１ページをお願いいたします。 

 第１条で、既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１億４,２４４万９,０００円を増額

し、歳入歳出予算の総額をそれぞれ３８億７,３７１万３,０００円とするものでございます。 

 詳細につきましては、事項別明細書で御説明いたします。 

 ５７ページをお願いいたします。 

 歳入から御説明いたします。 

 １款国民健康保険税１項１目一般被保険者国民健康保険税は、退職被保険者からの移行に伴う

もの、基準総所得等の増加の影響により、普通徴収と特別徴収分を合わせて１,３９７万

８,０００円を増額し、２目退職被保険者等国民健康保険税は、普通徴収の世帯数、被保険者数、

基準総所得等の減少の影響により８０８万６,０００円を減額するものでございます。 

 ３款国庫支出金１項国庫負担金１目療養給付費負担金は、平成２９年１１月診療分までの保険

給付実績により算定する変更交付申請額に基づき、現年度分の一般分、介護分、後期高齢者支援

分を合わせて４３５万８,０００円を増額いたします。 

 ２目高額医療費共同事業負担金は、拠出金額の確定により３５８万８,０００円減額するもの

でございます。 

 ５８ページをお願いいたします。 

 ２項国庫補助金１目財政調整交付金、普通調整交付金を交付見込み額の増により８,０３７万
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４,０００円の増額、特別調整交付金を国保診療施設整備分等の増により７７７万円増額いたし

ます。 

 ４款療養給付費等交付金は、１項１目退職分を平成２９年１１月診療分までの保険給付実績に

基づく年間医療の推計により２,０９８万９,０００円増額するものでございます。 

 ５款前期高齢者交付金は、交付金額の確定に伴い６１万８,０００円増額いたします。 

 ６款県支出金１項県負担金１目高額医療費共同事業負担金は、拠出金額の確定により国費と同

額の３５８万８,０００円減額いたします。 

 ２項県補助金１目財政調整交付金は、県の特別調整交付金が増額見込みのため４,２２６万

９,０００円増額するものでございます。 

 ５９ページをお願いいたします。 

 ７款共同事業交付金１項１目高額医療費共同事業交付金は、実績見込みにより１,１８６万

７,０００円の減額、２目保険財政共同安定化事業交付金は、実績見込みにより同じく７７万

９,０００円を減額するものでございます。 

 ８款財産収入１項財産運用収入１目利子及び配当金は、国民健康保険基金利子の増により

１,０００円増額いたします。 

 ６０ページをお願いいたします。 

 歳出について御説明いたします。 

 ２款保険給付費１項療養諸費１目一般被保険者療養給付費は、平成２９年１１月診療分までの

実績に基づく年間医療費の推計により６,４６９万８,０００円を増額するものでございます。 

 ２目退職被保険者等療養給付費から２項高額療養費２目退職被保険者等高額療養費までは財源

調整でございます。 

 ６１ページをお願いいたします。 

 ３款後期高齢者支援金等１項１目後期高齢者支援金は、納付金額の確定により８９万７,０００円

減額いたします。 

 ４款１項前期高齢者納付金等１目前期高齢者納付金は、納付金額の確定により１万２,０００円

増額いたします。 

 ６款介護納付金は、納付金額の確定により１０９万６,０００円減額いたします。 

 ６２ページをお願いいたします。 

 ７款共同事業拠出金１項１目高額医療費拠出金は、拠出金額確定により１,４３４万９,０００円

減額、３目保険財政共同安定化事業拠出金も同様に拠出金額確定により１,１３７万３,０００円

を減額するものでございます。 

 ８款保健事業費１項１目特定健康診査等事業費は、特定健診受診者の見込み減に伴い委託料を
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３２８万６,０００円減額いたします。 

 ６３ページをお願いいたします。 

 ９款基金積立金は、国庫支出金の財政調整交付金、財政調整県補助金等の歳入が大幅増となっ

たため１億３３０万７,０００円を増額するものでございます。 

 １１款繰出金１項他会計繰出金１目病院事業局企業会計繰出金は、国庫特別調整交付金による

町立病院の施設整備費用等の増により５４３万３,０００円を増額いたします。 

 以上が、平成２９年度周防大島町国民健康保険事業特別会計補正予算（第３号）についての概

要でございます。 

 続きまして、議案第１４号平成２９年度周防大島町後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第

３号）につきまして、補足説明を行います。 

 今回の補正は、歳入においては特別徴収保険料の減額、普通徴収保険料の増額、事務費繰入金

及び保険基盤安定繰入金の減額です。 

 歳出においては一般管理費、後期高齢者医療広域連合納付金の減額によるものでございます。 

 補正予算つづりの６５ページをお願いいたします。 

 第１条で、既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ２,７７０万２,０００円を減額し、

歳入歳出予算の総額をそれぞれ４億３,８４６万５,０００円とするものでございます。 

 詳細につきましては、事項別明細書で御説明をいたします。 

 ７１ページをお願いいたします。 

 歳入から御説明いたします。 

 １款後期高齢者医療保険料１項１目特別徴収保険料を県後期高齢者医療広域連合の本算定後の

決算見込みにより２,３０１万３,０００円減額いたします。 

 同様の理由により、２目普通徴収保険料の現年度分を４６９万６,０００円、滞納繰越分を

９万４,０００円増額いたします。合わせて保険料は１,８２２万３,０００円の減額となります。 

 ３款繰入金１項他会計繰入金１目事務費繰入金を県広域連合共通経費負担金の変更及び一般管

理経費分の変更により３４７万８,０００円減額し、２目保険基盤安定繰入金を県広域連合の実

績見込みにより６００万１,０００円減額いたします。 

 次に歳出について御説明いたします。 

 ７２ページをお願いいたします。 

 １款総務費１項総務管理費１目一般管理費は、県広域連合指定の機種が取り扱い中止となった

ことに伴い、各支所の窓口に設置予定のパソコン４台分の２７３万４,０００円を減額いたしま

す。 

 ２款後期高齢者医療広域連合納付金は、県広域連合の事務等負担金分７４万４,０００円、保
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険基盤安定負担金分６００万１,０００円、後期高齢者医療保険料分１,８２２万３,０００円を

それぞれ減額し、合計で２,４９６万８,０００円を減額するものでございます。 

 以上が、平成２９年度周防大島町後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第３号）についての

概要であります。 

 次に、議案第１５号平成２９年度周防大島町介護保険事業特別会計補正予算（第３号）につき

まして補足説明を行います。 

 補正予算つづりの７３ページをお願いいたします。 

 今回の補正は、実績見込みによる介護給付費の減額に伴う調整が主なものとなっております。 

 第１条で、既定の保険事業勘定の歳入歳出予算の総額から１億２,１９１万２,０００円を減額

し、歳入歳出予算の総額を３４億４,９２７万４,０００円とし、介護サービス事業勘定の歳入歳

出予算の総額から１２６万８,０００円を減額し、歳入歳出予算の総額を１,０６４万円とするも

のであります。 

 まず、保険事業勘定の歳入から御説明をいたします。 

 事項別明細書の８１ページをお願いいたします。 

 １款保険料１項介護保険料１目第１号被保険者保険料は、６５歳に到達した年度内は普通徴収

となることから４０３万７,０００円の増額補正でございます。 

 ３款国庫支出金１項国庫負担金１目介護給付費負担金は、介護給付費の実績見込みにより

１,８５４万１,０００円減額計上でございます。 

 ２項国庫補助金１目調整交付金は、介護給付費の実績見込みにより１,０１６万円の減額、

２目地域支援事業交付金１節介護予防・日常生活支援総合事業は、事業実績の見込みにより

１４７万４,０００円の減額、２節包括的支援事業・任意事業は７７万５,０００円減額計上でご

ざいます。 

 ８２ページをお願いいたします。 

 ４款支払基金交付金１項支払基金交付金１目介護給付費交付金は、介護給付費の実績見込みに

より３,０８０万円減額し、２目の地域支援事業交付金は、実績見込みにより１６５万２,０００円

減額補正でございます。 

 ５款県支出金１項県負担金１目介護給付費負担金は、実績見込みにより１,７２０万７,０００円

減額計上しております。 

 ２項県補助金１目地域支援事業交付金１節介護予防・日常生活支援総合事業は、事業実績の見

込みにより７３万７,０００円減額、２節包括的支援事業・任意事業は３８万７,０００円減額計

上でございます。 

 ８３ページをお願いします。 
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 ６款繰入金１項他会計繰入金１目介護給付費繰入金は、介護給付費の実績見込みにより

１,３７５万円減額し、２目地域支援事業繰入金１節介護予防・日常生活支援総合事業は、事業

実績見込みにより７３万７,０００円の減額、２節包括的支援事業・任意事業は３８万７,０００円

の減額、３目低所得者保険料軽減対策繰入金は、実績見込みにより３４万９,０００円の減額、

４目その他の一般会計繰入金は、財源調整により３３３万５,０００円減額計上でございます。 

 ２項基金繰入金１目介護給付費準備基金繰入金は、介護給付費の実績見込みより２,４９６万

５,０００円減額補正しております。 

 ８４ページをお願いいたします。 

 ３項１目介護サービス事業勘定繰入金は、介護サービス事業勘定の繰出金の減額に伴い６９万

８,０００円減額補正しております。 

 ９款財産収入は、基金利子として５,０００円増額計上でございます。 

 次に、歳出の主なものについて御説明いたします。 

 ８５ページをお願いいたします。 

 １款総務費２項徴収費１目賦課徴収費は、コンビニ収納システムの仕様確定による減額補正で

ございます。 

 ３項１目介護認定審査会費は、介護認定審査会の実績見込みにより減額補正しております。 

 ２款保険給付費１項サービス諸費１目介護サービス等給付費は、実績見込みにより６,８８０万

５,０００円減額補正しております。 

 ８６ページの２目介護予防サービス等給付費は、実績見込みによる減額補正でございます。 

 ８７ページをお願いいたします。 

 ２項その他諸費１目審査支払手数料は、実績見込みにより減額補正しております。 

 ３項高額介護サービス等費１目高額介護サービス費は、実績見込みによる減額補正でございま

す。 

 ２目高額介護予防サービス費も実績見込みによる減額でございます。 

 ４項高額医療合算介護サービス等費１目高額医療合算介護サービス費は、財源調整でございま

す。 

 ８８ページをお願いいたします。 

 ５項特定入所者介護サービス等費１目特定入所者介護サービス費２目特定入所者介護予防サー

ビス費は、実績見込みによる減額補正でございます。 

 ８９ページをお願いいたします。 

 ３款基金積立金１項基金積立金１目介護給付費準備基金積立金は、基金利子５,０００円を増

額補正いたします。 
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 ４款地域支援事業費１項１目の介護予防・生活支援サービス事業費は、新しい総合事業の実績

見込みにより４３６万１,０００円を減額補正いたします。 

 ２目介護予防ケアマネジメント事業費は、実績見込みによる減額補正でございます。 

 ９０ページをお願いいたします。 

 ２項１目一般介護予防事業費は、介護予防普及啓発事業における臨時職員の賃金の減額補正で

ございます。 

 ３項包括支援事業・任意事業費１目包括的支援事業費は、包括サーバ購入費の精算による減額

でございます。 

 ２目任意事業費は、家族介護用品支給の実績見込みにより減額補正しております。 

 ９１ページをお願いいたします。 

 ３目地域包括支援センター運営事業費は、財源調整をしております。 

 ５目在宅医療・介護連携推進事業費は、１０月に開催した健康福祉大会において、在宅医療に

係る講演会を実施したことにより減額補正をしております。 

 ７目認知症総合支援事業費は、認知症地域支援推進員及び認知症初期集中支援チームの研修会

負担金を県が負担してくれたことによる減額補正でございます。 

 次に、介護サービス事業勘定について御説明をいたします。 

 事項別明細書の９５ページの歳入から御説明いたします。 

 １款サービス収入１項介護給付費収入１目介護予防サービス計画費収入は、ケアプランの作成

件数の減により１２０万円を減額補正いたします。 

 ２款諸収入１項１目雑入は、住宅改修理由書の作成件数の減により６万８,０００円を減額し

ております。 

 次に、９６ページの歳出について御説明いたします。 

 １款サービス事業費１項１目の介護予防支援事業費は、ケアプラン作成件数の減に伴うケアマ

ネジャー等臨時職員の賃金の減及びケアプラン作成委託料の増額、また、介護サービス勘定から

保険事業勘定への繰出金の減額等の調整を行い１２６万８,０００円の減額補正としております。 

 以上で、議案第１３号から第１５号までの補足説明を終わります。 

 何とぞ慎重なる御審議の上、御議決を賜りますようお願い申し上げます。 

○議長（荒川 政義君）  続きまして、佐々木環境生活部長。 

○環境生活部長（佐々木義光君）  それでは、環境生活部所管の議案第１６号から議案第１９号ま

での特別会計補正予算の４議案について、補足説明させていただきます。 

 まず、議案第１６号平成２９年度周防大島町簡易水道事業特別会計補正予算（第３号）につき

まして、補足説明をさせていただきます。 
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 補正予算書の９７ページをお願いいたします。 

 第１条に定めますとおり、既定の歳入歳出予算から２７１万６,０００円を減額し、歳入歳出

予算の総額を１億４,８４２万４,０００円とするものでございます。 

 その概要につきまして、事項別明細書により御説明いたします。 

 １０５ページをお願いいたします。 

 歳入につきましては、３款県支出金１項県補助金１目簡易水道事業費県補助金において、補助

金の額の確定に伴い１３９万円減額しております。 

 ４款繰入金１項他会計繰入金１目一般会計繰入金において、財源調整のため７万４,０００円

増額しております。 

 ７款町債１項町債において、１目簡易水道事業債及び２目辺地対策事業債をそれぞれ７０万円

減額しております。 

 １０６ページをお願いいたします。 

 歳出の１款簡易水道費２項事業費２目設備費につきましては、事業内容の確定見込みに伴い、

１３節委託料を１００万円、１５節工事請負費を７８万円、１７節公有財産購入費を７７万円を

それぞれ減額するものでございます。 

 また、２款公債費２目利子において、支払い額の確定見込みにより１６万６,０００円を減額

するものでございます。 

 以上が、議案第１６号平成２９年度周防大島町簡易水道事業特別会計補正予算（第３号）の概

要でございます。 

 次に、議案第１７号平成２９年度周防大島町下水道事業特別会計補正予算（第３号）について、

補足説明をいたします。 

 補正予算書の１０７ページをお願いいたします。 

 第１条に定めますとおり、既定の歳入歳出予算から３億９,５０９万７,０００円を減額し、歳

入歳出予算の総額を１０億５,１４５万円３,０００円とするとともに、第２条により地方債の補

正を行うものであります。 

 その概要につきまして、事項別明細書により御説明いたします。 

 １１５ページをお願いいたします。 

 歳入につきましては、２款使用料及び手数料２項手数料１目業者指定手数料は、排水設備指定

工事店更新手数料の実績に伴い２６万４,０００円の減額。 

 ３款国庫支出金１項国庫補助金１目下水道施設国庫補助金は、特定環境保全公共下水道補助金

の確定に伴い１億１００万円を減額するものでございます。 

 ４款繰入金は、一般会計からの繰入金を５７３万９,０００円減額し、財源調整をしておりま
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す。 

 ６款諸収入３項営業外利益１目消費税還付金１節消費税還付金は、平成２８年度分の消費税の

確定申告及び平成２９年度中の中間申告予定納税額確定に伴い、消費税還付金２２０万６,０００円

を計上しております。 

 １１６ページ、７款町債は、各種事業費の確定により下水道事業債１億３,７９０万円、過疎

対策事業債１億５,２４０万円をそれぞれ減額しております。 

 次に、１１７ページをお願いいたします。 

 歳出の１款公共下水費１項事務費１目総務管理費１３節委託料において、法適化移行支援業務

に係る入札減により５５万４,０００円を減額しております。 

 同じく、２項事業費１目維持管理費１３節委託料の水質検査業務に係る入札減により２５０万

円を減額、２７節公課費においては、平成２８年度分の消費税の確定申告及び平成２９年度中の

中間申告予定納税額の確定に伴い、消費税３７７万９,０００円を減額しております。 

 ２目公共下水事業費の久賀・大島地区公共下水道事業において、１３節委託料では、事業費の

精査などにより５,７８５万８,０００円を減額、１５節工事請負費については、実績見込みによ

り１億９,４７０万円を減額、また、１９節負担金、補助及び交付金についても、公共下水道事

業に係る県の過疎代行事業費の実績見込み等により負担金１億２,７７７万１,０００円を減額し、

２２節補償、補填及び賠償金において、久賀・大島地区下水道事業に伴う水道管移設に係る補償

金について７３０万円を減額するものでございます。 

 １１８ページの２款公債費１項公債費２目利子２３節償還金、利子及び割引料について、起債

償還金利子の確定により６３万５,０００円を減額するものでございます。 

 以上が、議案第１７号平成２９年度周防大島町下水道事業特別会計補正予算（第３号）の概要

でございます。 

 次に、議案第１８号平成２９年度周防大島町農業集落排水事業特別会計補正予算（第３号）に

ついて、補足説明をいたします。 

 １１９ページをお願いいたします。 

 第１条に定めますとおり、既定の歳入歳出予算の総額に５,００４万１,０００円を増額し、歳

入歳出予算の総額を３億５,２７６万５,０００円とするとともに、第２条により地方債の補正を

行うものであります。 

 １２７ページをお願いいたします。 

 歳入の３款県支出金１項県補助金１目農業集落排水事業費県補助金は、農山漁村地域整備交付

金の追加交付により７００万円を増額するものであります。 

 ４款繰入金は、一般会計から繰入金２４万１,０００円を増額し、財源調整をしております。 
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 ７款町債は、各種事業費の確定により、下水道事業債１６０万円及び過疎対策事業債６０万円

をそれぞれ減額しております。 

 １２８ページをお願いいたします。 

 歳出の１款農業集落排水費の１項総務管理費１目総務管理費１３節の委託料では、法適化移行

支援業務の入札減により１６７万１,０００円を減額しております。 

 ２項事業費１目維持管理費１３節委託料は、水質検査について、入札減により１５０万円を減

額しております。 

 また、２目農業集落排水事業費１３節委託料では、長寿命化計画策定業務について、最適整備

構想策定に係る経費８１８万１,０００円を追加するものでございます。 

 ２款公債費１項公債費２目利子２３節償還金、利子及び割引料は、起債償還金利子の確定によ

り３万１,０００円を増額しております。 

 以上が、第１８号平成２９年度周防大島町農業集落排水事業特別会計補正予算（第３号）の概

要でございます。 

 次に、議案第１９号平成２９年度周防大島町漁業集落排水事業特別会計補正予算（第１号）に

ついて、補足説明をいたします。 

 １２９ページをお願いいたします。 

 第１条に定めますとおり、既定の歳入歳出予算総額から２０万円を減額し、歳入歳出予算の総

額を３,９７９万２,０００円とするものでございます。 

 １３７ページをお願いいたします。 

 歳入の５款町債は、各種事業費の確定により下水道事業債２０万円を減額しております。 

 １３８ページをお願いいたします。 

 歳出の１款漁業集落排水費１項総務管理費１目総務管理費の１３節委託料では、法適化移行支

援業務の入札減により２０万４,０００円を減額しております。 

 ２款公債費１項公債費２目利子２３節償還金、利子及び割引料は、起債償還金利子の確定によ

り４,０００円を増額しております。 

 以上が、議案第１６号から議案第１９号までの環境生活部所管の４議案の概要でございます。 

 何とぞ慎重なる御審議の上、御議決賜りますようお願い申し上げます。 

○議長（荒川 政義君）  説明が終わりましたので、これから質疑に入ります。質疑は議案ごとに

行います。 

 議案第１３号平成２９年度周防大島町国民健康保険事業特別会計補正予算（第３号）について、

質疑はございませんか。田中議員。 

○議員（５番 田中 豊文君）  ２点お尋ねをいたします。 
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 ６３ページの基金積立金１億３３０万７,０００円というのがありますけど、これは要するに、

私、国保会計というのは赤字なんかと思っていましたけど、これはその何というんですか、黒字

分があるから基金で積み立てるという意味なのか、その辺をもう少し詳しく、歳入の部分も含め

てどういうお金がこの基金にあたるのかというところを御説明ください。 

 それと、その下の病院事業局企業会計繰出金、これもこれに相応する歳入があるということだ

ろうと思いますが、その辺の御説明をお願いいたします。 

○議長（荒川 政義君）  平田健康福祉部長。 

○健康福祉部長（平田 勝宏君）  まず、６３ページの基金積立金につきましてですが、今、田中

議員さんの御質問をいただきましたように、現時点におきましては、１億３３０万７,０００円

の黒字が見込まれるというふうな状況でございます。 

 しかしながら、これにつきましては、医療費に応じて、例えば国庫支出金の療養給付費負担金

でございますが、これにつきましても、現在、この療養給付費についてこの補正金額を上げてお

りますのは、２９年の３月から１１月までの保険給付費の実績によりまして算定した変更申請額

に基づいて上げているわけですが、実際はまだ、保険給付費の１年間の実績というのが、３月か

ら２月診療分までというので確定するわけなんですけど、まだ推計の部分で変更申請を行ってい

るということでございますので、例えば今回、療養給付費負担金についても歳入で４３５万

８,０００円の増額を見込んでおりますが、これについては、翌年度精算という形で実績に基づ

いてこの金額がまた増減をするというふうなところでございます。 

 ですから、今現在においては、今年度については、先ほどの基金積立金の額の剰余金が今のと

ころは見込まれますけど、これはあくまでも確定ではなくて、翌年度精算分等がございますので、

今現在の予算額というところで御理解をいただけたらと思います。 

 それで、これに至った理由を申し上げますと、歳入につきましては、国庫支出金で療養給付費

負担金、先ほど御説明を申し上げたところでございますが、平成２９年の３月から１１月までの

保険給付費の実績によりまして算定した変更申請額に基づいて、今回の補正では４３５万

８,０００円の増額。また、財政調整交付金の普通調整交付金では、保険給付費の療養給付費一

般分が増額見込みになったこと。そして、特別調整交付金においても、結核、精神疾患が増。直

診施設整備事業の増額と合わせまして８,８９４万４,０００円の増額というふうになっておりま

す。 

 また、県支出金におきましても、主に県特別調整交付金の保険財政共同安定化事業における交

付額により、拠出額が多いことによりまして、その差額分が配分されたことによる増額が

４,２２６万９,０００円となったことなどによりまして、歳入が今回大幅に増額になっていると

いうことでございます。 
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 次に、歳入についてでございますが、歳入については、保険給付費の療養給付費一般分が、

３月から１１月分までの診療実績等から、当初より１人当たりの療養給付費は高目に推移してい

ることから、今回６,４６９万８,０００円と増額の補正をさせていただいております。 

 しかしながら、県国保連合会の算定による高額医療費共同事業拠出金が１,４３４万９,０００円

の減額、そして保険財政共同事業拠出金が１,１３７万３,０００円の減額ということから、歳出

の増額幅に対しまして、歳入が大幅に今回は増額になっているということで、今現在の予算額と

しては、歳入歳出合わせる関係で、基金積立金のほうに計上させていただいております。 

 それと、病院事業局の繰出金のところでございますが、これにつきましては、予算書の

５８ページの特別調整交付金というのがございますが、ここの中に今の直営診療施設整備分とい

うのが入っております。これにつきましては、救急患者受入体制支援事業経営合理化分、医療機

器導入等によりまして、先ほどの病院事業局への繰出金が、ここの特別調整交付金で入ってきた

ものをそのまま今度は繰出金という形で、病院事業局のほうに繰り出しているということでござ

います。 

○議長（荒川 政義君）  田中議員。 

○議員（５番 田中 豊文君）  ありがとうございます。基金のほうはいろいろ御説明があったん

ですが、単純に言って今、要するに現時点では１億ちょっとの黒字があると。それを基金に積む

ということで、今から１２月末までの実績に基づいて出された歳入に基づいてということなんで、

今からまたこれが変わってくるという、２９年度で考えればまた変動すると。この１億が丸々黒

字になるんではないよということでよろしいんですかね。 

 それと、病院の繰出金のほうなんですが、特別調整交付金が入ってこれが病院のほうに繰り出

されるということで、この特別調整交付金というのは、国保会計の中で病院の事業として使うよ

うなものが交付されるという、そういう性質の交付金ということでよろしいのか、その辺を簡単

で結構なんで御説明ください。 

○議長（荒川 政義君）  平田健康福祉部長。 

○健康福祉部長（平田 勝宏君）  基金積立金につきましては、先ほど御説明申し上げましたよう

に、当然、歳出についてもまだ確定をしておりませんし、歳入についても確定をしていないとい

うものも多数ございます。ですから、あくまでも現時点において予算を編成する上で、歳入歳出

を合わすということで、今現在の黒字であろうと思われる見込み額を基金のほうに積み込んでお

ります。 

 それと、特別調整交付金につきましてですが、これは病院事業分だけではなくて、町の医療費

に係る収入の部分もございます。ですから、全てが病院事業局のほうに繰り出されるという額で

はございません。（「交付金の性質」と呼ぶ者あり）性質ですか。（発言する者あり） 
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○議長（荒川 政義君）  村岡病院事業局総務部長。 

○病院事業局総務部長（村岡 宏章君）  先ほどの御質問の件についてですが、私ども病院事業局

のほう受け入れる立場として全部分けておりますので、一つは財政調整交付金の保険事業、各病

院の健康管理室で事業を行っておりますが、それに対し交付されるものが１,２２５万２,０００円

ございます。 

 また、救急患者受け入れ体制支援事業としまして、これは３病院の当直者等の医師の報酬等に

関するものの一部分として、合計で４９６万４,０００円をいただいております。 

 また、直診整備補助金というのがございまして、これは直営診療施設で行います医療機器の購

入の補助金という形であらわれておりますが、今年度は東和病院での補助金として２７０万円を

いただいて、繰り入れをしていただいているという状況です。 

○議長（荒川 政義君）  椎木町長。 

○町長（椎木  巧君）  国保だけじゃない、こういう医療保険の会計は、一般会計のイメージで

考えておりますと非常につかみにくいということがございます。 

 歳入も今年度の医療費にあたるものが、今年度の歳入で入ってくるというものでなくて、極端

に言えば前の年の半年分、ことしの半年分、ことしの後半の半年分は翌年度に行くというような

ことで、例えば、今年度の後半分に大きな医療費がかかるようなことが起る。例えば、インフル

エンザが大流行してから物すごく医療費がかかるというふうな場合には、国庫補助金は間に合わ

ない、そしてまた、町の国民健康保険税を上げるのも間に合わない。そうしたときに赤字になる

というようなときに、突然の大きな歳出を賄うために、この基金が活用されるということでござ

いまして、財源調整に使うということでございますから、特に黒字がどんどんため込んでおると

いうようなイメージの基金とみられるとちょっと難しい。 

 この医療保険の会計というのは、全て、ことしで、単年度で決着するものではなくて、今、入

ってきておる歳入も、前年度、前々年度、そしてまたそこから推計したものが今度は将来の、今

現在この補正予算を出しておるのも、既に推計の数値で出しておるわけですから、そのような形

できちっと、一般会計のように今ある歳出の事業に今の歳入を充てるというものではないという

ことをまず御理解いただいておかないと、きちっとしたその、歳入と歳出が合わんということは

出てくると思います。 

 いずれにいたしましても、翌年度また翌々年度で精算するという部分がたくさんありますので、

このことについては、今ここで１億３００万円の基金積立金が出ておりますが、トータルすると

１億５,０００万円になるわけですが、これが一般会計でいう財政調整基金のような基金という

ふうにイメージにされると、ちょっと違うということでございます。 

 先ほど言いましたように、歳入も、ことしの医療費に対して、ことしの歳入があるというわけ
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でないということを御理解いただけたらと思います。 

○議長（荒川 政義君）  ほかに質疑はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、質疑を終結します。 

 議案第１４号平成２９年度周防大島町後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第３号）、質疑

はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、質疑を終結します。 

 議案第１５号平成２９年度周防大島町介護保険事業特別会計補正予算（第３号）、質疑はござ

いませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、質疑を終結します。 

 議案第１６号平成２９年度周防大島町簡易水道事業特別会計補正予算（第３号）、質疑はござ

いませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、質疑を終結します。 

 議案第１７号平成２９年度周防大島町下水道事業特別会計補正予算（第３号）、質疑はござい

ませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、質疑を終結します。 

 議案第１８号については、佐々木環境生活部長より答弁の訂正がございます。佐々木環境生活

部長。 

○環境生活部長（佐々木義光君）  先ほど補足説明を行いました議案第１８号平成２９年度周防大

島町農業集落排水事業特別会計補正予算（第３号）についてでございますが、１１９ページ、歳

入歳出予算の総額に、先ほど５,００４万１,０００円と申し上げましたが、正確には、５０４万

１,０００円の誤りでございます。おわびして訂正させていただきます。 

○議長（荒川 政義君）  議案第１８号平成２９年度周防大島町農業集落排水事業特別会計補正予

算（第３号）、質疑はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、質疑を終結します。 

 議案第１９号平成２９年度周防大島町漁業集落排水事業特別会計補正予算（第１号）、質疑は

ございませんか。 
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〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、質疑を終結します。 

 以上で、議案第１３号平成２９年度周防大島町国民健康保険事業特別会計補正予算（第３号）

から、議案第１９号平成２９年度周防大島町漁業集落排水事業特別会計補正予算（第１号）まで

の質疑を終了いたします。 

 討論、採決は、次の本会議といたします。 

────────────・────・──────────── 

日程第１５．議案第２０号 

○議長（荒川 政義君）  日程第１５、議案第２０号平成２９年度周防大島町水道事業企業会計補

正予算（第２号）を議題とします。 

 補足説明を求めます。佐々木環境生活部長。 

○環境生活部長（佐々木義光君）  それでは、議案第２０号平成２９年度周防大島町水道事業企業

会計補正予算（第２号）につきまして、補足説明をいたします。 

 お手元の、補正予算書の１ページをお願いいたします。 

 第１条は総則です。 

 第２条の収益的収入及び支出では、予算第３条の既定の支出に３７９万５,０００円を追加し、

９億３,６００万８,０００円とするものです。 

 その概要につきまして御説明いたします。 

 ３ページをお願いいたします。 

 収益的支出につきましては、１款水道事業費用１項営業費用２目配水及び給水費を２２２万

２,０００円増額し、３目総係費を６７万７,０００円減額し、２項営業外費用１目支払利息及び

企業債取扱諸費を３１万４,０００円減額し、３項特別損失２目災害による損失では、先の送水

管の破断に関する水道課職員の時間外勤務手当２５６万４,０００円を計上しております。 

 １ページにお戻りいただきまして、第３条の資本的収入及び支出では、収入を２,４１８万

６,０００円、支出を２,２４９万円それぞれ減額するとともに、不足財源の内訳を変更しようと

するものでございます。 

 その概要につきまして御説明いたします。 

 ３ページをお願いいたします。 

 資本的収入につきましては、１款資本的収入１項企業債１目企業債を１,６８０万円減額する

とともに、２項負担金１目負担金を７３８万６,０００円減額するものです。 

 ４ページをお願いいたします。 

 資本的支出につきましては、１款資本的支出１項建設改良費１目施設改良費を２,２４９万円
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減額するものでございます。 

 ２ページにお戻りいただきまして、第４条の企業債では、資本的収入における企業債の減額を

反映させたものとしております。 

 第５条の議会の議決を経なければ流用することのできない経費では、営業費用における賞与等

引当金繰入額の増減や、特別損失における災害による損失として、時間外勤務手当の計上などに

より、職員給与費を１,３２３万６,０００円減額し、１億７５万１,０００円としております。 

 ３ページ以降に、付属資料として補正予算実施計画などを添付しております。 

 以上が、議案第２０号平成２９年度周防大島町水道事業企業会計補正予算（第２号）の概要で

ございます。 

 何とぞ慎重なる御審議の上、御議決を賜りますようお願い申し上げます。 

○議長（荒川 政義君）  説明が終わりましたので、これから質疑に入ります。質疑はございませ

んか。田中議員。 

○議員（５番 田中 豊文君）  ちょっと１点だけ教えてください。１１ページの貸借対照表があ

りますが、これの流動資産の貸倒引当金６,５４９万円、これはもう回収見込みがないというこ

とだろうと思いますけど、この金額の内訳というんですか見積もり額というのを御説明ください。 

○議長（荒川 政義君）  豊永水道課長。 

○水道課長（豊永  充君）  田中議員さんの御質問に対して、ちょっと今、手元に正確な資料を

持っておりませんので、改めて御回答を申し上げたいと思います。よろしくお願いします。 

○議長（荒川 政義君）  ほかに質疑はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、質疑を終結します。 

 討論、採決は、次の本会議としたします。 

 暫時休憩をいたします。 

午後１時58分休憩 

……………………………………………………………………………… 

午後２時14分再開 

○議長（荒川 政義君）  休憩前に引き続き会議を開きます。 

 水道課のほうから答弁をさせていただきます。豊永水道課長。 

○水道課長（豊永  充君）  済みません、先ほどの田中議員からの御質問、水道事業企業会計補

正予算書の１７ページの貸倒引当金の欄に計上しております６,５４９万円についてですが、そ

の他の特別損失に計上しております、水道事業で引き継ぐ前の滞納繰越分をその他の特別損失に

計上しておりますけれども、それのうちの、料金の未回収の部分についての９０％を今年度回収
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できないという見込みでここの欄に計上いたしております。 

 以上でございます。 

────────────・────・──────────── 

日程第１６．議案第２１号 

○議長（荒川 政義君）  日程第１６、議案第２１号平成２９年度周防大島町病院事業局企業会計

補正予算（第２号）を議題とします。 

 補足説明を求めます。石原病院事業管理者。 

○病院事業管理者（石原 得博君）  平成２９年度周防大島町病院事業局企業会計補正予算（第

２号）の補足説明に先立ちまして、お配りしております議案に訂正がございますのでお知らせい

たします。 

 ただいまというか、今朝お配りしましたこういう紙があるかと思いますが、お手元に配付しま

した正誤表のとおり、議案の５ページの第４条資本的収入及び支出の本文のとこですが、これが

「予算第４条本文括弧書を削り、資本的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。」と訂正

いたします。お手数をおかけしますがよろしくお願いいたします。 

 それでは、議案第２１号平成２９年度周防大島町病院事業局企業会計補正予算（第２号）の補

足説明を申し上げます。 

 お手元の平成２９年度周防大島町病院事業局補正予算書の１ページをお開きください。 

 この予算は、１２月実績に基づきまして算出しております。 

 第１条は総則でございます。 

 第２条の業務の予定量では、病院患者数は３病院の入院合計で１,３７２人、外来合計で

３,２１２人の減少を、介護老人保健施設利用者数も２老健の入所合計で４０７人、次の２ペー

ジになりますが、通所合計で４７人の減少を見込んでおります。それに伴いまして１日平均患者

数、利用者数を補正しております。 

 次に、（８）の学生数について、３人減少し、１０８人を補正しております。 

 ３ページに移りまして、（９）の主要な建設改良事業について、それぞれ入札による事業費減

少により、病院改築工事については３２８万３,０００円を減額補正し、合計１２９万６,０００円

に、医療機械器具及び備品購入については８８９万８,０００円を減額補正し、合計７,３２７万

９,０００円としております。 

 第３条の収益的収入及び支出では、予算第３条本文を収益的収入及び支出の予定額は次のとお

りと定める。なお、医業費用中報酬１億３,４８５万８,０００円、奨学金２,２０２万円、旅費

交通費５９１万８,０００円、燃料費１６９万６,０００円及び委託料１,５５７万円の財源にあ

てるため、企業債１億７,４４０万円を借り入れると改めます。 
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 収入につきましては、業務の予定量補正に伴う医業収益の減少、特別交付税の確定、調整交付

金の交付、過年度奨学金返納等による特別利益の増加により、４ページをお開きいただきまして、

合計で１億２,９４０万３,０００円減額補正し、５６億６,９９７万９,０００円を見込んでおり

ます。 

 支出につきましては、給与費の減額、業務の予定量補正による材料費の減額、固定資産の廃棄

処分による資産減耗費の増額等により、５ページをご覧いただきまして、合計で８,９８７万

３,０００円を減額補正し、５６億６,９４４万円を見込んでおります。 

 次に、第４条の資本的収入及び支出につきまして、冒頭で訂正申し上げましたとおり、第４条

の本文を予算第４条本文括弧書きを削り、資本的収入及び支出の予定額を次のとおり補正すると

改めます。 

 資本的収入につきましては、建設改良事業費の入札による減少に伴う企業債の減額、器械備品

整備に対する国民健康保険調整交付金の交付、基金の取り崩しにより、６ページをお開きいただ

きまして、５億８,０５０万円を増額補正し、収入合計８億７,６１０万円としております。 

 支出につきましては、先ほど収入で触れましたとおり、入札による建設改良事業費の減少によ

り、１,２１８万１,０００円を減額補正し、支出合計８億４３２万４,０００円としております。 

 第５条の企業債につきまして、建設改良費は入札による事業費減少による減額、医療の確保事

業は過疎対策事業債の病院事業局割り当て分増加のため増額し、７ページ上部をご覧いただきま

して、合計５５０万円を増額補正し、６億２,９１０万円としております。 

 第６条の議会の議決を経なければ流用することのできない経費につきまして、給与費を

４,６５２万６,０００円減額補正し、３１億５,００８万円としております。その内容は、職員

の育児休暇取得等に伴うものが２,８０４万９,０００円の減、職員の採用、退職等による増減の

影響によるものが１,８４７万７,０００円の減となっております。 

 第７条の他会計からの補助金について、特別交付税の確定、調整交付金の交付により２,９３０万

７,０００円を増額補正し１１億８,４４５万２,０００円としております。 

 ８ページをお開きください。 

 第８条のたな卸資産購入限度額について、業務の予定量により算出し５,１２９万９,０００円

を減額補正し、合計９億９,５０９万４,０００円としております。 

 附属資料といたしまして、９ページ以降に補正予算に関する説明書を添付してございます。 

 以上が、平成２９年度周防大島町病院事業局企業会計補正予算（第２号）の内容でございます。

どうかよろしく御審議いただき、御議決賜りますようお願い申し上げまして、補足説明を終わら

せていただきます。 

○議長（荒川 政義君）  説明が終わりましたので、これから質疑に入ります。質疑はございませ
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んか。田中議員。 

○議員（５番 田中 豊文君）  ３点ほどお尋ねをいたします。 

 ５ページの東和病院資本的収入の固定資産売却代金、これ、どういったものの売却代金なのか

御説明ください。 

 それと、その下の大島病院の企業債６０万円ほど減額補正されていますが、これ、９月補正で

６０万円増額補正されているんですが、どういう経緯なのか御説明ください。 

 それと、今のこの４条の訂正がありましたが、この記述が誤りであったということ、これ、い

つわかったんでしょうか教えてください。 

 以上です。 

○議長（荒川 政義君）  村岡病院事業局総務部長。 

○病院事業局総務部長（村岡 宏章君）  田中議員さんの御質問にお答えいたします。 

 まず、６億円についてでございますが、国債の運用しております基金を取り崩すということで、

固定資産に上がっておりますので、固定資産売却代金という形であらわれております。 

 また、先ほど御迷惑をおかけしました訂正の部分についてですが、こちらは、こちらの議会事

務局のほうに議案を持っていったあと、連絡をしたらもう既に配付済みだったというところで気

がつきましたので、今回のこの議場での訂正ということにさせていただきました。 

 あともう一つの６０万円については、ちょっとしばらく。 

○議長（荒川 政義君）  木村病院事業局財政課長。 

○病院事業局財政課長（木村 稔典君）  先ほど、大島病院の企業債の６０万円の減額補正という

ところの内容で御質問がありましたけれども、こちらにつきましては、ちょっと補正予算でたま

たまですが６０万円計上していた部分があるんですけれども、今回、この収入の下、次のページ

６ページにあるんですけれども、支出のほうを見ていただきますと、第３款周防大島町立大島病

院資本的支出建設改良費、こちらが入札減等によりまして、事業費５８万７,０００円減ったこ

とにより企業債の減額ということでございます。 

 ということで、今回この建設改良費が減少したことによりまして、企業債を減額させていただ

いたという状況でございます。 

 以上でございます。（「９月補正で増額されてますよね」と呼ぶ者あり）それにつきましては、

そのときは整形外科のオペ用品、ちょっと今手元に資料がないんですけども、そちらその金額で

買う予定にしておりまして、６０万円を見込んだんですけれども、当初予算で見込んでおりまし

たほかの医療機器につきましても入札等を行いまして、今回、不用額を落とさせていただきまし

た。その部分がこちら補正しておりますけれども５８万７,０００円、事業費が減少に伴います

ことによりまして、企業債も要は、その事業費に対しまして企業債借り入れを起こすわけでござ
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いますので、そこを減額させていただいたという内容でございます。 

 以上です。 

○議長（荒川 政義君）  田中議員。 

○議員（５番 田中 豊文君）  ありがとうございました。訂正なんですけど、２８日の時点で判

明していたということであれば、速やかに。資料は配付されていますけど、これを我々に知らせ

るということは可能だったはずで、私もこの条項で随分、半日ぐらい悩みまして、まさか間違い

が書いてあるとは思わないんで、どういうことだろうかと思いましたんで、きょう初めてわかる

ようなことじゃなくて、わかった時点で速やかに御連絡をいただきますよう、これは要望になり

ますがお願いいたします。 

○議長（荒川 政義君）  ほかに質疑はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、質疑を終結します。 

 討論、採決は、次の本会議といたします。 

────────────・────・──────────── 

日程第１７．議案第２２号 

日程第１８．議案第２３号 

日程第１９．議案第２４号 

○議長（荒川 政義君）  日程第１７、議案第２２号周防大島町若者定住促進住宅用地の貸付及び

譲渡に関する条例の制定についてから、日程第１９、議案第２４号周防大島町指定居宅介護支援

等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める条例の制定についてまでの３議案を一括上程し

議題とします。 

 補足説明を求めます。岡村副町長。 

○副町長（岡村 春雄君）  それでは、議案第２２号から議案第２４号までにつきまして一括して

補足説明をいたします。 

 議案第２２号周防大島町若者定住促進住宅用地の貸付及び譲渡に関する条例の制定につきまし

て補足説明をいたします。 

 本案は、若者世帯の転入の促進及び転出の抑制を図り、過疎化による児童数の減少に歯止めを

かけるとともに地域を活性化することを目的に、若者世帯が自己負担により住宅を建築するため

に未活用の町有地等を町が宅地造成し貸し出すため、周防大島町若者定住促進住宅用地の貸付及

び譲渡に関する条例の制定をするとともに、これに関係する周防大島町財産の交換、譲与、無償

貸付等に関する条例の一部を改正するため、地方自治法第９６条第１項第１号の規定に基づき、

本議会の議決を求めるものでございます。 
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 現在、日本全体が人口減少社会に突入している中、地方においては人口流出、少子高齢化が深

刻な問題となっております。本町においても昭和５５年以降、人口減少が続いておりまして、同

時に少子高齢化が急速に進行していることにより、人口構造が変化し、中長期的な視点において、

まちの活力やコミュニティの維持について、難しい局面を迎えております。 

 こうした中で、本町においても周防大島町総合計画後期基本計画に基づき、過疎化や少子化に

有効な対策として若者定住促進住宅用地の整備を行い、若者の定住を推進するため、本条例案の

制定を行うものでございます。 

 それでは、本条例案の主な条項について御説明いたします。 

 第３条の設置については、町長が設置する基準として、農業・漁業等の一次産業や観光業に従

事する若者の多い地区を主な整備地域としますが、利便性や地域の実情、あるいは要望等により

整備地域を検討していくものでございます。 

 次に第５条の貸付対象者でございますが、これは、規則の定める条件により、現に生活の基盤

が周防大島町にある者または生活の基盤を周防大島町に移そうとする者で、婚姻予定の単身者を

含むおおむね４５歳以下の１世帯２人以上の当該用地に自己負担により住宅を建築できる者を対

象といたしております。 

 次に、第１０条の住宅の建築義務につきましては、賃貸借契約の締結の日から１年以内に建築

工事に着手しなければなりません。ただし、天災地変、その他不可抗力による場合等、特別の理

由があると町長が認めた場合は、１年を超える工事着手も認めることとしております。 

 次に、第１１条の保証金については、借受人から、あらかじめ保証金１０万円を納付していた

だき、貸付期間の満了時において、この条例案及び賃貸借契約書の規定に違反していない場合に

は、無償譲渡を行い、所有権移転登記後に保証金を返還するものでございます。 

 次に、第１３条の貸付期間についてでありますが、借受人が用地を第三者へ転貸することや町

外へ転出することを抑制し、定着を促すために適当な期間と考え１０年と設定いたしました。 

 次に、第１４条の譲渡及び登記手続については、１０年の貸付期間が満了し、本条例案及び賃

貸借契約に違反していない場合は、借受人に無償で譲渡するものでございます。なお、譲渡にお

ける所有権移転登記の手続きに係る費用については、借受人の負担としております。 

 次に、第１５条の借受人に対する譲渡の特例でございますが、賃貸借契約の日から７年経過後

に借受人の希望により契約期間満了までの土地貸付料の残余金を納めてもらうことで無償譲渡が

できるものでございます。 

 最後に、第１９条の奨励金の交付についてでありますが、当初の賃貸借契約から７年後に無償

譲渡した場合、無償譲渡が完了した月から当初契約期間の満了月までの土地に係る固定資産税相

当額を交付するもので、用地を早期に取得した借受人に対し、有益な制度として盛り込んだもの
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でございます。 

 以上が、本条例案の主な条項の説明であります。 

 なお、周防大島町財産の交換、譲与、無償貸付等に関する条例の一部改正案につきましては、

周防大島町若者定住促進住宅用地の貸付及び譲渡に関する条例案の第１４条及び第１５条を運用

するにあたり、必要な条項を追加するものでございます。 

 続いて、議案第２３号周防大島町合併地域振興基金条例の制定についてでございます。 

 この基金は、市町村合併に伴う地方財政措置として、合併市町村のみに発行が認められており

ます合併特例債を財源とするもので、基金を積み立て、合併に伴う町民の連携強化やそれぞれの

地域振興に資する事業のための財源として活用するものでございます。 

 条文の内容は、第１条におきまして、合併に伴う町民の連携の強化及び地域振興を図る事業の

財源に充てるため、周防大島町合併地域振興基金を設置する旨を規定しております。 

 そして、第２条におきまして積み立て、第３条では管理、第４条では運用益金の処理について、

それぞれ規定しております。 

 なお、合併特例債を財源として創設する基金につきましては、合併関係市町数等に応じ標準財

政基金規模が算出されるもので、本町の場合、この標準基金規模は約１４億７,０００万円とな

ります。 

 この標準基金規模の１.５倍に相当する額が、その団体における積み立て上限額となり、本町

では約２２億円まで積み立てを行うことが可能とされております。 

 第５条では、第１条に規定する事業の財源に充てる場合に限り、基金の一部または全部を予算

の定めるところにより処理できることを、第２項では、基金造成のために起こした合併特例債の

償還が終わった額の範囲内において処分できる旨を規定しております。 

 なお、この条例は公布の日から施行できることとしております。 

 次に、議案第２４号周防大島町指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定

める条例の制定についてであります。 

 このたびの条例制定は、平成２６年６月２５日に公布された地域における医療及び介護の総合

的な確保を推進するための関係法律の整備等に関する法律における介護保険法の改正において、

保険者機能の強化の観点から、居宅介護支援事業者、いわゆるケアマネの事業所の指定権限が、

平成３０年４月１日から、都道府県から市町村に移譲されること伴い、介護保険法第８１条第

３項の規定に基づき、厚生労働省令で定める基準である指定居宅介護支援等の事業の人員及び運

営に関する基準どおり、条例を新たに制定するものであります。 

 それでは本条例の内容について御説明いたします。 

 まず目次は、４章で構成しております。 
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 第１章総則、第１条は、趣旨を定めております。 

 第２条は、用語の定義について規定しております。 

 第３条は、指定居宅介護支援事業者の指定の資格について規定しております。 

 第４条は、基本方針を定めております。 

 次に、第２章人員に関する基準、第５条では、介護支援専門員の員数を定めております。 

 第６条では、管理者について規定しております。 

 次に、第３章運営に関する基準、第７条では、内容及び手続きの説明及び同意を定めておりま

す。 

 第８条では、提供拒否の禁止を規定しております。 

 第９条では、サービス提供困難時の対応を規定しております。 

 第１０条では、受給資格等の確認を定めております。 

 第１１条では、要介護認定の申請に係る援助を定めております。 

 第１２条では、身分を証する書類の携行を規定しております。 

 第１３条では、利用料等の受領を規定しております。 

 第１４条では、保険給付の請求のための証明書の交付について規定しております。 

 第１５条では、指定居宅介護支援の基本取り扱い方針について規定しております。 

 第１６条は、指定居宅介護支援の具体的取り扱い方針を定めております。 

 第１７条は、法定代理受領サービスに係る報告について定めております。 

 第１８条では、利用者に対する居宅サービス計画等の書類の交付について規定しております。 

 第１９条では、利用者に関する市町村への通知について規定しております。 

 第２０条では、管理者の責務について規定しております。 

 第２１条では、運営規程に定める事項について規定しております。 

 第２２条では、勤務体制の確保について規定しております。 

 第２３条では、設備及び備品等について規定しております。 

 第２４条では、衛生管理等について規定しております。 

 第２５条では、掲示について規定しております。 

 第２６条では、秘密保持について規定しております。 

 第２７条では、虚偽または誇大な広告の禁止について規定しております。 

 第２８条では、指定居宅サービス事業者等からの利益収受の禁止等について規定しております。 

 第２９条では、苦情処理について規定しております。 

 第３０条では、事故発生時の対応について規定しております。 

 第３１条では、会計の区分について規定しております。 
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 第３２条では、記録の整備について規定しております。 

 第４章、第３３条では、委任について規定しております。 

 なお、附則として、条例の施行期日を平成３０年４月１日としております。ただし、第１６条

第１８号の２の規定は、平成３０年１０月１日から施行することとしております。 

 附則の２は、経過措置として、平成３３年３月３１日までの間は、第６条第２項の規定にかか

わらず、介護支援専門員を第６条第１項に規定する管理者とすることができるとしております。 

 以上で、補足説明を終わります。 

 何とぞ慎重なる御審議の上、御議決を賜りますようよろしくお願いいたします。 

○議長（荒川 政義君）  説明が終わりましたので、これから質疑に入ります。 

 議案第２２号周防大島町若者定住促進住宅用地の貸付及び譲渡に関する条例の制定について、

質疑はございませんか。田中議員。 

○議員（５番 田中 豊文君）  ５点ほどお尋ねをいたします。 

 まず、条文ですが、条例案は提案理由を資料でつけていただくと助かるんですが、それがない

んで個別にお聞きしますが、第１条、町有地等というのがありますが、町有地以外も含まれるの

はどういうものが含まれるのか御説明ください。 

 それから７条なんですが、貸し付けの可否の決定というのは、これはどのような方法で行うの

か、具体的に御説明ください。 

 それと９条、この条文の中には町長が定めるという条文がたくさん出てきますけど、この連帯

保証人の規定で町長が認める要件というのが出てくるのかどうか、一般的には保証能力があるこ

とが大前提ということで、それ以外に町長が認める要件というのはどのようなものを想定してい

るのか教えてください。 

 それと１６条ですが、これも町長が許可すれば１から３項までが可能ということになりますけ

ど、住宅以外をつくったり、転貸、それから形状変更というのは当然できないものと考えられま

すが、どういう場合に町長が許可されると考えておられるのか御説明ください。 

 それともう１点は、無償譲渡されて所有権が１０年なり７年で所有権移転されるということに

なっていますが、その後に転売されては意味をなさないと思いますが、そういうことは考えられ

ないのかどうか。 

 以上、御答弁よろしくお願いいたします。 

○議長（荒川 政義君）  山本政策企画課長。 

○政策企画課長（山本  勲君）  田中議員さんからたくさん質問いただきましたので、一つずつ

答弁をさせていただきます。 

 まず１点目の町有地等のほかにとはどういうことかということですけれども、基本的には今、
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遊休、使っていない町有地というふうに考えております。特に「等」というのが町が購入した土

地ということもあろうかと思いますけれども、今のところ基本的には遊休、使っていない町有地

をこの若者定住住宅用地に充てようという考えでおります。 

 それから、連帯保証人については、基本的には連帯保証能力があればオーケーというふうに考

えております。（「町長が認めたら、その能力がなくてもいいということになっちょるんじゃな

いんですか」と呼ぶ者あり） 

 いえ、連帯保証能力を有し、町長が適当と認めるものでなければならないと。有しでございま

す。（「ごめんなさい」と呼ぶ者あり） 

 それから、次が９条、１０条の……。（「７条」と呼ぶ者あり）７条、これは基本的には、提

出した書類によって書類審査をした後に、基本的には公開抽選を行う予定にしてございます。

１区画に複数の申請があった場合は、公開抽選でやろうということでございますので、貸し付け

の可否の決定というのはそういうことで、書類的に不備がなければ、要件をこれから規則でも定

めていきますけれども、要件を全て満たしておれば貸し付けを決定するというような内容でござ

います。 

 それから、１０条じゃったですかね。（「１６条」と呼ぶ者あり）１６条、許可なくしてはい

けないよということのほかに、どういうような場合に許可を想定するのかということでございま

すが、ここに書かれてある土地の形状を変更することということは、まずはあり得ないとは思い

ますけれども、町有地の大部分を畑にしたりとか、そういうことはだめですよということになり

ます。 

 あと、ここに書かれてあることについては、基本的には許可はし得ないものとは思いますけれ

ども、第１号の居住以外の目的に使用する工作物を設置することということで、小さな倉庫とか、

そういったものを建てたいよというようなこともあるかと思いますけれども、倉庫については居

住するために必要なものということで認められると思いますけれども、それ以外に想定はされて

いませんけれども、これは建設しても自分の住宅用地として使うんであって、建設しても支障が

ないと認めるものが出てくれば、そういった場合には町長が許可をする場合もあり得るというよ

うな内容でございます。 

 それから最後の所有権、１０年経過した後に所有権を移転することは考えていないのかという

ことでございますが、基本的に１０年間は住んでもらわないと定住ということにはつながらない

と思いますので、その定住、貸付期間の長さを何年にするかということでいろいろ検討しまして、

最低１０年間は住むことを前提とした人じゃないと、この住宅用地は貸し付けないよということ

でございます。 

 １０年経過後にいろんな、その方の家庭環境の変化とかがありまして、第三者に転売するとか
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ということはあり得るとは考えております。そこまでを禁じるものではないということでござい

ます。 

 以上でございます。 

○議長（荒川 政義君）  田中議員。 

○議員（５番 田中 豊文君）  １条で、基本的には町有地だということなら、この「等」は要ら

ないんじゃないかなと思うんですが、等が入っているということは町有地以外のものも想定して

いるということなんで、それは何かという質問だったんですが、もう１回答弁をお願いします。 

 それと、７条と１６条はちょっと関連があるような御答弁だったんですが、基本的には１６条

で町長の許可なく居住以外の目的に使用する工作物を設置することとかを規定していると。私が

言うのは、これを読むと、町長の許可があれば居住以外の目的に使用する工作物を設置できると

いうふうに読めるんで、それであれば７条で例えば抽選というか、その申請の要件を満たすかど

うか、そこの部分を最終的には抽選で決めるにしても、結局、その申請を受理するかどうかとい

うのは審査基準を定めておかなきゃいけないと思いますが、そこに含めるのかどうかということ

をもう１回、今のじゃちょっと釈然としませんので、具体的にどういう場合に町長の許可がおり

るのかどうかということを御説明ください。 

○議長（荒川 政義君）  中村総務部長。 

○総務部長（中村 満男君）  １条の町有地等というところでございますけれども、余り考えられ

ないことではあるんですけれども、例えば、場合によっては町が借り受けて、それをこの事業に

供するということも考えられるかなということもふうには思いますので、そういう意味での

「等」というふうにお考えいただけたらと思います。 

 それと町長の許可なく土地の形状を変えてということを許可することがあるのかというふうな

質問でよろしいでしょうか。（「１６条はね」と呼ぶ者あり） 

 それが、条例ですから、幅広く構えなけきゃならんというところもあるんですけれども、もし、

場合によっては、申請があって、町長の判断によったらその形状を変えることも許可せざるを得

ない事象があるかもしれない、事例を出せと言われましたら、ちょっと思いあたらないんでござ

いますが、こういう条例の制定上、こういう拡大というか太く広く構えておく必要もあるんでは

ないかというふうに思っております。 

○議長（荒川 政義君）  田中議員。 

○議員（５番 田中 豊文君）  だから、そこを町長に裁量権を持たさないほうがいいんじゃない

かということなんですけど、だからそれを審査基準の中に含めないということですね。 

○議長（荒川 政義君）  山本政策企画課長。 

○政策企画課長（山本  勲君）  基本的には、今後、規則のほうで申請書類の様式等を定めてい
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くようになりますけれども、あくまでも一次的には書類審査になりますので、その規則の中で提

出していただく書類について、所得を証明する資料であったりとか、納税証明書であったりとか、

連帯保証人のこと、あるいは周防大島町に土地がどうしても必要な理由とか、そういったものの

中で審査をしていくようになろうかと思います。 

○議長（荒川 政義君）  ほかに質疑はございませんか。椎木町長。 

○町長（椎木  巧君）  禁止事項でございますが、１６条の居住以外の目的に使用する工作物を

設置することと、この第１号を言いますと、町長にその許可の裁量がなかった場合、居住以外の

目的ということになりますと、例えば庭先で何か小さなことをするというふうなときも、それは

どの程度の規模なのかとかいうようなこともございまして、居住以外ということも結構出てくる

んではないかということも考えられます。 

 ですから、町長に裁量を持たすほうを制限するかどうかというよりも、反対に、居住以外の目

的は何もできませんよと言ったときに、居住以外のものが出てきたときは、じゃあどうするんだ

というふうなこともありますので、町長の許可なくということで、ごく小規模のものであれば居

住以外のものであっても許可できるということではないかというふうに思っております。 

 ですから、町長の許可があれば何でもできるよというふうに読んでもらうんではなくて、居住

以外の目的には使用できないというふうになってしまうと、今度は反対に、全く居住以外のもの

が何もできないということがどうかということだと思います。 

 ですから、町長の許可があれば、居住以外何でもできるよというふうに思っておるわけじゃな

いということでございます。 

○議長（荒川 政義君）  藤本議員。 

○議員（１番 藤本 淨孝君）  教えていただきたいんですけれども、６ページの１０条のところ

なんですけども、住宅の建設までに１年以内にというところがございます。 

 そしてもう１点が、１４条の１０年の貸付期間というところがあるかと思うんですが、この

２つなんですけれども、私もほかの自治体のホームページを見たりなんかしまして、いろいろ比

較をしてみたんですけれども、新しく住宅を建てるにあたって、１年では短すぎるだろうという

ところもあって、それは２年まで大丈夫ですよですとか、あとは貸付期間が１０年のところもあ

れば、２０年のところも、また短いところだと３年というところもありました。 

 ですので、この貸付期間ですとか建築までの時間、これに関しては、この条例をおつくりにな

るにあたって、この期間が妥当ということでお決めになられたのかということをちょっとお聞か

せください。 

○議長（荒川 政義君）  山本政策企画課長。 

○政策企画課長（山本  勲君）  まず、第１０条の建築までの期間、これを１年以内にとしてお
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るのは、１年以内に建築に着手をしなければならないということで、１年以内に建物が建ってい

なきゃいけないよということではございません。ですから、１年以内であれば着手するまでにい

ろんな、業者さんから見積もりをとったりとか、自分がこういった家を建てたいなという構想が

あると思いますので、それを検討するのには十分な期間であろうということで１年という期間を

設定しております。 

 それから、貸付期間の１０年でございますけれども、これはさまざまな議論がございまして、

例えば２０年という長い期間であれば、その間にいろんなことが起きる可能性がございます。例

えば、その間に貸付金を払えなくなる可能性もあり得るわけです。ですから、そういった不測の

事態が発生しないということを考えれば、貸付期間は短い方がいいとは思います。 

 ただし、貸付期間を短くしてしまいますと、３年たったらもう売って、外へ出て行ってしまう

ということも考えられますので、定住ということを促すについては、１０年というのが適当な期

間ではなかろうかということで１０年という設定をさせていただいております。 

 ただ、それでも早く自分のものにしたいよという方、資金的に余裕があるよという方について

は、７年目でもその貸付金の相当部分を払っていただければ、無償で譲渡いたしますよという規

定をそこで盛り込んだということでございます。 

 以上でございます。 

○議長（荒川 政義君）  藤本議員。 

○議員（１番 藤本 淨孝君）  ありがとうございました。 

 私が聞かせていただいたのが、この若者の定住促進というのは、町の存続にかかわる大切な事

業だと思うところであります。ですが、いろんな自治体が移住の方を呼び込もうといろんなＰＲ

をなさっておられる状況です。ですので、見比べる、競争するというような状況に今なっている

かなと思いますので、いろんなインパクトのある訴えをしないと、なかなか見てもらえないのか

なというようなところもあります。 

 あと、条例の文の中で、周防大島町に今住んでいる若者の人たち、またＵターンの人たちをよ

り歓迎するような文言を入れていただくともっとよろしいなと思うところと、あと自治会の活動

をやってくださいとかいうような文言を条例に入れておられる自治体もあられましたので、また、

そのあたりも御検討いただければと思います。 

 済みません、以上です。 

○議長（荒川 政義君）  自治会ね。（「自治会です」と呼ぶ者あり）要望として執行部に伝えま

す。 

 ほかに質疑はございませんか。尾元議員。 

○議員（９番 尾元  武君）  先ほど副町長のほうからの説明であったと思うんですが、再度確
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認をしたいと思います。 

 ここで言う、若者定住の若者とは、若者の定義ですね、定義っちゃおかしいですね。どのぐら

いの年、年齢までを思っていらっしゃるのか、結構、年の方でも子供さんはお小さいとかもいら

っしゃるんじゃないかなとか思うわけで……。 

○議長（荒川 政義君）  中村総務部長。 

○総務部長（中村 満男君）  若者の定義というのは、なかなかこれは難しいかとは思うんですけ

ど、ここで言う、この条例に関して申し上げれば、先ほども申し上げましたけど、４５歳以下の、

世帯人数までも言いましたけれども１世帯２人以上の方が住まれるようなものというふうに条例

上は定義していますが、若者といいますと、なかなか定義づけは難しいかなというふうに思いま

す。（「４５歳以下」と呼ぶ者あり）現状はです、はい。 

○議長（荒川 政義君）  ほかに質疑はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、質疑を終結します。 

 議案第２３号周防大島町合併地域振興基金条例の制定について、質疑はございませんか。田中

議員。 

○議員（５番 田中 豊文君）  ６条のとこだけ１点だけ教えてください。 

 基金の管理及び運営について町長が定める内容というのは、どのような内容になるのか、それ

と、この基金を使って行う事業の事業効果、それはどういうふうに検証方法を考えておられるの

か、その辺を御答弁ください。 

○議長（荒川 政義君）  中村総務部長。 

○総務部長（中村 満男君）  まず、６条の委任についてでございますが、これはどの基金条例に

おいても、こういう記述というのがあるんですけれども、この基金条例の中で補えない部分があ

ったときに、その中で町長が定めなければ運用ができないというところの事象があったときのた

めの条項であるというふうに考えていただいたらと思います。 

 それと、合併特例事業債を使うものですから、これの対象になるのは、新町建設計画とか合併

特例事業として認められるものというふうに限定されますので、そういったところで他の合併特

例事業と同じように、検証にあたっても、そこら辺と同じような対応になるんじゃないかという

ふうに思っております。 

○議長（荒川 政義君）  ほかに。椎木町長。 

○町長（椎木  巧君）  提案理由の説明でも申し上げましたが、この合併地域振興基金条例を制

定して、振興基金を１０億円造成しようということでございますが、５条の処分ですか、このこ

とについて、例えばどういうふうなときに処分をするのかということが当然あると思いますが、
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提案理由でも申し上げましたように、当面すぐに、これを私たちは活用しようというふうに思っ

ているわけではございません。 

 そして、なおかつ、この基金を造成したら当然ながら特例債を償還していかなければなりませ

ん。償還した額に見合うほどが取り崩しが可能な額になるわけでございますので、当然ながら、

１０億円積み立てたからすぐ１０億円が取り崩せるというわけじゃございません。償還した部分

だけでございます。 

 今、私が考えておるのは、すぐにこの基金を取り崩して地域振興とか、または合併の計画にあ

るようなものに充てるというような具体的なことは思っておりません。 

 なぜならば、当面、今それぞれの基金はそこそこに積み立てを行っております。ですから、私

たちは将来の周防大島町の振興策のために、今、積んでおこうというような気持ちでございます。 

 当面、すぐに必要な事業等があれば、それは財政調整基金も５０億余りあるわけでございます

から、ここを活用する。または、それぞれの特定目的基金がございますので、これを活用しなが

らやっていけることができるというふうには思っております。 

 ですから、何にこれを充てることを想定しておるのかと言われますと、将来の周防大島町の財

政運営に持っていきたいというふうに思っておりまして、若い皆さん方は将来ずっと見られるか

わかりませんが、私たちがおる間に取り崩して何かをしようというふうなことは、今考えていな

くて、将来、当時の周防大島町がこの基金を積み立ててくれておって非常によかったと言われる

ようなことになるようにというふうな気持ちで基金造成をしておきたいと思っておるところでご

ざいます。 

○議長（荒川 政義君）  ほかに質疑はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、質疑を終結します。 

 議案第２４号周防大島町指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める条

例の制定について、質疑はございませんか。田中議員。 

○議員（５番 田中 豊文君）  済いません。４点ほどお尋ねをいたします。 

 ３条、指定居宅介護支援事業者、これを法人である者ということにしてありますが、単に法人

という規定なんですが、今の時代ですから、一般的な話として暴力団の排除についてここに明記

すべきではないのかということ。 

 それと１５条の２項、支援サービスの質と評価と改善ということを、この１５条２項で求めて

ありますが、これも評価ということであれば、今の時代ですから第三者評価というものを規定し

ておくべきではないのかと考えられますがいかがでしょうか。 

 それと２２条、介護支援専門員と従業者の勤務体制の確保というものが規定されておりますけ
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ど、この３項で介護支援専門員の研修の機会の確保というものが規定されているんですが、この

条項、この条例の目的からすれば、介護サービスの質の向上というものが大きな目的であると思

いますので、そうであれば介護支援専門員の研修の機会とともに、この従業者の研修の機会の確

保ということにも言及すべきではないかと思いますが、いかがお考えでしょうか。 

 それともう１つ、３２条に居宅サービスに関する記録の整備というのが規定されておりますが、

これが保存期間が５年というふうに規定されておりますが、この５年とされた根拠を教えてくだ

さい。 

 以上です。 

○議長（荒川 政義君）  平田健康福祉部長。 

○健康福祉部長（平田 勝宏君）  田中議員さんの、３条の法人であるという規定で、暴力団の排

除規定を入れるべきではないかということでございますが、これにつきましては、厚生労働省で

定める基準である指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準、先ほど副町長が提案

理由で御説明申し上げましたが、その国の基準どおりに定めております。 

 １５条の第２項ですが、質の評価を行いというところでございますが、これはケアマネが作成

をいたしましたケアプランによって、要介護の状態の軽減や介護状態の悪化防止につながったか

というのをケアマネ自身が評価をして改善を図っていくという規定でございます。これについて

も国の基準どおりに定めております。 

 第２２条のところですが、これにつきましてもケアマネの研修の機会を定めているというもの

でありまして、あくまでもこの条例自体がケアマネの研修という、資質の向上を図るというふう

なことで、それ以外のことについては、この国の基準によって定めておりますので規定をしてお

りません。 

 そして最後の記録の整備でございますが、５年につきましては、介護給付費が公法上の金銭債

権でありまして、消滅時効が５年というふうなことで、この間において事業者において関係書類

を保存をしていただく必要があるというふうなことで５年としております。 

 以上でございます。 

○議長（荒川 政義君）  田中議員。 

○議員（５番 田中 豊文君）  厚労省の基準が、基準どおりというか、基準をモデルにしてつく

られたということなんでしょうけど、それはそれとして、これは条例なんで、町としてもっと主

体的にというか、町として、この介護支援サービスの質の向上ということを図るためには、やっ

ぱり努力義務で設けると、何もかも厚労省の基準どおりにやらなきゃいけんというものではない

と思いますんで、町として努力義務でも設けるという、そういう姿勢を示すことも条例をつくる

上で必要なんじゃないんかなと思いますが、その辺で検討の余地があるのかどうか、そこら辺を
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御答弁をお願いします。 

○議長（荒川 政義君）  近藤介護保険課長。 

○介護保険課長（近藤  晃君）  田中議員さんのほうから、国の基準どおりでなくても町の独自

基準もあってしかるべきではないかと、こういう御質問がございました。今回、この条例でござ

いますが、第５次の地方分権一括法、これは地方の条例制定部分の地域の実情に応じた条例制定

の拡大ということが、平成２５年ぐらいに規定をされたというふうに記憶をしております。 

 その際、国は地方が条例を制定する場合において、国が定める従うべき基準と参酌すべき基準

という２つの基準を設けております。従うべき基準というのは、あくまでも絶対にこのとおりに

してくださいと、参酌すべき基準というのは、地域の実情に応じて、地域の判断で少しそこは変

えてもいいですよという部分、それから田中議員さんがおっしゃられる部分で、それ以外の部分

というところで先ほどございましたが、暴力団の排除といったようなこと、これを定めることが

できないかということになると、それは地域の実情に応じて定めることが可能であるというふう

に私は理解をしております。 

 ただし、今回、この条例制定は、介護保険法の第８１条の第３項において、市町村がこの居宅

の基準の条例を定める場合にあっては、あくまでも国が定める従うべき基準と参酌すべき基準で

条例を制定してくださいというふうに書かれてございます。ですから、市町村の実情に応じて加

えることは可能でありますけれども、今回は、うちは国の基準をあえて変える必要はないという

ことで、基準どおり改正をしておるということで御理解をいただきたいというふうに思います。 

 以上です。 

○議長（荒川 政義君）  ほかに質疑はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、質疑を終結します。 

 お諮りします。質疑が終結しましたので、議案第２２号から議案第２４号までをお手元に配付

してある議案付託表のとおり、所管の常任委員会へ付託することにしたいと思います。御異議ご

ざいませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  異議なしと認めます。よって、議案第２２号から議案第２４号までをお

手元に配付してある議案付託表のとおり、所管の常任委員会に付託することに決定しました。 

 なお、討論、採決は、会期中の最終日の本会議といたします。 

 暫時休憩します。 

午後３時21分休憩 

……………………………………………………………………………… 
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午後３時35分再開 

○議長（荒川 政義君）  休憩前に引き続き会議を開きます。 

────────────・────・──────────── 

日程第２０．議案第２５号 

日程第２１．議案第２６号 

日程第２２．議案第２７号 

日程第２３．議案第２８号 

日程第２４．議案第２９号 

日程第２５．議案第３０号 

日程第２６．議案第３１号 

日程第２７．議案第３２号 

日程第２８．議案第３３号 

日程第２９．議案第３４号 

日程第３０．議案第３５号 

日程第３１．議案第３６号 

日程第３２．議案第３７号 

日程第３３．議案第３８号 

○議長（荒川 政義君）  日程第２０、議案第２５号周防大島町役場の位置を定める条例等の一部

改正についてから、日程第３３、議案第３８号周防大島町営住宅及び一般住宅条例の一部改正に

ついてまでの１４議案を一括上程し、これを議題とします。 

 補足説明を求めます。岡村副町長。 

○副町長（岡村 春雄君）  それでは、議案第２５号から議案第３８号までにつきまして、一括し

て補足説明をいたします。 

 まず、議案第２５号周防大島町役場の位置を定める条例等の一部改正についてであります。 

 周防大島町役場東和庁舎につきましては、現在、東和総合センター横へ移転することとし整備

を進めておりまして、その移転に伴い、移転に関する周防大島町役場の位置を定める条例、周防

大島町総合支所及び出張所設置条例、及び、周防大島町防災行政無線放送施設の設置及び管理に

関する条例の一部を改正するものであります。 

 なお、附則として、この条例の施行日を平成３０年４月１日からとしております。 

 次に、議案第２６号周防大島町行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に

関する法律に基づく個人番号の利用に関する条例の一部改正についてであります。 

 山口県からの自立支援医療の精神通院医療における所得区分算定の権限移譲に伴い、平成



- 71 - 

３０年４月より周防大島町にて、この医療の所得区分算定を実施できるよう、条例の一部を改正

するものであります。 

 現在、申請者には、所得区分算定のために年金証書等の写しの添付をお願いしておりますが、

この条例改正により、申請時に個人番号の記載があれば周防大島町が年金給付に関する情報を直

接日本年金機構から得られるため、申請時の年金証書等の写しの添付が省略でき、より迅速に所

得区分の算定及び受給者証の発行が可能となるものであります。 

 なお、附則として、この条例の施行日を平成３０年４月１日からとしております。 

 続いて、議案第２７号周防大島町報酬及び費用弁償条例の一部改正についてであります。 

 農業委員会等に関する法律（昭和２６年法律第８８号）の一部が改正され、農業委員会の必須

事務が、それまでの農地法に基づく事務に加え、担い手への農地集積・集約化、遊休農地の発生

防止・解消、新規参入の促進等という、農地利用の最適化の推進に関する事務が新たに必須事務

として位置づけられました。これを受けて、農業委員会による農地利用の最適化に向けた積極的

な活動を推進することを目的として、国が農地利用最適化交付金を創設したところでございます。 

 このたびの条例の一部改正では、国の農地利用最適化交付金事業を活用して、新たに必須とな

った事務への活動及び成果の実績に応じた農業委員会委員の報酬の上乗せ措置を可能とするため、

地方自治法第２０３条の２第４項に基づき、周防大島町報酬条例及び費用弁償条例の一部を改正

しようとするものでございます。 

 農地利用最適化交付金事業の実施主体は、新制度に移行した農業委員会が対象となり、交付の

対象となる期間は、事業実施年度の４月１日から翌年の３月３１日までとなっております。 

 昨年末時点で、全国では６４.３％の農業委員会が報酬条例の整備済み、または整備予定とい

う状況でございましたが、山口県内での条例の整備状況は２５％にとどまっており、速やかに条

例の整備を行うよう国、県から求められているところであります。 

 本町の農業生産力の増進、経営合理化のためには農地利用の最適化を一層推進する必要があり、

農地利用最適化交付金事業を活用してその推進に資するため、条例の改正を提案する次第でござ

います。 

 なお、この条例は、平成３０年４月１日から施行しようとするものでございます。 

 続いて、議案第２８号周防大島町一般職の職員の給与に関する条例の一部改正についてであり

ます。 

 山口県人事委員会は、昨年の１０月１８日に一般職の給与等について勧告を行い、山口県はこ

れを受け、勧告どおり平成３０年度の諸手当の見直しを行いますが、当町におきましても同様に

人事委員会勧告に沿った条例の改正をしようとするものでございます。 

 それでは、改正の要点につきましては、逐条に沿って御説明申し上げます。 
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 まず、扶養手当の見直しでございますが、第８条の関係規定を改正するもので、配偶者に係る

手当の月額を６,５００円に引き下げ、子に係る手当の月額を１万円に引き上げるとともに、職

員に配偶者がない場合の扶養親族１人に係る月額手当である１万１,０００円を廃止するもので

ございます。 

 なお、職員に配偶者がない場合の扶養親族に係る手当を廃止することに伴い、同条第４項を削

りますので、第５項及び第６項については、１項ずつ繰り上がるものでございます。 

 第９条第１項については、第８条で削った配偶者がない場合の扶養親族に係る手当の廃止に係

る規定を削り、第２項については、第１項と同様に廃止規定を削るもの及び規定の体裁の修正を

し、第３項前段については、同項に規定する規定を号建てするもので、同項後段は第１項と同様

に廃止規定を削るものでございます。 

 次に、通勤手当の見直しでございますが、第１０条第２項中の手当の上限額について改正を行

うものでございます。第１号においては、交通機関等を利用し運賃等を負担とすることを常例と

する職員への月額の上限を７万円に引き上げ、第２号において、自動車等を使用することを常例

とする職員への月額の上限を２万５,１００円に引き下げ、第３号においては、交通機関等と自

動車等を併用することを常例とする職員への月額の上限を７万円に引き上げるものでございます。 

 なお、附則第１項は施行期日を定めるもので、平成３０年４月１日から施行するものでござい

ます。 

 附則第２項は、扶養手当に関する特例としまして、平成３０年度においては、配偶者に係る手

当の月額６,５００円とあるのは１万円とし、子に係る手当の月額１万円とあるのは８,５００円

とし、職員に配偶者がない場合の扶養親族１人に係る月額手当の１万１,０００円の廃止につい

ては、子にあっては１万円、子以外の扶養親族は９,０００円を支給しようとするもので、受給

者の影響を鑑み、段階的に制度の改正をしようとするものでございます。 

 今回の改正による年間の影響額でございますが、扶養手当及び通勤手当を合わせ約９００万円

の減額となる見込みでございます。 

 続いて、議案第２９号周防大島町国民健康保険税条例の一部改正についてであります。 

 本議案は、地方税法及び航空機燃料譲与税法の一部を改正する法律（平成２９年法律第２号）

が平成２９年３月２７日に成立し、国民健康保険における財政責任主体が都道府県になることに

伴う国民健康保険税の改正部分については、平成３０年４月１日から施行されることに伴い、周

防大島町国民健康保険税条例の一部改正をするものでございます。 

 それでは、改正内容につきまして、新旧対照表により御説明させていただきます。 

 ４５ページ上段、第２条課税額についてでありますが、これは法律改正にあわせて改正するも

ので、課税額の定義の変更をするものでございます。 
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 なお、この条例は、平成３０年４月１日から施行しようとするものであります。 

 ただし、この条例による改正後の周防大島町国民健康保険税条例の規定は、平成３０年度以降

の年度分の国民健康保険税について適用し、平成２９年度分までの国民健康保険税については、

なお従前の例によるものといたします。 

 続いて、議案第３０号周防大島町大島文化センターの設置及び管理に関する条例の一部改正に

ついてであります。 

 平成１６年１０月の合併時、大島文化センターに８名の職員を配属いたしましたが、１階事務

室には職員が入り切れないため、２階の旧研修室３を事務所として使用し、現在に至っていると

ころでございます。 

 平成３０年度の社会教育課の再編に伴いまして、事務所を１階事務室に移し、これまで事務所

として使用していた部屋を研修室３として住民の方々に使用していただくことを計画しておりま

す。使用料は、別表のとおりでございます。他の研修室同様、旧大島町当時の額に消費税率を乗

じた額を設定しております。 

 なお、この条例は、平成３０年４月１日から施行しようとするものでございます。 

 続いて、議案第３１号周防大島町Ｂ＆Ｇ海洋センターの設置及び管理運営に関する条例の一部

改正についてであります。 

 周防大島町Ｂ＆Ｇ海洋センター体育館は、昭和５８年のオープン以来、３４年が経過していま

すが、現行の使用環境の改善や災害時の避難所としての機能向上を目指して、今年度、実施設計

等業務委託費４４２万８,０００円、工事費約４,３９０万円で空調設備を設置したところでござ

います。 

 これに伴いまして、冷暖房機能が追加となりますので、当該施設の冷暖房設備使用料を定める

ことにつきまして、条例の一部を改正しようとするものであります。 

 なお、附則として、この条例は平成３０年４月１日から施行することとしております。 

 続いて、議案第３２号周防大島町後期高齢者医療に関する条例の一部改正についてであります。 

 このたびの改正は、平成３０年４月１日より、持続可能な医療保険制度を構築するための国民

健康保険法等の一部を改正する法律（平成２７年法律第３１号）が施行され、高齢者の医療の確

保に関する法律（昭和５７年法律第８０号）第５５条の２の規定が新設されます。これに伴い、

国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）の規定により、住所地特例の適用を受けて従前の

住所地の市町村の被保険者とされている者が後期高齢者医療制度に加入した場合には、当該住所

地特例の適用を引き継ぎ、従前の住所地の後期高齢者医療広域連合の被保険者となることとなり

ます。このため、周防大島町が行う後期高齢者医療の事務の規定中、対象となる被保険者を新た

に加える必要があることから、周防大島町後期高齢者医療に関する条例の一部改正をするもので
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ございます。 

 それでは、新旧対照表に基づいて御説明いたします。５４ページをお願いいたします。 

 条例第３条の保険料を徴収すべき被保険者につきましては、法律改正にあわせ、対象となる被

保険者を新たに加えるものでございます。 

 附則第２項及び第３項は、時限的措置であり、既にその目的を達成しているため削除し、附則

第４項を第２項とするものでございます。 

 なお、この条例は、平成３０年４月１日から施行しようとするものでございます。 

 続いて、議案第３３号周防大島町介護保険条例の一部改正についてであります。 

 今回の改正は、第７期介護保険事業計画に基づき、平成３０年度から平成３２年度までの第

１号被保険者保険料率の改定に伴い、周防大島町介護保険条例の一部を改正しようとするもので

あります。 

 なお、このたびの介護保険料の改正は、平成２９年度末で町の介護給付費準備基金残高が１億

円程度見込まれること、また、介護報酬が平成３０年度から０.５４％引き上げられること、平

成３１年１０月に消費税が８％から１０％に引き上げられる予定であること、さらに、第７期の

第１号被保険者の保険料の負担割合が２２％から２３％に引き上げられ、また、第２号被保険者

の負担割合が２８％から２７％に引き下げられること、さらに、町長が行政報告で申し上げまし

た看護小規模多機能型居宅介護を新たなサービスとして実施すること等を総合的に勘案し、基準

額を月額５,５００円から５,９５０円に改定するもので、率にして８.２％の増としております。 

 それでは、５８ページの新旧対照表に基づいて御説明いたします。 

 第４条第１項は、保険料率について規定したものであります。 

 現行の平成２７年度から平成２９年度までとあるものを、平成３０年度から平成３２年度まで

と改正するものであり、第１号から第９号までの各号では、介護保険施行令に基づき、所得段階

に応じた保険料の額を定めております。 

 第１号は、保険料区分の第１段階として、現行の３万３,０００円を３万５,７００円に改正す

るもので、基準額の７万１,４００円に０.５を乗じたものになります。 

 なお、第４条第２項の規定に基づき、第１段階の保険料は、平成３０年度から平成３２年度ま

では、消費税による公費を投入して低所得者の保険料の軽減を行い、保険料率を０.５から

０.４５とすることとし、３万２,１３０円となります。 

 第２号は、第２段階として、４万９,５００円を５万３,５５０円に改正するもので、基準額に

対する割合は０.７５となります。 

 第３号は、第３段階として、４万９,５００円を５万３,５５０円に改正するもので、基準額に

対する割合は０.７５となります。 
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 なお、第２段階と第３段階の保険料額・率が同額となっているのは、平成２６年度に施行され

た医療介護総合確保推進法による介護保険法の改正で、平成２７年４月から消費税による公費を

投入して、第１段階から第３段階までの保険料の軽減を行う仕組みを設けることとしていたとこ

ろを、消費税１０％の引き上げが平成２９年４月まで延期され、さらに平成３１年１０月まで再

延期されたことに伴い、介護保険施行令で第１段階のみが軽減の対象とされたことによるもので

あります。 

 第４号は、第４段階として、５万９,４００円を６万４,２６０円に改正するもので、基準額に

対する割合は０.９となります。 

 第５号は、第５段階として、６万６,０００円を７万１,４００円に改正するもので、基準額に

対する割合は１.００で月額５,９５０円となり、この額が基準額となります。 

 第６号は、第６段階として、７万９,２００円を８万５,６８０円に改正するもので、基準額に

対する割合は１.２０であります。 

 第７号は、第７段階として、８万５,８００円を９万２,８２０円に改正するもので、基準額に

対する割合は１.３０であります。 

 第８号は、第８段階として、９万９,０００円を１０万７,１００円に改正するもので、基準額

に対する割合は１.５０であります。 

 第９号は、第９段階として、１１万２,２００円を１２万１,３８０円に改正するもので、基準

額に対する割合は１.７０であります。 

 第４条第２項の規定は、先ほど御説明いたしましたとおり、消費税を活用した低所得者の介護

保険料の軽減強化として、第１段階の保険料２万９,７００円を３万２,１３０円に改めるもので

あります。 

 なお、消費税の８％から１０％への増税が平成３１年１０月に予定されていますが、現段階に

おいては、介護保険施行令の改正が行われていないことから、適用の期間を平成３０年度から平

成３２年度とするものであります。 

 第１６条の罰則規定は、地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正する

法律の施行に伴い、対象者が改正されたことにより、第１号被保険者を被保険者に改めるもので

あります。 

 附則において、この条例は公布の日から施行するものとし、第２項で経過措置として、改正後

の周防大島町介護保険条例第４条第１項の規定は、平成３０年度以降の年度分の保険料から適用

し、平成２９年度以前の年度分の保険料については、なお、従前の例によるものとしております。 

 また、第３項では、改正後の周防大島町介護保険条例第４条第２項の規定は、平成３０年度以

後の年度分の保険料から適用し、平成２７年度から平成２９年度までの各年度の保険料は２万
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９,７００円としております。 

 なお、本条例の改正に際しましては、介護保険運営審議会及び高齢者保健福祉推進会議の承認

を得ていることを申し上げ、議案第３３号の補足説明とさせていただきます。 

 議案第３４号から議案第３６号までの３議案につきましては、改正の趣旨が同様でありますの

で、まずその内容について御説明を申し上げ、それぞれの議案については、そのあとに説明をさ

せていただきます。 

 指定介護予防支援、指定地域密着型サービス及び指定地域密着型介護予防サービスの運営基準

等については、介護保険法の規定により、厚生労働省令を基準として市町村条例で定めることと

されており、この基準を満たす指定事業者が、指定地域密着型サービス等を提供することとされ

ております。 

 このたびの改正は、町長が行政報告の中で申し上げましたが、平成２９年６月２日に公布され

た地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正する法律における介護保険法

の改正に伴い、地域共生社会の実現に向けた取り組みを推進するため、新たに共生型サービスを

創設し、平成３０年４月１日から、児童福祉法や障害者総合支援法の指定を受けている事業者も、

市町村条例の基準を満たせば、共生型サービスとして介護保険サービスを提供できることとなる

ものであります。 

 また、日常的な医学管理や看取り、ターミナル等の機能と生活施設としての機能を兼ね備えた

新たな介護保険施設として、介護療養型医療施設を引き継ぐ形で介護医療院を創設したことによ

るものであります。 

 なお、介護医療院の創設は、平成３０年４月１日に施行されるのに対し、介護療養型医療施設

は、現行法では平成３０年３月３１日に廃止されることになりますが、介護医療院への転換に準

備期間が必要であることから、６年間の経過措置が設けられております。 

 この共生型サービスや介護医療院等に関する基準等について見直しが行われ、厚生労働省令で

ある、指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準、及び、指定地域密着

型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る

介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等が改正され、平成３０年４月１日付で施行

される予定となっております。 

 さらに、国では、社会保障審議会介護給付費分科会の審議を踏まえ、３年に１度、定期的な介

護保険制度の見直しを実施しておりますが、平成３０年度に向けて、この共生型サービスや介護

医療院等に関する基準等について見直しが行われ、厚生労働省令である、指定介護予防支援等の

事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関

する基準、指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準、及び、指定地域
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密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに

係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準が改正され、平成３０年４月１日付で施

行されることとなっております。 

 これら３つの厚生労働省令の改正を受け、本町の条例についても一部改正を行うものでありま

す。 

 なお、３つの省令は、官報で１５０ページを超える改正であり、全てを説明することは大変困

難でありますので、各議案の補足説明は、条例改正部分のみとさせていただきますので、御了承

いただきますようお願いいたします。 

 それでは、議案第３４号周防大島町指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護

予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例の一部改正に

ついて補足説明をいたします。 

 第４条第４項については、共生型サービスの創設に伴い、障害福祉サービスを利用してきた障

害者が介護保険サービスを利用する場合、ケアマネジャーと障害福祉制度の相談支援専門員との

密接な連携を促進するため、指定居宅介護支援事業者が特定相談支援事業者との連携に努める必

要がある旨を明確にするための改正であります。 

 第７条第２項については、公正中立なケアマネジメントの確保のため、利用者は、ケアプラン

に位置づける居宅サービス事業所について、複数の事業所の紹介を求めることが可能であること

等を説明することを義務づける旨を規定したものであります。 

 また、第７条第２項の次に第３項として新たな項を加え、入院時における医療機関との連携促

進の観点から、居宅介護支援の提供の開始にあたり、利用者等に対して、入院時に担当ケアマネ

ジャーの氏名等を入院先医療機関に提供するよう義務づける旨を規定しております。 

 なお、新たに３項が追加されたことにより、第４項から第７項までが１項ずつ繰り下げられる

ことに伴い、所要の改正を行っております。 

 第３１条第２項については、記録の保存を国の基準は２年間でありますが、介護給付費等の請

求に係る時効が５年であるため、これは町独自の基準といたしまして、５年間に改正しておりま

す。 

 第３３条第９号については、サービス担当者会議へ利用者及びその家族の参加を基本とするこ

とを加え、第１４号の２として、利用者の口腔に関する問題や服薬状況、ケアマネジャーが把握

した利用者の状態等について、主治医に必要な情報を伝達することを義務づける旨を新たに規定

しております。 

 また第２１号の２として、利用者が医療系サービスを希望している場合は、利用者の同意を得

て主治医に意見を求めることとされていますが、この意見を求めた主治医に対し、ケアプランを
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交付することを義務づける旨を新たに規定しております。 

 附則において、この条例は公布の日から施行するものとしております。 

 次に、議案第３５号周防大島町指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する

基準等を定める条例の一部を改正する条例についてであります。 

 まず、目次第３章の２では、条の追加に伴う改正を行っております。 

 第１条趣旨では、共生型地域密着型サービスの特例を定めた第７８条の２の２第１項を加える

ものであります。 

 第２条では、用語の定義に共生型地域密着型サービスを規定するため、新たな号を加えており

ます。 

 第３条では、町長が行政報告で申し上げました看護小規模多機能型居宅介護は、在宅医療と介

護サービスが一体的に提供され、多くの効果が可視化される状況ではありますが、なかなか全国

的な普及が進まないことから、サービス供給量を増やすため、指定事業者に有床診療所──ベッ

ドが１９床以下の診療所のことを指しますが、この有床診療所の参入を進める旨の改正でありま

す。 

 第４条では、地域密着型サービス事業者が連携するものを市町村に改めるものであります。 

 第１７条の６の次に２条を加え、第１７条の７から１７条の１１までを２条ずつ繰り下げ、第

１７条の７として、共生型地域密着型通所介護の基準を規定しております。 

 その内容は、共生型地域密着型通所介護については、障害福祉制度における生活介護、自立訓

練、児童発達支援または放課後等デイサービスの指定を受けた事業所であれば、共生型通所介護

の指定が受けられるものとする基準として、従業員の員数及び技術的支援等を規定しております。 

 第１７条の８は、共生型地域密着型通所介護の準用規定を加えております。 

 第１９条第１項、第２９条第１項及び第３７条第１項は、従業者、代表者等の資格に、介護医

療院を加えるものであります。 

 第６３条については、第３条の改正規定で御説明いたしました看護小規模多機能型居宅介護の

サービス供給量の観点から、サテライト型事業所を創設し、新たな基準として、管理者は、本体

事業所との兼務を認める旨を規定しております。 

 第６４条については、看護小規模多機能居宅介護事業者の代表者資格に、介護医療院を加えて

おります。 

 第６６条は、看護小規模多機能居宅介護事業の準用規定であります。 

 なお、附則として、この条例は、公布の日から施行するとしております。 

 続いて、議案３６号周防大島町指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営

並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基
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準等を定める条例の一部改正についてであります。 

 第２条については、地域密着型介護予防サービスを規定した介護保険法の第８条の項ずれに伴

う改正であります。 

 第５条については、認知症を規定した条項を第５条の２第１項に改めるものであります。 

 第６条第１項、第１９条第１項及び第２７条第１項については、各施設の従業者、代表者の資

格に介護医療院を加えるものであります。 

 附則において、この条例は、公布の日から施行するものであります。 

 以上が、議案第３４号から議案第３６号までの補足説明でございます。 

 続いて、議案第３７号周防大島町公共下水道設置及び管理条例等の一部改正についてでありま

す。 

 現行の排水設備指定工事店の指定制度におきましては、各市町は指定業者の全てを直接管理し

ておりますが、複数の市町で営業する業者に対しては、当該複数の市町間での管理事務の重複や

遠方に営業所を有する業者の実態把握が難しいことが見受けられます。 

 これらの事務軽減のため、平成２８年３月３０日に締結した広島市と連携中枢都市圏形成に係

る連携協約を受け、連携協約参加市町で排水設備指定工事店の広域運用について協議を重ねてま

いりましたが、ことしの１月１０日付で、広島市から排水設備指定工事店の指定制度の広域運用

の内容等について確認があり、本町としては異議がない旨の回答をしたところでございます。 

 この広域運用により、各市町は、指定業者のうち、それぞれの市町内に営業所を有するものの

みを直接管理し、地元業者以外の指定業者については、業者の営業所の所在地を管轄する市町か

ら必要な情報の提供を受けて管理することで、管理事務の重複の軽減や指定制度の広域的運用が

可能となります。 

 それでは、その内容につきまして御説明いたします。 

 議案つづりの７８ページをお願いいたします。 

 第１条の公共下水道設置及び管理条例、第８条第１項第３号、第２条の農業集落排水処理施設

設置及び管理条例及び第３条の漁業集落排水処理施設設置及び管理条例、第１１条第１項第３号

の一部改正では、指定工事店の指定基準要件の１つとして、山口県内に営業所がある者に、今回

の条例改正にあわせて改正する周防大島町排水設備指定工事店規則の別表に掲げる、広島県の連

携協約参加市町に営業所がある者を追加するものでございます。 

 なお、附則として、本条例の施行日を平成３０年７月１日からとしております。 

 最後になりますが、議案第３８号周防大島町営住宅及び一般住宅条例の一部改正についてであ

ります。 

 本案は、政策空き家となっている町営住宅を用途廃止しようとするものであります。 
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 町営住宅の用途廃止につきましては、議案つづり８２ページの資料のとおり、政策空き家とな

っている町営住宅の赤松住宅２戸と一般住宅の大泊住宅１戸を用途廃止しようとするものであり、

今回の改正によりまして、町営住宅等の総管理戸数は、３戸減の６７９戸となります。 

 なお、附則として、この条例の施行日を平成３０年４月１日からとしております。 

 以上が、議案第２５号から議案第３８号までの補足説明であります。何とぞ慎重なる御審議の

上、御議決を賜りますようよろしくお願いいたします。 

○議長（荒川 政義君）  説明が終わりましたので、これから質疑に入ります。質疑は議案ごとに

行います。 

 議案第２５号周防大島町役場の位置を定める条例等の一部改正について、質疑はございません

か。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、質疑を終結します。 

 議案第２６号周防大島町行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する

法律に基づく個人番号の利用に関する条例の一部改正について、質疑はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、質疑を終結します。 

 議案第２７号周防大島町報酬及び費用弁償条例の一部改正について、質疑はございませんか。

田中議員。 

○議員（５番 田中 豊文君）  ３点ほどお尋ねをいたします。 

 まず、この能率給の支給額というのは、７０万２,９３３円以内ということになっていますが、

これはどういう方法で定めるのか、どれぐらいの水準になるのか、これが限度額でしょうから、

大体どれぐらいの水準になるのか教えてください。それと、７０万２,９３３円という限度額と

いうのは、どういう根拠で定められたものか。 

 それともう一つ、最適化委員というのは、現場に出ていろいろ仕事をされるから能率給という

のが適用されるというのもわからないでもないですけど、農業委員の仕事というのは、これまで

とどう変わるのか。それと、この報酬が想定する活動というのはどの程度のものなのか、その辺

を御説明をいただけたらと思います。 

○議長（荒川 政義君）  池元産業建設部長。 

○産業建設部長（池元 恭司君）  それでは、田中議員さんの農業委員会の委員報酬についての御

質問にお答えいたします。 

 まず、議案で能率給というふうに書いてありまして、７０万２,９３３円という数字を上げて

おります。この根拠でございますが、ここに書いてありますように、町長が別に定める額という
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ふうに、町長に委任をしております。ということで、この一部改正が御議決いただけましたら、

周防大島町農業委員会の委員等の報酬の支給に関する規則を制定する予定としております。 

 現在、この規則についてもありますが、たたき台程度のものは案としてつくっております。こ

の案により説明をしたいと思います。 

 この報酬の額は、能率給として活動実績割と成果実績割の２つに分けております。 

 まず、活動実績では、規則第３条としておりますが、農地利用最適化業務日誌の委員等ごと

に──委員というのは農業委員と適正化委員さんのことを指しています──ごとの報告日数に

５,０００円を乗じた金額。なお、１日の活動時間が４時間に満たない場合は２分の１を日数と

して報告日数を計算します。この算定額が７万２,０００円を超えた場合は７万２,０００円とし、

委員等が年度途中で就任または退任した場合は７万２,０００円を在職日数に応じて日割り計算

した額としております。 

 次に、成果実績割の計算式でございます。これについては、国の事務次官通達により、農地利

用最適化交付金事業実施要綱第３の２に定める成果主義に応じた交付金の交付額を委員等全員の

延べ日数、在職日数で除し、というような計算式により額を定めることとしております。このこ

とをもとに計算をしますと、先ほど申しました、まず活動実績交付金というのは、その国の要綱

に基づき、農業委員及び推進委員の人数掛ける６,０００円掛ける１２月となります。これを計

算しますと、活動実績交付金は２５２万円となります。これを年、１人月６,０００円となり、

７万２,０００円を上限としておりますので、活動実績の７万２,０００円がまず１つあります。 

 次に、成果実績のことでございますが、成果実績の計算式につきましては、農業委員及び推進

委員の人数掛ける１万４,０００円掛ける１２月掛ける別添による評価点の合計割る９という計

算式でございます。この評価点というのが、またいろいろ国の要綱にございまして、それが

２６になります。この式にあてはめますと、農業委員、適正化委員、３５人掛ける１万４,０００円

掛ける１２月掛ける（２６割る９）で１,６９８万６,６６６円となります。先ほどの７万

２,０００円と、この１人当たりの最大年額４８万５,３３０円を足しますと、それに今度、成果

実績のほうで各委員さんの活動日数をまず出します。ある委員さんは年間３６５日のうちに

２００日出ます。出ない人は５０日ですということで、その活動日数によって上位の３分の１と

下位の３分の１と、あと真ん中の方がおります。その方に、上位の３人は１.３を掛けます。下

位の方はコンマ７を掛けます。 

○議長（荒川 政義君）  部長、もっと簡潔に答えて。そんとなこと求めていないよ。（「どうし

ましょうか」「大体、標準額はどのぐらいになるんかね」と呼ぶ者あり） 

○産業建設部長（池元 恭司君）  それをですね、この２７年度の実績でやりますと大体１人

３５万円程度の実績活動になります。数字の根拠と言われたので、その根拠を今説明していたん
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ですけど、済いません。 

 次に、農業委員さんと適正化委員さんの話ですが、農業委員会は、農地の利用の最適化の推進

に熱意と識見を有する者から農地利用最適化推進委員を委嘱して、農地集積達成度とか遊休を解

消することを推進していくのが推進委員さんで、農業委員さんは法的な農地法に基づく法の適用

を審査するのが農業委員さんの役割となっております。 

 それで答弁いいですか。とりあえず、はい。一旦これで答弁いたしました。 

○議長（荒川 政義君）  田中議員。 

○議員（５番 田中 豊文君）  よくわかりませんでしたが、要するに３５万円ぐらいが能率給で

支給されるということが想定されるということのようだったんですが、結局、今までとどのよう

に仕事が変わるのか、変わらないのか。変わらないのであれば、例えば今、基本給で２１万円な

り１８万７,０００円というのが年間あると。能率給ですから、実績に応じてというところがあ

るんでしょうけど、３０万円なりの金額が加算されるということですよね。であれば、やっぱり

ほかの委員さんもいろいろ報酬が決まっていますが、そういう委員さんと比べてバランスという

のもある程度考慮せないけんのんじゃないかなという気がするんですが、この点、５０万円ぐら

いに年間なるわけですが、そこでどういうふうに今までと仕事が変わって、この能率給が支給さ

れるのかというところを説明してほしかったんです。 

○議長（荒川 政義君）  池元産業建設部長。 

○産業建設部長（池元 恭司君）  理由としたら、先ほど副町長のほうの補足説明のとおりではご

ざいますが、まず、そもそもの話となると、国の農林水産省のほうの施策になろうかと思います。

成長戦略の主要課題として農業改革を打ち出したことにより、平成２６年の規制改革国民会議の

答申に基づいた農業委員会等に関する法律の改正法案が８月２８日に可決し、同年９月４日に公

布されたところです。 

 それをもとに、本町の農業委員会については、条例改正が２８年４月１日に施行され、その委

員の選任についても平成２９年６月の定例会にて同意を得たところでございます。その法改正に

より、農地利用の最適化事務は農業委員の必須事務として積極的に取り組んでいくことが強固に

位置づけられました。結局、その中で能率主義を国のほうの施策として、各自治体のほうに要請

があって今回の費用弁償条例の改正に至ったところでございます。 

 他の委員については、ちょっと私の知るところではございませんので、産業建設部としたら、

国の方針に基づいて一部改正を行ったということでございます。（発言する者あり） 

○議長（荒川 政義君）  ちょっと待って、質疑が終わるまでもう一回ある。田中議員。 

○議員（５番 田中 豊文君）  条例ですから、この７０万２,９３３円というのが、これは町で

決めるわけですよね。だから、その金額を決めるその根拠というのが、どういうふうに導き出さ
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れているのか。それが適正なのかどうかというのはやっぱり、ほかの委員のことは所管じゃない

からしようがないでしょうけど、ただそのバランスというのは考えなきゃいけないんじゃないか

と。それが固定されたら最低限のこの金額を定めなきゃいけないというんであれば仕方ありませ

んけど、じゃあその金額の根拠は何かということを教えていただきたいのと、もう一つは、最適

化委員というのは、今、実際に何名いらっしゃるのでしょうか。教えてください。 

○議長（荒川 政義君）  池元産業建設部長。 

○産業建設部長（池元 恭司君）  最適化委員については現在２１名、農業委員については１４名

でございます。もし、議長さんの同意があれば資料等も今準備しますので、その説明をもってま

たしたいと思います。 

○議長（荒川 政義君）  暫時休憩をします。 

午後４時28分休憩 

……………………………………………………………………………… 

午後４時46分再開 

○議長（荒川 政義君）  休憩前に引き続き会議を開きます。 

 先ほどの費用弁償等についての資料は、今お手元に配付してあるとおりです。これ全部で３枚

ある。また、これについて質疑がございましたら、産業建設部のほうにぜひお問い合わせくださ

い。 

 お諮りいたします。本日の会議は５時を過ぎると予想されますので延会をいたしたいと思いま

すが、御異議ございませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  異議なしと認めます。よって、本日は延会することに決定しました。 

 それと、本会議終了後に全員協議会を予定しておりましたが、これは２０日の日の午後１時半

から全員協議会をすることに振り替えます。２０日の１時半からに振り替えたいというふうに思

っておりますので、よろしくお願いをいたします。（発言する者あり） 

 ごめんなさい。今の、延会じゃなくて延長することにいたしたいと思います。申しわけござい

ません。延長です。延会ではございません。 

 議案第２８号周防大島町一般職の職員の給与に関する条例の一部改正について、質疑はござい

ませんか。吉田議員。 

○議員（６番 吉田 芳春君）  このたびの改正で、今の扶養手当と通勤手当、これは県の人事委

員会に準じての改正というふうに理解してよろしいのでしょうか。それで、国のほうの人事委員

会とイコールというふうに考えてよろしいのか、その辺説明していただきたいと思います。 

○議長（荒川 政義君）  岡本総務課長。 
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○総務課長（岡本 義雄君）  失礼します。吉田議員さんの御質問にお答えいたします。 

 本町の場合は、御指摘のとおり山口県の人事院勧告に準じております。同額でございます。国

においては、扶養手当においては同額でございますが、国は平成２９年度から実施をしておりま

す。 

 以上でございます。 

○議長（荒川 政義君）  ほかに質疑はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、質疑を終結します。 

 議案第２９号周防大島町国民健康保険税条例の一部改正について、質疑はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、質疑を終結します。 

 議案第３０号周防大島町大島文化センターの設置及び管理に関する条例の一部改正について、

質疑はございませんか。田中議員。 

○議員（５番 田中 豊文君）  まず、ちょっと細かい話で済みません。新旧対照表の原稿のほう

に空欄になっている表があるんですが、これは現行条例を確認したら空欄にはなっていないんで

すけど、どういうことでしょうか。 

 それと、空調料金の件なんですが、昨年の第２回の定例会で空調料金の統一について前向きな

答弁があったと思いますが、これをほかの同様の施設、総合センターと名がつくものの空調使用

料を見ると時間当たり２１０円、一番安いとこで５０円から一番高いとこで３１０円というのが

ありますが、これは使用料の５割という決め方となっていて、ちょっと整合性がどうなのかなと

いうところがありますが、この点について説明をいただきたいのと、あと……、まあちょっと以

上２点お願いします。 

○議長（荒川 政義君）  永田教育次長。 

○教育次長（永田 広幸君）  失礼します。新旧対照表の空欄については、ここの部分が変わると

いうとこの明示をしたというところで御理解をいただければと思います。 

 あと、空調料金の統一につきましては、６月議会であったかと思いますが、田中議員さんから

の御指摘を受けまして、今現在いろいろ担当課のほうで資料を集めて比べたりというとこの表を

つくったりというところを進めているところでございますが、現状まだどのようにするかという

方針を検討する段階まで至っておりません。大変申しわけございません。 

○議長（荒川 政義君）  藤井社会教育課長。 

○社会教育課長（藤井 郁男君）  失礼します。田中議員さんの御質問に対しまして、今、次長の

ほうが申し上げましたように現在のところまだ調整はとれておりません。それで、空調料金と貸
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し館の部屋の料金等も含めて考えておりまして、現在はその料金の統一というところまで至って

おりませんが、今後、統一について協議してしっかりと答えを出していきたいと思います。 

○議長（荒川 政義君）  田中議員。 

○議員（５番 田中 豊文君）  統一について御検討よろしくお願いしたいと思いますが、もう一

つ、ここへ夜間時間というのがあります。夜間は午後５時から午後１０時までというのがあるん

ですが、この時間というか、単価設定がこの場合は、昼間は１時間当たり５４０円とかなってい

ますが、夜はこれ一定額ということだと思うんですが、５時から１０時まで１時間使おうが４時

間使おうが３,９９０円ということだと思うんですが、これもほかの施設と比べると昼夜同じ時

間単価のとこもあれば、昼夜一定額のとこもあるし、夜間は２割り増しというところもありまし

て、まあばらばらということと。 

 それと、まあ不思議なんですが、夜間の定義も大島ここも含めて、久賀、橘は１７時から

２２時となっているんですが、東和は４月から９月が１８時３０分から６時まで、１０月から

３月が１７時３０分から６時３０分と非常に細かく分けられている。まあ、同じ町内で夜の時間

設定が違うというのもちょっと問題ではないかなと思いますが、その辺も含めて御検討していた

だけるということでよろしいでしょうか。 

○議長（荒川 政義君）  椎木町長。 

○町長（椎木  巧君）  昨年の６月でしたか、貸し館とかまたほかの施設もありますが、単価の

統一ができていないと、貸し館の統一ができない。今おっしゃられた、御質問がありました夜間

の時間の問題もそうなんですが、実は、合併時に旧町にあった条例をそのまま引き継いだという

形になっておりますんで、そこまで統一性が図られていないということでありまして、そのこと

については教育委員会だけではなくて、他の貸し部屋とか貸し館とかの施設も含めて、できるだ

け統一性を図っていこうということで指示は出しております。 

 合併からもう既に１３年もたっているのにまだかということにも御指摘があろうと思いますが、

今回この議案第３０号でやっているとこは、そのような統一性を図るための改正ではなくて、研

修室３を旧大島町にあった条例をそのまま持ってきて消費税を改正したということだけでござい

ますんで、今、教育委員会も含めてそのような、できるだけの統一というのはなかなか難しいと

思うんですが、根拠、例えば面積とか、時間とか、出す根拠について統一性を図っていこうとい

うことは指示をいたしておりますので、もう少し時間をいただきたいと思っております。 

○議長（荒川 政義君）  いいですか。（「はい」と呼ぶ者あり）質疑を終結します。 

 議案第３１号周防大島町Ｂ＆Ｇ海洋センターの設置及び管理運営に関する条例の一部改正につ

いて、質疑はございませんか。吉村議員。 

○議員（３番 吉村  忍君）  私から３点ほど質問いたします。 
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 先ほどの田中議員と重複するとこがあるかと思うんですが、あらかじめ担当部署には通告とい

うか相談をしておるところなので、質問をさせていただきます。 

 まず、体育館アリーナ冷暖房使用料１時間当たり１,５８０円ということですが、この

１,５８０円の根拠を教えてください。 

 ２番目に、町外のある冷暖房施設がついた体育館では、予約した使用開始時間に冷暖房がきい

た状態で使用できるということになっております。このＢ＆Ｇに関しては、管理はどのようにさ

れていくのか決まりがあれば教えてください。 

 ３点目に、関連しまして、以前、久賀中学校の体育館の冷房を使用させていただきたいと問い

合わせたところ、１時間当たり、特に取り決めはないということだったんですが、２,０００円

ほどくださいということでした。この２,０００円、今後、久賀中学校使用する場合にどうなの

か、重複するかと思いますが一応質問をさせていただきます。お願いします。 

○議長（荒川 政義君）  永田教育次長。 

○教育次長（永田 広幸君）  まず、１点目の１,５８０円の根拠ということでございますが、こ

ちらはＢ＆Ｇ海洋センターの空調を動かすための熱源といいますか、燃料といいますか、こちら

につきましてはＬＰＧガスと電気、電力を使っております。ただし電力に関しましては、非常時

につきましては予備の発電機ということにはなりますが、少なくとも電気を使うということでＬ

ＰＧガスと電力の消費量を算出いたしまして、空調設備の稼働に必要な実費を算出しております。

そしてその上で、１０円未満を切り捨てまして１時間当たり１,５８０円という試算の上で設定

をしております。 

 ２点目の町外の冷暖房施設との状況で、事前に空調をきかせた状態でということでございます

が、この点につきましては、本町ではあくまでも実費ということで、使用開始をして使用を終わ

った時間という形で考えたいと、今のところ考えておるところでございますが、よろしくお願い

します。 

 あと、久賀中学校ということでお話がございましたが、こちらにつきましてはどういいますか、

学校施設と今回の社会教育施設ということで、使用の状況が違いますし、また今回の算定した根

拠といったところも今回については明確ですが、１,５８０円ということでお示ししております

が、久賀中学校の状況につきましては、当時どのように設定したかというところがわかりません

が、少なからず学校と社会教育施設と違うということで御理解をいただければと思います。（発

言する者あり） 

 田中議員さんからも御指摘がございますが、統一的な根拠につきましては、また改めて整理を

して改正をするなり検討をしていきたいと考えております。よろしくお願いします。 

○議長（荒川 政義君）  吉村議員。 
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○議員（３番 吉村  忍君）  ありがとうございました。２番目の件なんですが、例えば真夏に

１時間ほど体育館で冷房を使用した場合に、１３時に予約しまして１３時に電源を入れて１４時

に使用を終わるわけですが、おそらく全くきいていない状況で使用となると思うんですが、それ

でも１,５８０円を支払わなくてはならないということになりますが、それはちょっと、使用す

る側としては納得できないなと思うところがあります。 

 それと、Ｂ＆Ｇに関しては騒音等の問題で夜間窓を開けることを制限される場合があるという

ことでございます。その場合、やっぱりエアコンが必要になります。それで１,５８０円という

単価設定は少々高いように感じるところであります。せめて子供たちが、スポ少などで利用する

場合においてだけでも減免の措置というふうなことは考えられないでしょうか、お願いします。 

○議長（荒川 政義君）  藤井社会教育課長。 

○社会教育課長（藤井 郁男君）  失礼します。冷暖房の利用時間なんですけど、公民館等の社会

教育施設もやはり開始から終了までというような形で、最初から暖めたりとか冷やしたりとかい

うようなことはしておりません。それで、同じような形で同じ社会体育施設なんで、社会教育施

設として統一的な見解でいきたいと考えております。 

 それと、スポ少等の利用に関してということで、基本的には施設の使用料というのはまずスポ

少ということではとっておりませんが、この冷暖房の施設の使用料に関しては一般的に開放する

のは久賀中学校があると思うんですけど、それ以外についてはＢ＆Ｇが２カ所目かなと思うんで

すが、この利用料については、基本的には利用者、受益者負担というような形で現在のところや

はり考えております。ということで御納得をいただければと思うんですが、済みません。 

○議長（荒川 政義君）  吉村議員。 

○議員（３番 吉村  忍君）  ありがとうございました。２番の項目に関してはクレームのない

ことを祈っております。 

 最後、要望です。子供たちのためです、どうぞよろしくお願いいたします。ありがとうござい

ました。 

○議長（荒川 政義君）  ほかに質疑はございませんか。田中議員。 

○議員（５番 田中 豊文君）  細かい話で済みません。ちょっとこの表が時間別に表があるんで

すが、単価は全部一緒なんですが、この表、時間区分をしているという理由は何か理由があるの

か。 

 それと、付記の新旧対照表の１の４号に町外使用者は１０割加算とするというのがあるんです

が、ここには出ていませんが、別表３のほうでは２倍加算という表記もありますが、これは２倍

と１０割というのはどう違うんでしょうか。 

○議長（荒川 政義君）  永田教育次長。 
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○教育次長（永田 広幸君）  失礼します。使用時間の基本料金の区分につきましては、旧大島町

当時から引き継いだ形ということで、このような形になっておりますが、この点につきましても

今後整理をしていきたいというふうに考えております。 

 表現の部分につきましても、まあ基本的には特に変わらないと思っておりますけれども、この

辺につきましても改めて見直しということで今後整理をしていきたいと思いますので、どうぞ御

理解ください。 

○議長（荒川 政義君）  田中議員。 

○議員（５番 田中 豊文君）  見直していただけると、統一していただけるということなんです

が、大体どれぐらいいつごろになるか、これをまた統一すればこの条例も改正しなきゃいけない

と思いますが、場合によってはですね。大体どれぐらいのめどでやっていただけるのか御答弁お

願いします。（発言する者あり） 

○議長（荒川 政義君）  永田教育次長。 

○教育次長（永田 広幸君）  今、社会教育課のほうで資料整理のほうを進めておりますが、教育

委員会内でのまた調整というところとか、あとほかの施設との整合性とか、その辺のところをま

た精査いたしまして、できましたらできるだけ早くお示しできるように努力をしたいと考えてお

ります。よろしくお願いします。 

○議長（荒川 政義君）  田中議員。 

○議員（５番 田中 豊文君）  今お聞きした感じでは、まだ何も手をつけておられないというこ

となんですが、昨年の第２回の定例会での御答弁で検討するという話だったんで、まあ、これま

で何も手をつけられていないというのは驚きでもありますが、早急に着手されて統一化を図って

いただきたいと、よろしくお願いいたします。 

○議長（荒川 政義君）  ほかに質疑はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、質疑を終結します。 

 議案第３２号周防大島町後期高齢者医療に関する条例の一部改正について、質疑はございませ

んか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、質疑を終結します。 

 議案第３３号周防大島町介護保険条例の一部改正について、質疑はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、質疑を終結します。 

 議案第３４号周防大島町指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等
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に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例の一部改正について、質

疑はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、質疑を終結します。 

 議案第３５号周防大島町指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準等

を定める条例の一部改正について、質疑はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、質疑を終結します。 

 議案第３６号周防大島町指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに

指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を

定める条例の一部改正について、質疑はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、質疑を終結します。 

 議案第３７号周防大島町公共下水道設置及び管理条例等の一部改正について、質疑はございま

せんか。田中議員。 

○議員（５番 田中 豊文君）  第８条１項３号で別表に掲げる広島県の市町のいずれかの区域内

に営業所がある者が指定工事店に入れるということなんですが、具体的にこれ、広島県のどこの

市町が入るようになるんでしょうか。 

 それと、逆に広島広域連携ということなんで、山口県の事業者が広島県の指定工事店に入れる

んかどうかその辺をちょっと御説明ください。 

○議長（荒川 政義君）  佐々木環境生活部長。 

○環境生活部長（佐々木義光君）  それでは、広島県内の連携市町について申し上げます。 

 １７市町ございます。広島市、呉市、竹原市、三原市、大竹市、東広島市、廿日市市、安芸高

田市、江田島市、この９市と府中町、海田町、熊野町、坂町、安芸太田町、北広島町、大崎上島

町、世羅町、以上８町、９市８町でございます。 

 それと、もう１件お問い合わせの件につきましては、逆も可能でございます。 

 以上でございます。 

○議長（荒川 政義君）  ほかに質疑はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、質疑を終結します。 

 議案第３８号周防大島町営住宅及び一般住宅条例の一部改正について、質疑はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 
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○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、質疑を終結いたします。 

 以上で、議案第２５号周防大島町役場の位置を定める条例等の一部改正についてから議案第

３８号周防大島町営住宅及び一般住宅条例の一部改正についてまでの質疑を全部終了いたしまし

た。 

 討論、採決は、会期中の最終日の本会議といたします。 

────────────・────・──────────── 

日程第３４．議案第３９号 

○議長（荒川 政義君）  日程第３４、議案第３９号周防大島町過疎地域自立促進計画の変更につ

いてを議題とします。 

 補足説明を求めます。岡村副町長。 

○副町長（岡村 春雄君）  それでは、議案第３９号周防大島町過疎地域自立促進計画の変更につ

いて、補足説明をいたします。 

 本案は、周防大島町過疎地域自立促進計画の変更にあたり、過疎地域自立促進特別措置法第

６条第７項で準用される同条第１項の規定に基づき、本議会の議決を求めるものでございます。 

 平成２７年３月に、文部科学省において策定されたインフラ長寿命化計画では、平成３３年

３月までに、公立学校施設を管理する各設置者に対し、個別施設計画の策定を求めています。こ

のことにより、教育の振興の区分に過疎地域自立促進特別事業として、学校施設長寿命化修繕計

画策定業務を新たに追加しようとするものでございます。 

 内容について申し上げますと、町が管理する全ての学校施設の中で、老朽化した施設の改築を

行っていくことは困難であることから、劣化、損傷等の老朽化の状況を点検により的確に把握し

た上で、優先順位づけや予算の平準化及びトータルコスト縮減等を加味した計画を策定し、本計

画に基づき効果的、効率的に学校施設の長寿命化を図るというものでございます。 

 何とぞ慎重なる御審議の上、御議決を賜りますようよろしくお願いいたします。 

○議長（荒川 政義君）  説明が終わりましたので、これより質疑に入ります。質疑はございませ

んか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、質疑を終結します。 

 討論、採決は、会期中の最終日の本会議といたします。 

────────────・────・──────────── 

日程第３５．議案第４０号 

日程第３６．議案第４１号 

日程第３７．議案第４２号 
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○議長（荒川 政義君）  日程第３５、議案第４０号油宇集会施設の指定管理者の指定についてか

ら、日程第３７、議案第４２号むつみ荘を指定管理者の指定についてまでの３議案を一括上程し、

これを議題といたします。 

 補足説明を求めます。岡村副町長。 

○副町長（岡村 春雄君）  それでは、議案第４０号から議案第４２号までにつきまして、一括し

て補足説明をいたします。 

 各議案ともに、周防大島町コミュニティ施設設置条例に定める油宇集会施設、小泊集会施設、

むつみ荘の指定管理者の指定について、地方自治法第２４４条の２第６項の規定に基づき、議会

の議決を求めるものでございます。 

 まず、議案第４０号の油宇集会施設は、自治会組織、油宇自治会の区域に位置しており、自治

会活動の拠点となっているところです。よって、施設の設置目的からも非公募により、これから

も引き続き油宇自治会を指定管理者に指定することが好ましいと判断し、提案をさせていただき

ました。 

 次に、議案第４１号の小泊集会施設も、自治会組織、小泊自治会の区域に位置しており、自治

会活動の拠点となっているところです。よって、施設の設置目的からも非公募により、これから

も引き続き小泊自治会を指定管理者に指定することが好ましいと判断し、提案させていただきま

した。なお、両議案ともともに、期間は平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日までとし

ております。 

 続いて、議案第４２号のむつみ荘も、自治会組織、土居自治会の区域に位置しており、自治会

活動の拠点となっているところです。よって、施設の設置目的からも、これからも引き続き土居

自治会を指定管理者に指定することが好ましいと判断し、提案させていただきました。なお、期

間は平成３０年４月１日から平成３５年３月３１日までとしております。 

 何とぞ慎重なる御審議の上、御議決を賜りますようよろしくお願いいたします。 

○議長（荒川 政義君）  説明が終わりましたので、これから質疑に入ります。質疑は議案ごとに

行います。 

 議案第４０号油宇集会施設の指定管理者の指定について、質疑はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  質疑なしと認め、質疑を終結します。 

 議案第４１号小泊集会施設の指定管理者の指定について、質疑はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  質疑なしと認め、質疑を終結します。 

 議案第４２号むつみ荘の指定管理者の指定について、質疑はございませんか。 
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〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  質疑なしと認め、質疑を終結します。 

 以上で、議案第４０号油宇集会施設の指定管理者の指定についてから、議案第４２号むつみ荘

の指定管理者の指定についてまでの質疑を終了します。 

 討論、採決は、会期中の最終日の本会議といたします。 

────────────・────・──────────── 

日程第３８．議案第４３号 

日程第３９．議案第４４号 

日程第４０．議案第４５号 

日程第４１．議案第４６号 

日程第４２．議案第４７号 

日程第４３．議案第４８号 

日程第４４．議案第４９号 

日程第４５．議案第５０号 

日程第４６．議案第５１号 

○議長（荒川 政義君）  日程第３８、議案第４３号デイサービスセンター福寿苑の指定管理者の

指定についてから、日程第４６、議案第５１号周防大島町高齢者生活福祉センター「しらとり

苑」の指定管理者の指定についてまでの９議案を一括上程し、これを議題とします。 

 補足説明を求めます。岡村副町長。 

○副町長（岡村 春雄君）  議案第４３号から議案第５１号までにつきまして、一括して補足説明

をいたします。 

 まず、議案第４３号から議案第４９号までについて説明いたします。 

 現在、周防大島町在宅老人デイサービスセンター設置条例に定める７施設において通所介護事

業を実施しておりますが、この事業の実施につきましては、平成１８年９月から社会福祉法人慈

光福祉会、社会福祉法人大島白壽曾及び社会福祉法人周防大島町社会福祉協議会に指定管理者と

して管理運営をお願いしているところでございます。 

 この事業は、要介護状態になった場合でも可能な限り居宅で自立した日常生活を営めるよう、

デイサービスセンターで通所による日常動作訓練、給食サービス等を実施して、閉じこもりを防

止するとともに心身機能の維持向上を図ることを目的として実施しているものでございます。 

 本案件の対象施設は、介護保険制度が導入される以前から老人デイサービス事業所として、社

会福祉法人慈光福祉会、社会福祉法人大島白壽曾及び旧４町の社会福祉協議会に公設民営として

管理運営を委託し、さらには介護保険制度の開始に伴い通所介護事業所となった経緯もあります。 
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 当該施設の指定管理者として、利用者との信頼関係や現在に至るまで支障なく適正な管理運営

を行ってきておりますことから、長年にわたりサービス提供を行ってきた事業者が継続すること

で、高齢者にとって安心して利用できる施設となることに鑑み、社会福祉法人慈光福祉会、社会

福祉法人大島白壽曾及び社会福祉法人周防大島町社会福祉協議会を指定管理者として、非公募に

より引き続き指定しようとするものでございます。 

 指定期間につきましては、介護保険事業計画を３年ごとに見直すことから、その計画期間に合

わせ３年とするものであります。 

 なお、当該施設は介護保険施設であり、介護報酬で管理運営費を賄うことから、指定管理料は

ゼロ円となります。 

 次に、議案第５０号及び議案第５１号についてであります。 

 現在、周防大島町高齢者生活福祉センター設置条例に規定する和田苑、しらとり苑につきまし

ては、毎年度１年間を指定期間として、平成１８年９月より社会福祉法人周防大島町社会福祉協

議会を指定管理者として協定書を締結し、管理運営をお願いしているところでございます。 

 この事業は、高齢等のため在宅生活に不安のある方に対し、自炊設備のある居室を提供し生活

援助員を配置して、利用者に対し相談、助言を行うものでございます。国の定める要綱でも、指

定通所介護事業所を経営するものであって、適切な事業運営が確保できると認められるものを指

定管理者とすることが規定されております。 

 このことから、長期間継続し本施設において、総合事業のデイサービス事業及び指定通所介護

デイサービス事業を実施している社会福祉法人周防大島町社会福祉協議会が管理運営を行うこと

により、今後も安定的、効果的な施設運営が期待できるものと判断し、引き続き非公募により、

指定管理者として１年間指定しようとするものでございます。 

 以上が、議案第４３号から議案第５１号までの補足説明でございます。何とぞ慎重なる御審議

の上、御議決を賜りますようよろしくお願いいたします。 

○議長（荒川 政義君）  説明が終わりましたので、これから質疑に入ります。質疑は議案ごとに

行います。 

 議案第４３号デイサービスセンター福寿苑の指定管理者の指定について、質疑はございません

か。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、質疑を終結します。 

 議案第４４号デイサービスセンター文珠苑の指定管理者の指定について、質疑はございません

か。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 
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○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、質疑を終結します。 

 議案第４５号デイサービスセンター高塔苑の指定管理者の指定について、質疑はございません

か。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、質疑を終結します。 

 議案第４６号東和在宅老人デイサービスセンターの指定管理者の指定について、質疑はござい

ませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、質疑を終結します。 

 議案第４７号デイサービスセンター油田苑の指定管理者の指定について、質疑はございません

か。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、質疑を終結します。 

 議案第４８号デイサービスセンター和田苑の指定管理者の指定について、質疑はございません

か。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、質疑を終結します。 

 議案第４９号デイサービスセンターしらとり苑の指定管理者の指定について、質疑はございま

せんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、質疑を終結します。 

 議案第５０号周防大島町高齢者社会福祉センター「和田苑」の指定管理者の指定について、質

疑はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、質疑を終結します。 

 議案第５１号周防大島町高齢者生活福祉センター「しらとり苑」の指定管理者の指定について、

質疑はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、質疑を終結します。 

 以上で、議案第４３号デイサービスセンター福寿苑の指定管理者の指定についてから、議案第

５１号周防大島町高齢者生活福祉センター「しらとり苑」の指定管理者の指定についてまでの質

疑を終了いたします。 
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 討論、採決は、会期中の最終日の本会議といたします。 

────────────・────・──────────── 

日程第４７．議案第５２号 

○議長（荒川 政義君）  日程第４７、議案第５２号平成２９年度久賀・大島処理区（三蒲）管路

施設整備工事第１工区の請負変更契約の締結についてを議題といたします。 

 補足説明を求めます。岡村副町長。 

○副町長（岡村 春雄君）  議案第５２号平成２９年度久賀・大島処理区（三蒲）管路施設整備工

事第１工区の請負変更契約の締結につきまして、補足説明をいたします。 

 本工事は、去る平成２９年６月５日の周防大島町議会第１回臨時会において、請負契約の締結

の御議決を賜り下水道管の布設工事を施工してまいりました。 

 当初は、本施工区間の土質が設計調査時のボーリング結果により、砂質土と確認されていたた

め、砂質土に適した推進工法で設計しておりましたが、推進工法施工時の計画上に転石等があり

推進不能となったため、これらの推進先導体を取り出すための立坑の追加や転石等に対応可能な

推進工法への変更、また、町道の既設舗装厚を当初は５センチと想定しておりましたが、実際に

はアスファルト舗装厚が１０センチ、コンクリート舗装厚が２０センチであったため、その処分

量の増加により施工内容を変更するものでございます。 

 これらの変更に伴い、請負代金を変更することが必要となりましたので、原契約の工事請負金

額１億３,５１３万６,５１２円に１,３９８万４,４８８円を増額した１億４,９１２万

１,０００円で請負変更契約を締結しようとするものでございます。 

 つきましては、周防大島町議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第

２条の規定により、議会の議決をお願いするものでございます。何とぞ慎重なる御審議の上、御

議決を賜りますようよろしくお願いいたします。 

○議長（荒川 政義君）  説明が終わりましたので、これより質疑に入ります。質疑はございませ

んか。田中議員。 

○議員（５番 田中 豊文君）  現在の進捗率と、工期これ当初１２月２０日までだったと思うん

ですが、変更工期はいつまでか教えてください。 

○議長（荒川 政義君）  佐々木環境生活部長。 

○環境生活部長（佐々木義光君）  お答えいたします。 

 現在の進捗率は約８０％ぐらいでございまして、工期の変更、３月３０日までとしております。 

 以上でございます。 

○議長（荒川 政義君）  ほかに質疑はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 
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○議長（荒川 政義君）  質疑をなしと認め、質疑を終結します。 

 これより討論、採決に入ります。討論はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  討論なしと認め、討論を終結します。 

 これから起立による採決を行います。議案第５２号平成２９年度久賀・大島処理区（三蒲）管

路施設整備工事第１工区の請負変更契約の締結について、原案のとおり決することに賛成の議員

の起立を求めます。 

〔賛成者起立〕 

○議長（荒川 政義君）  起立全員であります。よって、本案は原案のとおり可決されました。 

────────────・────・──────────── 

○議長（荒川 政義君）  以上で、本日の日程は全部議了いたしました。 

 本日は、これにて散会をいたします。 

 次の会議は、明日３月８日木曜日、午前９時３０分から開きます。 

○事務局長（舛本 公治君）  御起立願います。一同、礼。 

午後５時30分散会 

────────────────────────────── 


